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公表に寄せて 
                            IGES所長 森 秀行 

ここに、「ネット・ゼロという世界 2050年 日本 （試案）」を公表いたします。現下の新型コロナウイルスによる

危機的な状況が暗示するように、今後、ますます世界には不確定な要素が増えていくものと想定されます。この

試案も、現段階における一つの将来のビジョンなのであり、IGESとしては、今後とも、技術イノベーションや国際展

開、それらの政策へのインプリケーションなどを勘案し、これを補完する一連の発信をしていく予定です。 

この試案は、ネット・ゼロの世界がどのようなものであるかについて理解の一助となることを目的としています。

気候変動という観点から30年後の社会について、エネルギー需要及び温室効果ガス（GHG）排出量を定量的

に試算するとともに、私たちの暮らしのイメージなどを描いた試みです。このプロジェクトは、30代の若手研究者が

中心となり、所内外の様々な専門家からインプットやアドバイスを受けて作成しました。時には、相互に矛盾する

考え方や見通しの理解に悩み、また、ある時は定量分析の合理的根拠に苦しみながら、未来の社会を予想し

ました。 

もとより、未来の予想は容易なことではありません。この試案も、最新の情報分析など必ずしも十分でない面も

あり、まだまだ改善の余地はあります。しかし、「どういう社会を作り上げていくのか」ということを自分事としてわれ

われ一人一人が想いを巡らせていく、そういう作業が今後ますます必要性を帯びてくると考え公表したものです。 

この試案をこのような形で公表させていただくのは、これを契機に多くのステークホルダーの方と忌憚のない

意見交換をさせていただき、さらに考察を深め、日本としてどういう道筋でネット・ゼロに向かって進んでいくべき

か、建設的な議論につなげて行きたいと考えるためです。 

 欧州では、昨年末に「The European Green Deal」という2050年に向けた欧州社会の具体的な指針が示さ

れました。その広範かつ具体的な内容に、気候危機（Climate Crisis）を一つの契機として、循環経済などの推

進と相まって、社会変革を大胆かつ着実に進めていく欧州の並々ならぬ決意を感じた方も少なくないと思いま

す。そこには、欧州は、今後中国とともに気候変動を巡る国際的な議論をリードしていく予定であることも記され

ています。 

アジアにおける石炭火力発電等への強い依存は、国際的には「Coal Addiction」という強い言葉で非難され

る状況になってきています。そのような状況下、日本でも、ややもするとゼロカーボンに向けた変革に伴う負の影

響の緩和に重きが置かれすぎ、必ずしも理想的な形で脱炭素社会への議論や取り組みが進んでいる状況には

ありません。 

こうした中、日本政府は、国はCO2の大幅な削減のための技術革新を実現するため「Beyondゼロ」イニシアテ

ィブを立ち上げました。また、経団連においては「チャレンジ・ゼロ」を掲げ、個々の企業によるイノベーションに向

けた努力、その成果の活用、資金面での支援などに取り組み始めました。さらに、すでに93の自治体が、「2050
年までに、二酸化炭素の排出を実質ゼロにする」ことを表明しました（2020 年5月27日現在）。我が国において

も、主要なステークホルダーを先頭に、ネット・ゼロに向けた機運が着実に高まってきています。 

このような中、ここで示された一つの社会像と試算がきっかけとなって、活力があり、だれ一人取り残さない

「脱炭素社会」のビジョンについて、広範な議論がなされれば幸いです。 
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概要 
近年、人間活動に起因する地球温暖化によって風水害、農業・食料安全保障、水資源・沿岸域・海洋の保

全、健康など人々の暮らしに深く関わる様々な面で深刻な影響が生じる可能性が高まることが明らかになって

きた。このため2015年に採択されたパリ協定が掲げる「世界平均気温の上昇を産業革命前比で2°C未満（理想

的には1.5°C未満）に抑える」という目標を達成するには、2050年頃のネット・ゼロ社会（GHG排出量と吸収量の

収支が正味でゼロ）の構築が求められており、大量の二酸化炭素(CO2)排出の原因となっている化石燃料の使

用を大幅に減らす必要がある。このような中、欧州を中心とする中央政府や、様々な国・地方自治体、金融機

関等がネット・ゼロ排出に向けたイニシアティブを進めている。 

世界では気候変動だけでなく、社会や技術の面でも様々な変化が同時に起きている。再生可能エネルギー

の急速な普及、内燃機関に代わる電気や水素エネルギーによる新たな移動手段、AIやICT技術の向上などデ

ジタル化の進展、資源制約や廃棄物処理問題などの解決に資する循環型社会の形成、2℃または1.5℃の気

温上昇に対応するためのレジリエンスの向上等の変化である。さらに、国内では自立・分散型の社会を形成しつ

つ、近隣地域と地域資源を補完し支え合うことで地域を活性化させる「地域循環共生圏」の形成を促す施策が

進められている。 

経済成長の程度は、暮らしや社会の持続可能性を考える上で根本的な要素であるとともに、経済の活動量

を規定する要素である。日本では、2005年から2015年の10年間の一人当たりGDP成長率が年平均0.5%であ

った。また、資本主義の根幹となる「限りない拡大・成長」というベクトルが、地球資源の有限性といった物質的・

外面的な観点及び「幸福」といった精神的な充足の観点から、ある種の飽和状態ないし限界値に達しつつある

ことが認識され、脱成長や創造的定常経済といった理念の重要性が近年、再認識されている。 

このような状況を踏まえ、第１章では、様々な社会変化によって、エネルギー利用量、マテリアル利用量、並

びにGHG排出量がどのように変化するのかを、積み上げ（ボトムアップ）方式によって推計した。経済成長率に

関して、一人当たりGDPが毎年0.6%成長し、2050年に日本全体のGDPは2015年水準を保つという安定経済

の条件を与えた。推計の際には、国際的動向や国内の社会問題、技術の進展に応じて、既存の社会制度、経

済構造、インフラなど重要な社会的要素を変革していくトランジションシナリオと、様々な事情により社会変革が

ほとんど起きないロックインシナリオの二つのシナリオを想定した。 

エネルギーシステムに関して、トランジションシナリオでは、家庭、業務、運輸、産業のすべての分野で電化が

進むとともにサービス当たりのエネルギー利用の効率化が進み、産業部門においては、一部の高熱需要に対す

る水素利用や化学製品製造時の水素利用が進んでいる。また、再生可能エネルギーを中心とする非化石エ

ネルギーに暮らしや経済活動が支えられながらネット・ゼロ社会が達成されている。その一方で、ロックインシナリ

オでは、家庭、業務、運輸、産業のすべての分野において、相応の省エネが進むが、多くは現状のエネルギー

技術を延長したエネルギーシステムが想定される。そのため、化石燃料に暮らしや経済活動が支えられながら、

CCS技術やネガティブ・エミッション技術の導入によって、（やや強引に）ネット・ゼロ社会が達成されている。 

さらに、各シナリオのエネルギー利用量、CCS導入量を推計し、各シナリオの実現可能性に関わる論点として、

再生可能エネルギーの必要量と利用可能ポテンシャルの比較、CO2貯留の必要量と国内の利用可能ポテン

シャルの比較、並びに化石燃料の必要量（輸入量）の算定を行った。その結果、トランジションシナリオでは、ネ
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ット・ゼロの達成時には、CO2貯留に関するリスクの低減、及び化石燃料依存脱却によるエネルギー・セキュリテ

ィー向上に大きく貢献することが示された。さらに、2015年時点で19兆円にのぼる化石燃料の支払い代金を国

内に還流させることで、自立・分散型の再生可能エネルギーインフラへの投資（送配電網の増強、EV充電ステ

ーション設置等）が促進され、より成熟した社会の形成に必要な投資を行いやすい状況になる。また、トランジシ

ョンシナリオにおけるネット・ゼロ社会はほぼすべてのエネルギーが再生可能エネルギーによって賄われるが、エ

ネルギー利用の徹底した効率化によって、必要となるエネルギーは国内の再生可能エネルギーポテンシャル

の範囲内に収まる。他方で、ロックインシナリオでは、導入する技術の実証実験は始まっており、具体的な技術

導入の将来像を示しやすいと思われるが、CO2貯留コストと貯留量が著しく大きくなるリスク（不確実性が高い）、

産油国・産炭国への化石燃料依存が継続するエネルギー・セキュリティー上のリスク、並びに貿易収支を悪化

させるリスクを常に抱えた社会となることが示された。こうしたことから、ネット・ゼロ社会を目指す上で、トランジシ

ョンシナリオの方が上述のリスクが少なく、持続性の高いシナリオであることが示唆される。 

第2章では、トランジションシナリオにおける社会の変化を都市と地域、暮らし、産業、適応という観点から展

望した。現代の日本は、少子高齢化など人口動態に関する問題、年金等を含む社会福祉問題、長時間労働

や非正規雇用などの労働問題、格差社会、さらには自然災害への対応も含め、様々な課題に直面しているな

かで、トランジションシナリオは、社会の広範多岐にわたり様々な変化が起きたシナリオである。それ故に、我々

の暮らしがどのように変化するのか、的確に認識することは容易ではない。そのため、第2章の記述は、トランジ

ションシナリオにおけるネット・ゼロ社会において、我々の暮らしや経済活動がどのようなものであるのかについて、

理解の一助となることを目的としている。 

第3章では、ネット・ゼロに向けた公正な移行に対して、現時点で想定される論点に対する考え方を示すととも

に、ネット・ゼロ社会を実現するために、今後慎重に検証することが求められている課題をまとめた。特に、ネッ

ト・ゼロ社会の必要性やその実現可能性やもたらされうる負の影響に対して慎重に議論を進めていく必要がある

ことを認識しつつ、それらの論点に対する幅広い議論やネット・ゼロ社会達成によってもたらされうる機会も含め

て議論を進めていく必要性を示した。 

ネット・ゼロ社会の構築には、あらゆる部門で、制度や慣行など必要な変革を進めていくことが求められる。こ

れは一つの組織が単独でできるものではなく、国家的な戦略として位置づけられ、日本のすべての関係者が足

並みを揃えて推進していく必要がある。特に、再生可能エネルギーの主力電源化や十二分な活用を実現する

インフラ整備を進めるとともに、建築物、大規模発電設備、産業設備など、使用年数が長期におよぶものにつ

いては、予め長期的な更改新の方向性を定め、それぞれの設備が更新される機会を逃すことなく、今後大きく

変わりうる社会の変化に対応できるようなものに準備しておく必要がある。 
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略語 
3R Reduce, Reuse, Recycle (リデュース、リユース、リサイクル) 
AI Artificial Intelligence  (人工知能) 
APF Annual Performance Factor (通年エネルギー消費効率) 
BDI Bundesverband der Deutschen Industrie（ドイツ産業連盟） 
BECCS Bio-energy with Carbon Capture and Storage（CCS 付きバイオエネルギー） 
BNEF Bloomberg New Energy Finance（ブルームバーグ・ニュー・エナジー・ファイナンス） 
CCS Carbon dioxide Capture and Storage（CO2 回収・貯留） 
CCU Carbon dioxide Capture and Usage(CO2 回収・利用) 
CDP Carbon Disclosure Project（カーボン・ディスクロージャー・. プロジェクト） 
CFRP Carbon Fiber Reinforced Plastic（炭素繊維強化プラスチック） 
CH4 Methane （メタン） 
CLT Cross Laminated Timber（クロス・ラミネーティッド・ティンバー） 
CNFRP Cellulose Nanofiber Reinforced Plastic（セルロースナノファイバー強化プラスチック） 
CO2 Carbon Dioxide（二酸化炭素） 
COP Conference of the Parties（気候変動枠組条約締約国会議） 
DAC Direct Air Capture(直接空気回収) 
DACS Direct Air Capture and Storage(直接空気回収・貯留) 
EC Electronic Commerce （電子商取引） 
EPA Environmental Protection Agency (環境保護庁) 
ESG Environmental, Social, and Governance（環境・社会・ガバナンス） 
ETC Energy Transitions Commission（エネルギー移行委員会） 
EU European Union （欧州連合） 
EV Electric Vehicle（電気自動車） 
FCV Fuel Cell Vehicle（燃料電池車） 
GDP Gross Domestic Product (国内総生産) 
GHG Greenhouse Gas （温室効果ガス） 
GSDR Global Sustainable Development Report（持続可能な開発に関するグローバル・レポート） 
GWP Global Warming Potential （地球温暖化係数） 
HCFC-
22 

Hydrochlorofluorocarbons（クロロジフルオロメタン） 

HFCs Hydrofluorocarbons（ハイドロフルオロカーボン） 
HFO Hydrofluoroolefin（ハイドロフルオロオレフィン） 
ICT Information and Communication Technology（情報通信技術） 
IGES Institute for Global Environmental Strategies （地球環境戦略研究機関） 
IH Induction Heating （誘導加熱） 
IIASA International Institute for Applied Systems Analysis（国際応用システム分析研究所） 
IRENA International Renewable Energy Agency（国際再生可能エネルギー機関） 
IoT Internet of Things (モノのインターネット) 
ITF International Transport Forum(国際交通フォーラム) 
IPCC Intergovernmental Panel on Climate Change（気候変動に関する政府間パネル） 
JCM Joint Crediting Mechanism (二国間クレジット制度) 
JST Japan Science and Technology Agency（科学技術振興機構） 
LED Low Energy Demand (低エネルギー需要) 
MaaS Mobility as a Service （サービスとしての移動） 
MIROC Model for Interdisciplinary Research on Climate(気候に関する学際的研究のためのモデル) 
N2O Nitrous oxide （一酸化二窒素） 
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NDC Nationally Determined Contribution (国別目標) 
NET Negative Emission Technology（負排出技術） 
NF3 Nitrogen trifluoride（三フッ化窒素） 
NPO Non Profit Organization（非営利組織） 
PC Personal Computer （パソコン） 
PFCs Perfluorinated Compound（有機フッ素化合物） 
PFN Perfluoronitrile（ペルフルオロニトリル） 
PHV Plug-in-Hybrid（プラグインハイブリッド車） 
PRB Principles for Responsible Banking（国連責任銀行原則） 
PRI Principles for Responsible Investment（責任投資原則） 
PSI Principles for Sustainable Insurance（持続可能な保険原則）  
RCP Representative Concentration Pathways（代表濃度経路シナリオ） 
SCC Social Cost of Carbon（炭素の社会的コスト） 
SDGs Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標） 
SDSN Sustainable Development Solutions Network（持続可能な開発ソリューション・ネットワーク） 
SF6 Sulfur hexafluoride（六フッ化硫黄） 
SRES Special Report on Emissions Scenarios（排出シナリオに関する特別報告） 
SROCC Special Report on the Ocean and Cryosphere in a Changing Climate（変化する気候下での

海洋・雪氷圏に関する IPCC 特別報告書） 
SSPs Shared Socioeconomic Pathways（共有社会経済パス） 
TCFD Task Force on Climate-related Financial Disclosures（気候関連財務情報開示タスクフォース） 
TEN-E Trans-European Networks-Energy（汎欧州エネルギーネットワーク） 
UNEP United Nations Environment Programme（国連環境計画） 
VPP Virtual Power Plant（バーチャルパワープラント：仮想発電所） 
VR Virtual Reality (仮想現実) 
V2G Vehicle-to-grid（車両から電力系統への電力供給） 
WBA World Benchmarking Alliance 
WBCSD World Business Council for Sustainable Development（持続可能な開発のための世界経済

人会議） 
ZEB net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル） 
ZEH net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス） 
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はじめに 
本報告書は、日本において、どのようにネット・ゼロ社会の実現を図るのかということについて、問題提起を行

うことをねらいとしている。 

その構成は、目標年として2050年を掲げ、ネット・ゼロ社会におけるエネルギー需要の動向を中心に定量的

な分析を試みた第1章、日々の暮らしぶりなどネット・ゼロ社会を身近なところに引き付けて定性的に叙述した第

2章、そしてネット・ゼロ社会に向けた主要な課題や論点を概観した第3章からなる。 

第1章では、広範な社会変化を伴いながらネット・ゼロ社会を実現していくケース（トランジションシナリオ）と、

大きな社会変化は伴わないケース（ロックインシナリオ）について、ネット・ゼロを達成した場合に、GHG排出量及

び吸収量やエネルギー利用量、再生可能エネルギー利用量、必要となるCO2貯留量がどのように変化しうるの

か、また供給面も含めどのようなエネルギーシステムが実現しうるのかを定量的に示した。 

続く第2章では、社会、経済、エネルギー構造等において大きな変革を成し遂げた後の社会像を叙述的に記

述する。そのため、研究機関や研究者から示されている2030年や2050年、2100年頃を対象とした未来予測に

関する様々なドキュメント（詳細は巻末参考資料に示す）から技術・社会・個人の動向などに関する要素を抽出

し、専門家等に意見照会を行い、実現可能性が高いと思われるものを中心に記述した。もとより、2050年という

30年後の世界は、現在その片鱗も見られないような技術や価値観などによって大きく様変わりしている可能性

もあるが、若干の積極的な期待も込めて記述を試みた。 

第3章では、ネット・ゼロ社会の実現に向けて、課題や論点の概観を試みた。総じて、公正な移行の議論を踏

まえて適切に社会変化を進めるべきと結論し、最終的なメッセージとして、いわば、人類の生存をかけて社会を

進化させる決断と行動が求められているとした。 

今後は、ネット・ゼロ社会の実現に向けて、さらに掘り下げたテーマで続編を公表していくとともに、様々な関係

者に参加を募り、意見・情報交換の場を設定していきたいと考えている。 

 

 
図 1 本報告書の構成 

第1章：ネット・ゼロ社会を推計する(シナリオ策定)
既存の社会システムや制度が維持された社会での技術進展：ロックインシナリオ
様々な社会的要素の変革を伴う技術展開：トランジションシナリオ

第1章：ネット・ゼロ社会を推計する(GHG排出量など推計)
各技術の発展や問題解決がなされる場合の社会への影響について個別文献の精査
社会変化のうちエネルギー利用に影響を与えるものを定量化
結果の比較：再エネ必要量、社会変化による削減量、CCS必要量、化石燃料輸入量

第2章：ネット・ゼロ社会を展望する

第3章：ネットゼロ社会の実現にむけて

序章：ネット・ゼロ社会を考える
将来技術要素・社会問題・国際問題の特定
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序章 ネット・ゼロ社会を考える 

新たな社会の夜明け 

人類は、長い狩猟・採取の時代を経て農耕社会、工業社会、情報社会と、高度な文明社会を築き上げてき

た。参考資料（通史的俯瞰）に概観するように、拡大する活動を中心的に支えてきたのがエネルギーであり、人

類は、（おそらく）自然現象としての発火の活用から始まり、様々な発見や創造・改善の努力を経て、化石燃料

や原子力を活用した電力など近代的なエネルギーを大規模に利用するようになった。 

ところが、近年、人間活動に起因する地球温暖化によって風水害、農業・食料安全保障、水資源・沿岸域・

海洋の保全、健康など人々の暮らしに深く関わる様々な面で深刻な影響が生じる可能性が高まることが明らか

になってきた。社会経済活動の主要部分を支える化石燃料の使用に伴い排出される二酸化炭素(CO2)が地球

温暖化の主原因であることから、このエネルギー源からの脱却が国際社会において焦眉の急となっている。地

球の気候の安定のために、ひいては人類を含む地球上の生物の生存のためにエネルギー利用などに伴う温室

効果ガスの排出量と吸収量の正味がゼロとなる世界、すなわちネット・ゼロ社会を実現することが必須であると

多くの人々に認識されるようになっている。こうした中、太陽光発電や風力発電などの再生可能エネルギーは、

コスト面でも実用・普及の段階に達し、蓄電技術等の向上と相まって社会経済活動を支える主たるエネルギー

源としての役割と重要性が一層増している。また化石燃料使用の大きな部分を占める移動・輸送分野でも、従

来の内燃機関系自動車から電気自動車や水素自動車などへの移行が始まり、これらの市場での存在感が高

まっている。建築の分野でも従来型の住居・ビルをZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）やZEB（ネット・ゼロ・エ

ネルギー・ビル）へと移行していく動きが進んでいる。 

これまでの企業や産業界による自発的な活動1だけでは取り組みが十分ではないとの危機感から、排出削減

の活動を側面から促す取り組みも顕著になってきた。例えば、欧米の金融機関を中心としたダイベストメントや

グリーンボンドなどESG投資が増加し、気候変動対応に向かう資金の流れが増加している。またサステイナブ

ル・ファイナンスの3原則2が確立されてきた。こうした投融資の原則などを踏まえて個々の投資先を選定する際

に必要となる気候関連情報の開示を通じて気候変動対策を進める取り組みとして、TCFDの活動が進展3してい

る。このように多数の機関投資家、保険会社、銀行などの関係機関が参画し、経済社会の転轍手4として、その

道行きを根底で支えるようになっている。 

                                                      

 
1 日本の例では、1997年から継続的に実施されてきた経団連「環境自主行動計画」があり、2013年以降は、それを発

展させた「低炭素社会実行計画」に基づき自主的な取り組みが進められている。同計画は、従前から取り組んできた国内の

事業活動における排出削減に加えて、製品による排出削減等を含む主体間連携の強化、国際貢献の推進、革新的技術

の開発の4つの柱で構成される（低炭素社会実行計画第三者評価委員会2019「2018年度低炭素社会実行計画第三者

評価委員会評価報告書」[188]）。 
2 具体的には、2006年のPRI（Principles for Responsible Investment）、2012年のPSI(Principles for Sustainable 

Insurance)、2019年のPRB（Principles for Responsible Banking）を指す。 
3 気候関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）；この提言の趣旨に

対する賛同数は、世界中で1,027機関に増え、そのうち日本における賛同数は251機関と世界第1位となっている（令和2年

3月1日時点）。 
4 てんてつしゅ。最近見かけることは少ないが、鉄道軌道のポイント切り替えを行う者。 
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2019年9月の国連気候変動サミットでは、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）5の特別報告書を踏まえ、

1.5℃目標を念頭にした2050年ネット・ゼロ（GHG排出量と吸収量の収支が正味でゼロ）排出が野心度を測る一

つのベンチマークとなり、59カ国が2020年末までにNDC引き上げを行うと表明し、11カ国が既に国内プロセスを

開始しているとされる。また、66カ国・地域、10の州、102の都市、87の企業、そして12の投資機関が2050年ま

でにネット・ゼロ排出を達成、あるいはそれに向けた動きを加速すると表明している。総じて、世界の排出量の

15％以上を占める国、地域、都市が2050年ネット・ゼロ排出を表明している。2020年1月14日、パリ協定に基

づいて各国が自国の温室効果ガス排出削減目標や温暖化対策を盛り込んだ国別目標（NDC）を2020年のう

ちに更新・強化して国連に再提出する意向をもつ国の数が108にのぼったことが、COP25議長国であったチリよ

り発表された[1]。企業・投資家の動きと合わせて、今後、脱炭素化に向けてより力強い機運が生み出される可

能性が高い。ＣＯＰ25では石炭火力発電所新設の中止への日本からのコミットメントは見られなかったが、国際

社会の議論が1.5℃目標に軸足を移すことで、石炭火力への風当たりはより強くなるものと見込まれる。 

また、古くて新しい問題であるが、経済発展の目標や評価基準となってきたGDPについても、これを見直す

動きが生じている。例えば、自然資本や社会資本の有する価値に着目し、持続可能性の観点から新たな国富

を測ろうとする指標も提唱されている。気候変動対策の分野では、税制等を通じて経済活動に炭素価格を盛り

込み、価格シグナルを介して、あらゆる経済主体の排出を削減しようとする試み（カーボンプライシング）が世界

各地で進展している。さらに、炭素の排出が気候変動影響被害をどれだけ引き起こしているかという炭素の社

会的コスト（Social Cost of Carbon: SCC）という金銭的指標[2,3]について、すでに米国政府が具体的な数字を

示しており[4]、米国の政策評価において活用された事例がある6。 

このように、エネルギー（技術、制度）、移動・輸送、建築や製造などでの脱炭素技術、資金、価値・行動基

準など様々な面でネット・ゼロという新たな世界の構築に向けた諸条件が整ってきた。これらは新たな社会の形

成を基盤となって支える広義のネット・ゼロ・インフラといえることから、その整備を国家全体で推し進め、新たな

産業・雇用を生み出しながら、誰一人取り残さず、公正な移行7により、ネット・ゼロ社会を構築していこうという大

きなうねりが国際社会のあちこちで生じ始めている。 
  

                                                      

 
5 Intergovernmental Panel on Climate Change:国連環境計画(UNEP)と世界気象機関(WMO)が共催し、1988年に

初会合を行った。気候変動について、メカニズム、環境や社会経済への影響、対策のあり方について、世界の科学的な知

見をもとに国際的に影響力のある報告書を発表している。 
6 SCCは企業や個人が気候変動影響（例えば、豪雨や洪水被害）を認識し独自に排出削減行動をとっていく際に、どこ

までリターン（回避された気候変動の影響被害）を得られるかの指標となるため、排出削減を進める原動力にもなり得る。 
7 ネット・ゼロ社会への移行を含む社会変革の過程で産業の新陳代謝が進み、産業に従事する労働者や地域における

暮らしや仕事が大きく変わりうる。このような変化の過程で、労働者の職業訓練や再就職支援、企業の業態転換や多角化

支援を行うことで、影響を受ける労働者が働きがいのある人間らしい雇用機会を得られるような対策を伴った移行（トランジ

ション）。 
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ネット・ゼロ社会構築の必要性、緊急性 

人為的温室効果ガスの累積排出量（これまで人類が毎年排出してきた量の合計）と地球の温度上昇がおよ

その比例関係にあることが、IPCCの『第5次評価報告書（2013/2014）』で示された。これは人類が温室効果ガ

スを排出し、増加させている限り温度は上がり、これに伴って風水害を始め様々な面で被害も拡大し続け、人

類の生存自体すら危険にさらされることを意味する8。このため、できるだけ早い段階で温室効果ガスを増加さ

せない世界にしていく、すなわちゼロ・エミッション社会に転換するべき必要性と緊急性を示している。これは交

渉が通用する世界の話ではなく、自然の理（ことわり）からくるもので人類全体として総力を結集して解決に当た

るべき事象である。つまり、ネット・ゼロにできるか否かといった論議はあまり意味がなく、いつまでに、どのようにネ

ット・ゼロを達成するのかを関係者が真剣に議論し、速やかに行動に移していくべき時を迎えている。 

2015年12月に採択されたパリ協定は、地球の気温上昇を産業革命前に比べ「2℃よりも十分低く」抑え、さら

には「1.5℃に抑えるための努力を追求する」という長期気温目標を掲げた。しかし、1.5℃上昇と2℃上昇がもた

らす悪影響の違いや、1.5℃に抑えるための排出経路については、IPCCの『第5次評価報告書（2013/2014）』

でも十分に検討されておらず、その科学的知見は不十分であった。そのため、パリ協定と同時に採択された決

定文書の中で、気候変動枠組条約締約国会議（COP）はIPCCに対して、1.5℃目標に関する科学的知見をとり

まとめるよう要請した。こうして生まれたのが2018年に公表された『1.5℃特別報告書』である9。本報告書によっ

て、1.5℃の気温上昇に抑えることの重要性に対する国際社会における認識が高まった。同報告書の内容は多

岐に及ぶが、基本的なメッセージは以下の通りである。 

 
1. 産業革命以降、人間の活動により、気温が既に約 1℃上昇した。その悪影響は既に顕在化。 
2. 今後 1.5℃に上昇したときの悪影響のリスクは現在より高くなり、2℃上昇だとさらに高くなる（表 1）。 
3. 1.5℃に抑えるためには、世界の排出量を 2030 年には 2010 年比 45%削減し、2050 年頃までに正味（ネ

ット）ゼロにする必要がある（2℃に抑える場合は 2075 年頃）。 
4. 現行の 2030 年目標の達成にとどまった場合、2030 年以降に大幅な排出削減を行ったとしても 1.5℃に抑

えることは困難になる。 

IPCCは、この他にも、気候変動と土地,海洋と雪氷圏など重要な特別報告書10を公表し、国際社会に警鐘を

鳴らしている。 

IPCCの特別報告書で示唆されている気候変動の影響は、日本でも豪雨や台風の被害として現れ始めたと

みられる。気象庁が2018年の西日本豪雨に人為的なGHG排出による気候変動の影響が現れたとの公式見

                                                      

 
8 ある転換点を超えるとついには温暖化の暴走で灼熱地球（Hothouse Earth）に至るとする研究もある[65]。 
9 正式名は、『1.5℃の地球温暖化：気候変動の脅威への世界的な対応の強化、持続可能な開発及び貧困撲滅への努

力の文脈における、工業化以前の水準から 1.5℃の地球温暖化による影響及び関連する地球全体での温室効果ガス

(GHG)排出経路に関するIPCC 特別報告書』。この報告書の日本語による解説版は、IGESのウェブページからダウンロード

可能(https://www.iges.or.jp/jp/projects/ipcc48)。 
10 この二つの報告書の詳細は、IGESのウェブページからダウンロード可能(https://www.iges.or.jp/jp/pub/ipcc-srocc-

handbook/ja 及び https://www.iges.or.jp/jp/pub/ipcc-srccl-handbook/ja)。 
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解を示したことは、特筆に値する。2018年の自然災害の保険金支払額は過去最高の1.6兆円に達した[5]。
2019年の甚大な台風被害はもとより、気候変動の影響被害は、今後拡大していく性質のものである点を看過し

てはならない。気候変動による影響を最小のものとし、安全・安心な社会を構築するためには、一刻も早いネッ

ト・ゼロの達成、すなわち脱炭素社会の完成を日本全体の目標に据え、今すぐに、できる対策から着手していく

ことが重要である。 

 
表 1 気候変動による影響 

対象 地域 1.5℃ 2℃ 適応 適応ポテンシャル 
農業・食料安

全保障 
全域、アフリカ、

アジア 
3,200万人～3,600万人が

減産により影響を受ける 
3億3,000万人～3億

9,600万人が減産により

影響を受ける 

気候の変化に

強い品種、 
灌漑 

中、低緯度より高緯度

の方が高い 

水資源 全域、アフリカ、

地中海 
4億9,600万人が 
水ストレス 

5億9,000万人が 
水ストレス 

配給井戸、 
雨水タンク 

低 

サンゴ礁 熱帯 70～90％が消滅の危機 99％が消滅の危機 ― 非常に限られている 

沿岸域 全域、アジア、

小島嶼開発途

上国 

3,100万人～6,900万人に

リスクあり 
3,200万人～7,900万人

にリスクあり 
マングローブ、

移住 
低～中、いくつかの環

礁では、1.5℃/2℃で

住めなくなる 

健康 全域、局所、 
熱帯 

2050年までに、巨大都市

で、3億5,000万以上の人

が致命的な熱波を受ける 

― 水分補給、 
冷却帯、 
屋上緑化 

中、熱帯では低 

出典：IPCC1.5℃特別報告書（第3，4，5章）、COP24 IPCCサイドイベントのR. Mechlerのスライド[6]よりIGES甲斐沼作成 

なお、新型コロナウィルス（COVID-19）の問題は、気候変動や無秩序な開発による生態系の破壊などにより、

ヒトと野生生物の関係が複雑化・緊密化した結果生じたものと考えられ、それが、ヒト・モノ・カネ・情報などが国

境を越えて瞬時に移動するグローバリゼーションにより世界中に拡散したものである。COVID-19による教訓の一

部を後述するが、自然に大きな影響を及ぼす人間の非持続的な開発が、その原因の根底にあることを忘れて

はならない。 

IPCCの特別レポートや、最近体感されるようになった数々の異常気象を受け、多くの国々が気温上昇を

1.5℃に抑えることを目指し、そのための対策として、排出量から吸収量などを差し引いたネットでのGHG排出量

をゼロにしていくこと、いわゆるネット・ゼロ、を中長期の国家目標とし始める動きが活発化している。 

2019年9月、Climate Ambition Allianceが立ち上げられた。このイニシアティブは、加盟国に、2020年まで

のNDCs引き上げ、または、2050年までのネット排出ゼロへのコミットメントを求めるものであるが、今後、これに賛

同する国が増えていくことが予想される。 

EUでは2018年11月に、「A Clean Planet for all- A European strategic long-term vision for a prosperous, 
modern, competitive and climate neutral economy by EU（万人のためのクリーンな地球）」を発表し、2050
年までに1990年比100%削減のシナリオも示した。これを受けて、2019年12月12日に欧州理事会は、2050年

までにカーボンニュートラルを達成するという目標を承認した11。また、欧州議会では目標引き上げの議決を検

                                                      

 
11 ただし、ポーランド一国のみ、留保した[189]。 
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討している。2019 年12 月には、「The European Green Deal（欧州グリーン・ディール）」（（COM2019）640）

を策定・公表し、広範かつ積極的に、欧州一丸となって焦眉の課題にあたり、大胆に社会変革を進めていくこと

が記された（Box 1参照）。 

英国では、2019年3月に、2050年までに二酸化炭素ネット排出量をゼロにする戦略を示す「Net Zero The 
UK's contribution to stopping global warming（ネット・ゼロ‐地球温暖化を止めるための英国の貢献）」[7]を
発表した。同年6月27日にはネット・ゼロにする政策目標を法定とする、2008年気候変動法改正法案を可決し

ている。これを受けて、英国内の各産業部門は脱炭素化の戦略作りに着手した[8]。フランスでも、2019年11月

8日に、2050年までにカーボンニュートラル（ネット・ゼロ）を達成することを規定した法案が可決された[9]。 

ネット・ゼロの達成には、産業部門における脱炭素化が必須であり、欧州の産業界においても議論が活発化し

ている。ドイツ産業連盟（BDI）は、2018年1月に脱炭素化に関するレポートを発表した[10]。BDIのレポートでは、

既存の施策で2050年までに1990年比61%のGHG削減が可能であるとし、95%削減の道筋も示している。英蘭

石油大手ロイヤル・ダッチ・シェルの石油化学施設が多く位置するロッテルダム港では、脱炭素化の流れを受け

て、交通部門における化石燃料の利用が最大限に抑えられることを予想し、Rotterdam Port Authorityのイニ

シアティブのもと、産業の脱炭素化シナリオを作成している[11]。この他、産業部門における研究機関や国際機

関が産業部門の脱炭素化に向けた具体的施策を検討する数々のレポートを公開している[12–19]。 

日本は、2019年6月に策定した「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」において、「最終到達点として

脱炭素社会12」を掲げ、「今世紀後半のできるだけ早期に実現していくことを目指す。」としている。2020年1月、

同長期戦略及び「統合イノベーション戦略2019」に基づき、日本政府の統合イノベーション戦略推進会議が「革

新的環境イノベーション戦略」を決定した。2019年9月、日本は、脱炭素社会を目指す有志連合「炭素中立性

連合」に加入した[20]。 

さらに、こうした動きは国レベルのみならず地方レベルでもネット排出ゼロの動きが活発化している。UNEP 
Gapレポート[21]の集計では、地方レベルでは、8つの州、32の都市がネット・ゼロの目標を宣言している（2019
年9月時点。表２参照）。日本におけるネット・ゼロ宣言自治体については、東京都・神奈川県・横浜市を始めと

する93の自治体（18都府県、42市、1特別区、24町、8村）が「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」を表

明。表明した自治体の人口の合計は約 6,372万人、GDPは約310兆円となり、日本の総人口の過半数を超え

ている（2020 年5月27日現在。図 2参照）。このようにネット・ゼロ社会を構築する動きは国内でも高まっており、

その具体的な姿を描くことは、ネット・ゼロ社会に関わる政策、取り組み、研究など様々な活動において議論の

進展に貢献すると考えられる。 

2020年初頭に顕在化したCOVID-19の世界的大流行（パンデミック）は、期せずしてネット・ゼロ社会構築の

必要性と緊急性を改めて強調することとなった。COVID-19のパンデミックが示したポイントの1点目は、我々が

このままのペースで気候と生態系に影響を与え続けることで、COVID-19と同様あるいはそれ以上の危機に直

面する可能性を強く認識するようになったことである。COVID-19の爆発的流行（アウトブレイク）の原因は目下

                                                      

 
12 今世紀後半に温室効果ガスの人為的な発生源による排出量と吸収源による除去量との間の均衡（世界全体でのカ

ーボンニュートラル）を達成すること、としている。 
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究明中であるが、野生生物からヒトへのウイルス感染（人獣共通感染症）によるとする説が有力である。「人新

世（Anthropocene）」といわれる現代において、人類は野生生物の生息域に踏み込み生態系を攪乱し続けて

いる13。人間が作り出す自然界における不安定さは、時に人間をも巻き込んで熾烈な生存競争へと発展するこ

とに改めて気づかされる結果となった。 

ポイントの2点目は、真の必要性に迫られたとき人間は日頃、無意識にとっている行動や社会の仕組みを変

えることができるという事実である。世界各国において実施された（あるいは現在も続いている）ロックダウンや外

出自粛の取り組みは、テレワークあるいはリモート授業といった取り組みを大きく前進させた。これまでテレワーク

の導入があまり進んでいなかった日本においても、ワークスタイルやライフスタイルに変化が生じ、さらにはワー

ク・ライフバランスの面でも大きな変化が進みつつある。これまで、ネット・ゼロ社会への性急な移行を問題視し

てきた人々の間にも、変化の必要性と実現可能性を見出す契機が生じている。 

ポイントの3点目は、COVID-19とネット・ゼロ社会への移行の関係として、より持続可能でレジリエント（強靭で）

かつインクルーシブ（包摂的）な社会への希求が挙げられる。短期的な感染拡大の封じ込めの次に必要となる

中期的な経済の復興フェーズにおいて、同様の危機に対してよりよく対応できる社会を構築すること、すなわち、

「より良い復興（build back better）」につなげる施策が求められている。今後、各国で実施される大規模な経

済対策が、前述の欧州グリーン・ディールなどに近いものになり、世界規模でのグリーン・ニューディールの実施

に繋がることが求められている。2020年4月27-28日にオンラインで開催された第11回ペータースベルク気候

対話14において、小泉進次郎環境大臣を含む世界27カ国の関係閣僚がCOVID-19による経済危機からの復

興と気候変動政策を融合させる「グリーンリカバリー」について意見交換し、この流れに先鞭をつけたことは大き

な一歩だと言えよう。 

 COVID-19は、持続性と密接に関連した問題であり、その観点から「短期」、「中期」、「長期」にこの問題に

統合的に取り組んでいく必要がある15。  

                                                      

 
13 国立環境研究所の五箇公一は、これを「人間による宿主―寄生生物間の共進化関係の繚乱」と表現している[190]。 
14 詳細は、ドイツ連邦環境省ホームページ参照（https://www.bmu.de/en/petersberg-climate-dialogue-xi/）。 
15 詳細は、IGESポジションペーパー「新型コロナウイルス感染症が環境と持続可能性に及ぼす影響について」参照 

(https://www.iges.or.jp/jp/pub/covid19-j/ja)。 
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Box 1 欧州グリーン・ディール（European Green Deal）について 

2019 年12 月に公表されたこの24頁ほどのドキュメントの対象範囲は広範多岐にわたり、以下に示す社会

を根底から変革する政策(deeply transformative policies)を進めるとしている。 
 気候変動に関する2030年、2050年目標の引き上げ： 2050年の気候中立目標の法的根拠となる欧州気

候法を2020年3月までに提案する、これに伴い2030年目標の40％削減は50－55%削減目標へと強化さ

れる、等。 
 クリーンなエネルギーの供給など：2030年及び2050年目標の引き上げに向けて、電力部門は、その大部

分を再生可能エネルギーに立脚したものへと発展する必要があり、速やかな石炭からの脱却とガスの脱

炭素化も併せて実施されるべきと認識。2019年中に加盟国に提出が求められているエネルギー及び気

候計画の野心度を欧州委員会（EC）が評価し、必要があれば、2021年6月までにEUのエネルギー法制の

改正につなげる。2023年に加盟国がこれらの計画の改訂を検討し始める際には、新たな目標が取り入れ

られるべきこと。 
 クリーンな循環経済に向けた産業の再構築:鉄鋼、化学、セメント産業は欧州経済に必要不可欠とし、この

分野での脱炭素化と近代化の必要性を認識、2030年までに水素還元製鉄技術を確立、等。 
 建築物におけるエネルギー効率、資源効率の向上：改築率を現在の年1%から、2ないし3倍に引き上げ

る。このため、2020年に加盟国の長期改築戦略の実施状況を審査し、建築物のエネルギーパフォーマン

スに関する関連法制を厳格に実施する、等。 
 スマートな交通・移動へのシフトの加速：特に市街地における汚染の徹底的な改善のため、2021年6月ま

でに乗用車に関するCO2の排出規制を強化し、交通のゼロ・エミッション化を図る、同時に道路交通におけ

る排出量取引制度の検討を始める、等。 
 

表 2 2050年ネット・ゼロを宣言している国、地域、都市 
国 地域 都市 

欧州：ノルウェー、スウェーデン、
イギリス、フランス、スイス、デン
マーク、ドイツ、EU28、アイルラ
ンド、オランダ、フィンランド、アイ
スランド、ポルトガル 
オセアニア:ニュージーランド、フ
ィジー、マーシャル諸島 
アジア：ブータン 
南米：チリ、ウルグアイ 
中米：コスタリカ 

米国：ハワイ、カリフォル
ニア、ニューヨーク 
カナダ: ビクトリア 
欧州：スコットランド、カタ
ルーニャ 
オーストラリア：オーストラ
リア首都特別地域、クイ
ーンズランド、南オースト
ラリア、ニューサウスウェ
ールズ、タスマニア 

欧州：バルセロナ、パリ、レイキャビク、ロ
ンドン、ハーグ、コペンハーゲン、オス
ロ、ストックホルム、ヘルシンキ 
北米：ボストン、インディアナポリス、サ
ンフランシスコ、シアトル、ワシントン
D.C、ニューヨーク 
オーストラリア:キャンベラ、メルボルン、
シドニー 
アフリカ:ケープタウン 
日本：図 2 

出典：UNEP GAP Report[22]をもとにIGES作成 
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Box 2 自治体によるネット・ゼロ宣言16 

全国に先駆けて、2019年前半までに京都市、横浜市が21世紀後半でのGHGのネット・ゼロ(Zero Carbon 
Yokohama)を、東京都は2050年のCO2のネット・ゼロ（2050年実質排出ゼロ）を宣言した。全国の多くの自治体

が、2050年までのネット・ゼロ目標の達成へ向けた行動を取り始めている(図 2)。 
 

 
図 2  2050年までのCO2排出実質ゼロを表明した自治体 

出典：環境省[23] 
 

生産プロセスで排出されるCO2やフロンガス類、農業部門からのメタン等の排出分を相殺するには、植林及

び森林再生やBECCS、CO2の直接空気回収貯留（DACS）などの負排出技術（NET: negative emission 
technology）が必要となる。そこで、人口減少に伴い遊休化する土地を有する地方自治体と連携して、主要都

市がネット・ゼロ宣言していく。このように、ネット・ゼロの達成には、エネルギー需要の低減や再生可能エネルギ

ーの大規模導入などに加えて、経済合理的な最大限のNET導入が必要である。主要都市によるネット・ゼロ宣

                                                      

 
16 ネット・ゼロ宣言の他に、気候危機を受けた「気候非常事態宣言」をする自治体も国内外で広がりを見せている。2020

年1月20日現在、日本国内では7自治体が気候非常事態宣言を行っている。全国の自治体の気候危機の認識の広がりは、

自治体によるネット・ゼロ宣言の推進力にもなっていると考えられる[191]。 
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言の達成は、地方都市におけるネット・ネガティブ排出の実現にかかっている。例えば、横浜市はネット・プラス

だが、東北地方の市町村は横浜市と連携して再生可能エネルギーを供給しつつ、ネット・ネガティブを達成し、

連携自治体全体でネット・ゼロを達成することになる。こうした連携は、各地域がその特性に応じた地域資源を

生かし、自立・分散型の社会を形成しつつ、近隣地域と地域資源を補完し支え合うことで地域を活性化させる

「地域循環共生圏」の理念のもと行われる[24]。 
 

 
図 3 「Zero Carbon Yokohama」の実現に向けた各地域との連携 

出典：横浜市温暖化対策統括本部調整課[24] 
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ネット・ゼロ社会に関連する社会変化とそのドライビングフォース 

今や世界的な目標となりつつあるネット・ゼロの社会は、国民の生活・ワークスタイルや産業・都市構造、エネ

ルギー利用・供給のあり方、科学技術など、現在の社会からは大きく様変わりした社会になっていると推測され

る。気候危機（Climate Crisis）の認識が、ネット・ゼロに向けて社会を変革させる最も重要な要因（ドライビングフ

ォース）の一つであると考えられるが、近年の社会変化は極めて複雑であり、気候変動対策以外の領域におけ

る変化がもたらす影響も考慮する必要がある。本報告書で想定した、2050年頃までに起きると考えられる社会

変化やエネルギー需要変化と、ドライビングフォースとの関係を図 4に示す。日本の急激な人口減少局面から

出発し、気候危機の実態認識の深化と対応の拡大、廃棄物・資源問題を受けた循環型社会構築の必要性、

科学技術を含めたイノベーション、国際的な商慣行や規範の形成を、21世紀中葉までの重要な要因と想定し

た。これらの要因は、過疎化、少子・高齢化という変化をはじめ、脱炭素化やレジリエンス向上、循環型社会の

形成、AI、IoTによるデジタル化などの中核的な社会変化を引き起こし、地域分散化、都市機能の集約化、3R
（リデュース、リユース、リサイクル）の推進、シェアリング、カスタマイズやデマンドフロー生産など、経済社会シス

テム内の生産・消費体系を抜本的に変革する原動力となると考えられる。こうした複雑な作用を経て結果的に

エネルギー需要が増減し、ネット・ゼロの社会への到達の難易度が変化してくると考えられる。 

 

 
図 4 本報告書で想定した社会変化のドライビングフォースとエネルギー需要の関係 

 

本報告書では、こうした複雑なプロセスを踏まえつつ、後述するアプローチ（シナリオ分析）に従って、2つのネ

ット・ゼロの社会像を提示する。もとより将来のことについてすべての事象を取り上げることはできず、2019年時

点で論じられている主要な課題を中心に論を進める。なお、地球温暖化問題は、改めて言うまでもなく国際的

な取り組みが必要であり、自国第一主義の結果としての地域分断や貿易摩擦などの地政的な状況変化も考慮
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すべき重要事項ではあるが、今回は日本に焦点を当てた分析であり、それらは対象としていない17。ネット・ゼロ

に至る道は様々であり、本報告書で示すネット・ゼロの姿は、2050年頃のある時点でのスナップショットとして一

例をあげたものであることに留意されたい。そのような世界への具体的な移行プロセスについては、稿を改めて

分析していく。 

 
 

Box 3 もうすぐ迎える化石燃料産業文明の終焉？ 

「限界費用ゼロ社会」などで著名なジェレミー・リフキン氏の近著「グローバル・グリーン・ニューディール」で

は、主要産業に関係する様々な調査機関が、最近（この1-2年）、化石燃料産業文明は2023年から2030年

の間に崩壊すると予想していることが紹介されている。ここで重要なことは、こうした動きが市場主導で進んで

いることとされ、「どの国の政府も市場の動きに従わない限り、報いを受ける」としている。特に世界トップの産

油国としての米国は、情報通信、エネルギー・電力、移動・ロジスティックス、建設といった主要部門が化石

燃料業界から手を引き、より安価なグリーンエネルギーに乗り換えつつある中、太陽光・風力発電のコスト急

落、供給より先に需要のピークが訪れるという「ピークオイル・デマンド」の影響、さらに膨大な金額に及ぶ座

礁資産(市場環境や社会環境の激変により、価値が大きく毀損する資産。現在、化石燃料は重要なエネル

ギー源として価値ある資産であるが、気候変動対応によりCO2排出量削減をしなければならなくなると、エネ

ルギー源として活用できなくなり、資産価値が大きく下がることが指摘されている[25])、これらの狭間で身動

きが取れなくなるという。翻って日本では、このような市場主導の世界規模の大きな波に十分な備えが出来

ているだろうか。 

 
 

  

                                                      

 
17 例えば、国際的な文脈での気候変動シナリオ研究であるSSPシナリオ（SSP1～5までの5つのシナリオで構成される）の

SSP3では地域分断の状況を想定している[32]。 
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第1章 ネット・ゼロ社会を推計する 

ネット・ゼロの2つのシナリオ作成 

世界的な気候危機の警鐘、国際的商慣行・規範における気候変動問題への配慮等を背景として、欧州を

筆頭にネット・ゼロに向けた長期戦略に軸足を移し始めている国々が現れている。同時に、実体経済や金融経

済に大きく影響する情報通信技術の大幅な進化による影響は世界のあらゆる主体に及び暮らしや働き方など

生活の根本が変化する。すなわち、既存の社会制度、経済構造、エネルギーシステムなどの様々な社会的要

素の変革（社会変革＝トランジション）[26]が迫られる時代に突入しており、ネット・ゼロ社会は、これらの変化と

併せて考えていく必要がある。他方で、このようなネット・ゼロ社会の構築は容易なことではない。特に、ネット・ゼ

ロという目標を掲げることに対する慎重論（第3章）として、第一に、抜本的な社会変革そのものに対する懸念が

あり、第二に、ネット・ゼロに向けた取り組みにより経済成長を犠牲にするのではないかとの懸念が示されることが

ある。したがって、慎重論は、既存の社会制度、経済構造、インフラが大きく変化しない範囲内で技術イノベー

ションによる変化を享受することが望ましい等と主張する面がある。 

このように、将来の経済社会像には多様な意見があることを踏まえ、将来の可能性を可能な限り含めるため

に範囲の広い複数のシナリオを提示する観点から、本報告書では、政府など様々な機関が作成した戦略・ロー

ドマップや日本の主要な社会問題及び国際問題から、社会変化を生みだす課題を特定した18。それらの課題

がどのような社会変化をもたらし、資源やエネルギー需要の変化にどのような影響を与えるのか整理した。これ

を踏まえて、既存のシステムや制度が大きく変わらず現状が維持された社会での技術進展を想定するロックイ

ンシナリオと様々な社会的要素の変革を伴う技術発展を想定するトランジションシナリオの2つを設定した。すな

わち、国際的動向や国内の社会問題、技術の進展に応じて、既存の社会制度、経済構造、インフラなど重要

な社会的要素を変革していくトランジションシナリオと、社会変革がほとんど起きないロックインシナリオの二つの

シナリオをベースにネット・ゼロの世界に関してそれぞれ定量分析を行う。 

 
  

                                                      

 
18 代表的な政府戦略として、ソサエティ5.0[99]、パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略[101]、エネルギー・環境イ

ノベーション戦略に関するロードマップ[192]、自動車新時代戦略会議[193]、水素・燃料電池戦略ロードマップ[194]、成長

戦略実行計画[195]、未来投資戦略2018[196]、統合イノベーション戦略2019[197]、長期低炭素ビジョン[198]、プラスチッ

ク資源循環戦略[199]、国土のグランドデザイン2050[200]、「革新的環境イノベーション戦略」[187]などがある。将来の社

会問題や技術、倫理に関しても様々な書籍を参照した[71,130,136,201–206]。  
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表 3 ロックインシナリオとトランジションシナリオにおける社会の想定 
 分析の視点 ロックインシナリオ トランジションシナリオ  
人 々 の 考
え方と行動 
  
  

価値観 所有価値 機能価値 
経済 経済合理性 経済合理性、環境合理性、生活の質への欲

求の高まり 
レジリエンス 安全・防災意識の高まり 安全・防災意識の高まり、炭素の社会的コス

ト（SCC）の可視化・内部化 
都市と 
地域 
  
  

都市と地域・ 
土地利用 

スプロール化、都市・土地利用の変
化なし 

都市機能の集約化、インフラの選択と集中
（脱炭素化とレジリエンス向上の同時進行）、
遊休地の有効活用（再エネ、植林） 

交通・移動形態
（モビリティ） 

自動化、一部電動化 電動化、自動化、公共交通の利用促進 
自治体 ネット・ゼロ都市の拡大停止 ネット・ゼロ都市の拡大、都市と地方の連携 
エネルギー利用 一部の住宅、オフィスビルにおける

ZEHやZEBの普及 
半数以上の国民がZEHに居住、オフィスビル
における建て替えなどの機会を利用したZEB
の促進、冷暖房に必要なエネルギーの電
化、寒冷地における廃熱などを利用した地
域暖房化 

暮らし 
（ライフスタ
イル・ 
ワークスタ
イル） 
  
  
  
  

休日・自由時間 休日・自由時間が現状維持 休日・自由時間が増加、自己実現に投資 
消費 製品の所有 機能・サービスの消費、シェアリング（車、耐

久材） 
購買 デジタル化（AI, IoT等）による効率

的な購買 
デジタル化（AI, IoT等）による効率的な購
買、健康意識、SCCの可視化・内部化 

労働 若干のオンライン会議 在宅勤務・オンライン会議の進展 
生産と廃棄 
（廃棄物・資源
問題） 

大量生産・大量廃棄、現状の資源
循環 

循環型社会の形成、カスタマイズ・デマンドフ
ロー生産（3Dプリンタの導入等） 

エネルギー利用 エネルギー利用に係る問題が供給
側で対応され、エネルギーのコンシ
ューマーとしての暮らし 

デマンドレスポンス関連技術を応用し、再生
可能エネルギーの変動と調和があるエネル
ギーのプロシューマ―としての暮らし 

産業 
  

 
製造業等 生産方法・生産工程の効率化、低

炭素技術の導入、電化 
生産方法・生産工程の効率化,脱炭素技術
の導入（既存技術の代替）,電化の促進 

エネルギー利用 化石燃料依存、技術の発展による
省エネルギーが進展 

再エネ中心、技術の発展及び電化による省
エネルギーが進展 

農林水産業 デジタル化（AI, IoT等）による効率
的な管理 

デジタル化（AI, IoT等）による効率的な管
理、農林業機械や漁船の電化・燃料電池 
化等、体験型農林業としてのサービス提供、
新素材や発電・暖房設備への原料提供 

適応 
（レジリエン
スの向上） 
  
  

適応策 防御中心 被害最小化、転換的な適応 
緩和と適応の 
統合 

一部で緩和とシナジー 緩和とシナジー、インフラの脱炭素化とレジリ
エンス向上の同時進行 

国際動向、 
商慣行・規範 

TCFDの対応の頭打ち TCFDの法制化（欧州）などによる企業行動
の大きな変化、SCCを内部化した行動 

電力 
 

電源構成 CCSを用いた化石燃料の利用の継
続 

多様な再生可能エネルギー中心 
電力システム・
送電網 

集中型電源・既存の電力システム 分散型電源・送電網の拡充,デマンドレスポ
ンス,P2P取引,VPPの実用化 

 

IGESの日本におけるトランジションシナリオの下での社会変化の特徴として、図 4（社会変化のドライビングフ

ォースとエネルギー需要の関係）に示した通り、過疎化・少子高齢化、脱炭素化、レジリエンス向上、循環型社

会、デジタル化等の社会変化を想定した。世界に目を向けると、持続可能な開発目標（SDGs）達成に向けた

社会システムのトランスフォーメーション（transformation）の必要性が広く指摘され、様々な国際機関により多

様な定義付けが行われている。将来の時間スケールは必ずしも明確に規定されているわけではないが、比較

のため、表 4に他の研究機関による世界全体の社会変化とIGESによる日本における社会変化の構成要素を

示す。 
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世界の国際機関（IIASA、SDSN、WBA、GSDR2019）とIGESの分析において重視した項目として共通するの

は、脱炭素化やデジタル化である。IGESシナリオにはなく他の国際機関にある構成要素としては、ジェンダー、

教育、不平等、健康などの人間の福利・厚生に関する要素、食糧・水などの地球規模の資源利用に関する要

素、公正な経済など経済の質に関する要素があげられる。他方、他の国際機関シナリオにはなくIGESシナリオ

にある構成要素は、レジリエンス向上や都市機能の集約化、シェアリング、カスタマイズ・デマンドフロー生産等

（表 4）である。シェアリングやカスタマイズ・デマンドフロー生産がデジタル化に含まれると考えると、過疎化・少

子高齢化等をドライバーとする都市機能の集約化、気象災害の激甚化を受けたレジリエンス向上等がIGESシ

ナリオの主な特徴と考えられる。 

表 4 各国際機関の分析・報告書において重視された社会変化の構成要素 
IIASA SDSN WBA GSDR2019 IGES(日本) 

 人間のキャパシティ

（ capacity ） と 人 口

動態 
 消費と生産 
 脱炭素化と 
エネルギー 
 食糧・バイオスフィ

ア（biosphere）・水 
 スマートシティ 
 デジタル革命 

 教育・ジェンダー・ 
不平等 
 健康・福利・ 
人口動態 
 エネルギーの脱炭

素化・持続可能な

産業 
 持続可能な都市と

コミュニティ 
 持続可能な開発の

ためのデジタル革命 
 

 農業と食糧 
 脱炭素化と 
エネルギー 
 循環型（トランスフォ

ーメーション） 
 デジタル（トランスフ

ォーメーション） 
 都市（トランスフォー

メーション） 
 社会（トランスフォー

メーション） 
 

 人間の厚生とケイパ

ビリティ（capability） 
 持続性と公正な経

済 
 食糧システムと 
栄養パターン 
 エネルギーの脱炭

素化・ユニバーサル

アクセス 
 都市と郊外の発展 
 グローバルコモンズ

（地球環境） 
 

 過疎化・少子高齢

化 
 都市機能の集約化 
 脱炭素化 
 レジリエンス向上 
 循環型社会 
 デジタル化（AI, IoT） 

 

出典：WBCSD資料”VISION 2050 Refresh Workstream : Exploring Systems Transformation”を参考にIGES作成 
注：GSDR2019は報告書を指す点、及びIGESの想定する社会変化は、本報告書の対象とする日本社会に限定される点に留

意されたい。 

経済成長の程度は、Box 4に示されるように、暮らしや社会の持続可能性を考える上で根本的な要素である

とともに、経済の活動量を規定する要素であることから、シナリオ分析において重要な事項である。日本では、

2005年から2015年の10年間のGDP成長率は0.5%、一人当たりGDP成長率も0.5%であった[27]。また、資本

主義の根幹となる「限りない拡大・成長」というベクトルが、地球資源の有限性といった物質的・外面的な観点

及び「幸福」といった精神的な充足の観点から、ある種の飽和状態ないし限界値に達しつつあることが認識され、

脱成長や創造的定常経済といった理念19の重要性が近年、再認識されている[28,29]。これらの状況を踏まえ

て、本報告書ではロックインシナリオにおけるネット・ゼロの世界とトランジションシナリオにおけるネット・ゼロの世界

を対比させることを主目的とするため、経済の全体においては、安定経済（一人当たりGDPが毎年0.6%成長し、

日本全体のGDPは2015年水準を保つ）という条件で分析を行う20（第1章参照）。  

                                                      

 
19 定常経済という概念は、デイリーが1970年以降から主唱し続けている[207]。 
20 本研究では、通常シナリオ分析で用いられるBAU（Business as usual：成り行き）シナリオというものを明示していない。

第一に、BAUとは、現状維持、成り行き、あるいは、新たな対策（追加的な対策）を講じないシナリオとされるが、現実には

2050年までに緩和策だけでなく様々な社会変化が起きると考えられるため、BAUシナリオがどのような状況であるのか厳密

な定義が困難である。第二に、本研究は緩和策のコスト比較分析を行わないので、敢えてBAUを設定する必要性が無いと

判断した。 
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Box 4 成長のジレンマ、持続可能な開発への難問 

「成長のジレンマ」とはティム・ジャクソンが2009年に出版し大きな話題を呼んだ報告書「成長なき繁栄」で

取り上げた問題である。これは、これまで先進国が実現してきたような経済成長はプラネタリー・バウンダリー

のような環境制約を考えると持続不可能であろうが、一方で経済成長をやめる「脱成長」は社会経済システ

ムを不安定化させてしまう、というジレンマである。 
先進国が直面する成長のジレンマに対する政治的に魅力的な解は、技術革新により資源効率性や環境

効率性を大幅に高める成長と資源利用・環境負荷の切り離し（デカップリング）である。しかし現在の経済社

会システムにおけるGDP成長の役割を考えるならば、効率性改善のみに頼った持続可能な生産と消費の実

現は困難であろう。持続不可能なレベルまで消費が高度化している先進諸国において、広告などを通じて

無理に消費意欲を喚起してまでGDP成長を追求せざるを得ないのは、金融システム、年金制度あるいは雇

用制度などがGDP成長に依存したシステム設計になっているからである。不況などのシステム破綻を避ける

ためには、「十分に力強い」GDP成長が必要なのである。このような制度設計のもとでは、より急速なGDP成

長は社会的に必要、すなわち「善いこと」であり、可能な限りGDP成長率を高めることへの強烈なインセンティ

ブが働いている。このようなGDP成長依存システムのもとでは、効率性改善の果実が資源利用・環境負荷の

絶対量削減ではなく、より急速なGDP成長に使用されることもある。リバウンド効果は、GDP成長依存社会の

必然の帰結なのかもしれない。 
ティム・ジャクソンは、その著書「成長なき繁栄」で以下のように述べている。「先進国の経済にとって、成

長なき繁栄はもはやユートピア的空想ではない。それは財政的かつ生態学的に不可欠なのである」。 
成長に依存しない制度設計に作り替えたうえで、プラネタリー・バウンダリー内でいかに豊かな生活を実現

できるか、という形で持続可能な開発の問いをたてる場合に、技術革新によるデカップリングがより積極的な

意味を持ちうる。技術革新を環境制約の緩和に用いるのではなく、制約下でのフロンティアの拡張に活用す

るのである。このアプローチは正しい結果をもたらすだけではなく、技術革新へのインセンティブにもつながる。

技術革新が十分でなければプラネタリー・バウンダリーに衝突する可能性がある、と脅かされるよりは、技術

革新を実現するごとに生活の質が向上するという状況の方が、自由な発想で創意工夫が行われるであろ

う。 

出典：Commentary on “Bankrupting Nature: Denying Our Planetary Boundaries” by Anders Wijkman 
and Johan Rockström [30] 
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各シナリオのGHG排出量推計手法 

不確実な未来を前提として複数の社会像を想定するシナリオ分析には、国内外に多数の先行研究がある。

国際的な温暖化シナリオ分析には、IPCCの共同作業のフレームとなった、SRES[31]（IPCC排出シナリオ）やSSP
（共有社会経済パス）[32,33]をベースにした日本低炭素シナリオが国立環境研究所で開発されている。SRES
は経済志向か環境志向か、また、地球主義志向か地域主義志向かにより、将来の社会経済発展の可能性を

大きく4つに分類している。SSPは緩和、適応の困難さをそれぞれ縦軸、横軸にとり、中庸のシナリオを含めて5
つの社会像（SSP1-SSP5）に分類している。他方、IPCCの1.5℃特別報告書に引用されたLEDシナリオ[34]は5つ

の社会変化の動因（生活の質、都市化、革新的エネルギーサービス、エンドユーザーの役割、情報イノベーショ

ン）によって世界の最終エネルギー需要が著しく低減する1つのシナリオを提示した。 

国内の事例では、国立環境研究所による活力社会とゆとり社会[35,36]、中央環境審議会地球環境部会に

よる2013年以降の対策・施策に関する報告書における経済成長、自立性、余裕の3つの志向から派生する5つ

の社会のシナリオ分析[37]などがある。日本経済研究センターはデジタル経済へ移行した先の2050年の日本

のGHG排出削減ケースを分析した[38]。以上のように、シナリオ分析は、将来の可能性を可能な限り含めるた

めに範囲の広い複数のシナリオを提示することが基本である。このため、第1章では、ネット・ゼロを達成している

2つの社会シナリオに対して分析を行う。 

各シナリオに対して、家庭部門、業務部門、運輸部門（陸上旅客、陸上貨物、船舶、航空）、産業部門（鉄

鋼、ガラスその他窯業、石油化学製品、アンモニア製造、ソーダ製品製造、その他石油石炭製品、紙パルプ、

その他製造業の8部門）において、活動量の変化、エネルギー利用の変化、燃料の脱炭素化の進展レベルをさ

まざまな文献や専門家へのヒアリングを通じて設定した。また、CO2以外のGHG排出量も両シナリオに対して想

定をおいた。需要サイドにおける検討項目は、人口動態、都市機能の集約化、ライフスタイルやワークスタイル

の変化、AI, IoTの普及、循環型社会の進展や国際的な経済や規範を巡る動向などであり、こうした事態の進

行によって、エネルギー及びマテリアル需要がどの程度減少するのかを定量的に分析し、需要の変化の度合い

を定量的なパラメータに集約した。民生、産業、運輸の各部門における脱炭素化技術を国際機関や欧州のレ

ポートを含む様々な文献を基に特定した。産業部門における大規模固定排出源などのようにCCSが利用可能

な部門については、各部門において最大限利用できるという前提をおいた。小規模排出源や交通部門、民生

部門から排出されるCO2について、排出相当分をネガティブ・エミッション技術であるDAC(Direct Air Capture)
技術で大気中からCO2を吸収し、CCSで注入するDACS（Direct Air Capture and Storage）技術[39]を用いるこ

とを想定する。 

将来の電源構成は、再生可能エネルギーや蓄電池のコスト、洋上風力の実用化、送配電網の整備に関わ

るコスト、デマンドレスポンス、VPP技術の進展といった様々な技術要素変化によって大きく変わりうるものである。

詳細な分析は、別途電力システムモデルを用いて分析することとしているため、本報告書の対象としない。本

報告書では、ロックインシナリオの電源構成として、2015年から日本の国別目標（約束草案）[40]に記載される

2030年目標の電源構成の変化を単純に延長して、非化石電源の割合を5割、CCS付高効率ガス火力の割合

を2.5割、CCS付高効率石炭火力の割合を2.5割と設定した。トランジションシナリオでは、再生可能エネルギー

の技術発展の予測[41]を見込んで、すべて非化石電源とした。得られた結果と、エネルギーに関する諸条件と
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を比較し、再生可能エネルギー利用量、CCS利用量、輸入エネルギー量に着目して各シナリオの実現可能性

及び持続可能性を評価した。CCS利用量は日本国内の貯留ポテンシャルと比較して、CCSを用いた脱炭素社

会が何年間維持できるか定量化した。再生可能エネルギーは本報告書で描くネット・ゼロ社会の姿の達成に必

要なエネルギー量と日本国内の再生可能エネルギーの利用可能量（賦存量とは異なる）と比較した。輸入エ

ネルギー量は、輸入1次エネルギーの割合及び2015年の輸入量との比率を推計した21。 
  

                                                      

 
21 本報告書では、ネット・ゼロを可能とする社会変化と代表的な対策オプションの組み合わせを示すことに力点を置き、

以下の理由からコスト推計を行っていない。第一に、社会変化を考慮するため、社会変化に伴うGHG排出量の変化と気候

変動対策によるGHG排出量を切り分けることが適当ではない。第二に、コスト推計は、詳細な技術選択モデルの枠組みの

中で行うことが望ましいが、様々な要因に影響をうける社会変化をどこまで見込むかによって、技術の進展が異なり、気候

変動対策コストの変化にも留意が必要となる。第三に、各エネルギー技術のコストのパラメータを長期的に見込む際には、

ある特定技術のコストのみを大きく低減させることは恣意的となるため、一般的には全技術のコストを同等の変化率で低減さ

せる。それにより、国際社会や日本社会の抜本的な変化による急激な技術の普及などの大きなエネルギーシステム変化を

捉えにくくなる傾向がある。第四に、将来のコストのパラメータを想定する際に過去のトレンドを参考にする方法もあるが、社

会変化が起きうる局面においては、過去のトレンドが参考にならないという限界もある。 
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GHG排出量推計の考え方及び用いたデータ 

本報告書 では、ネット・ゼロ社会におけるGHG排出量を式(1)で検討した。ここで、GHGはGHG排出量を表し、

popは人口、GDPは2015年の実質GDP、activityiは部門iにおける活動量（産業部門の生産量、交通部門の移

動量、業務部門のエネルギー需要など）を示す。部門iの内訳として、家庭部門、業務部門、運輸部門（陸上

旅客、陸上貨物、船舶、航空）、産業部門（鉄鋼、ガラスその他窯業、石油化学製品、アンモニア製造、ソーダ

製品製造、その他石油石炭製品、紙パルプ、その他製造業の8部門）とする。TFCiは各部門における最終エネ

ルギー消費量、GHGiは各部門におけるGHG排出量を示す。 

 GHG ൌ pop ∙ ீ ∙ ଵீ ∙ ∑ሺ𝑎𝑐𝑡𝑖𝑣𝑖𝑡𝑦 ∙ ்ி௧௩௧௬ ∙ ீுீ்ிሻ  式 (1) 

実際のactivityレベルの検討のフローを図 5に示す。第一ステップとして、家庭、業務、運輸の各部門の活動

量をGDP想定、社会変化の進展に応じて設定する。これにより、エネルギー利用量とマテリアル利用量の変化

を推定する（エネルギー利用量とマテリアル利用量の2015年実績値を参考資料に示す）。家庭、業務、運輸で

推定したマテリアル利用量に応じて、農業・産業の生産量を推定した。それらの生産量を満たすために必要な

エネルギー利用量及びマテリアル利用量を推定して、GHG排出量及びエネルギー起源CO2排出量を試算した。

詳細な推計方法については、補論1に示す。 

分析に用いたデータは、エネルギーバランスデータとして、資源エネルギー庁が公表する総合エネルギー統

計[42]に基づき、各部門のマテリアル利用の変化、脱炭素技術利用の変化を想定して、ネット・ゼロ社会におけ

るエネルギー利用の状況を推計した。補論1において、部門別に活動量の変化、エネルギー利用量の変化、エ

ネルギーの脱炭素化技術を捉えて部門別にエネルギー起源のCO2排出量、経済の活動量に応じた非

CO2GHG排出量、森林面積の変化に応じた森林吸収量、海外での削減分としての二国間クレジット制度による

オフセット量、GHG排出量と吸収量をバランスさせるためのDACS必要量の算定手法を示している。 

 

 
図 5 GHG排出量推計アプローチ 

注：産業部門におけるマテリアル利用では、大気中のCO2を回収し利用するDAC技術が含まれている。 
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推計結果 

本研究において推計されたネット・ゼロ社会におけるシナリオ別GHG排出量を図 6に示す。2017年のGHG排

出量は、CO2排出量が1,190MtCO2、メタン、N2O、代替フロンなどの非CO2排出量が102MtCO2であり、森林吸

収源が56MtCO2であることから、ネットのGHG排出量は1,236MtCO2と計算される。 

ロックインシナリオでは、グロスのGHG排出量が970MtCO2であり、そのうち555MtCO2がCCS技術によって、

回収され地中に貯留される。非CO2排出量が56MtCO2であり、森林吸収源が39MtCO2、JCMによる海外での

削減分が5MtCO2である。これによりネットのGHG排出量が372MtCO2となるが、同量をDACS技術により空気

中からCO2を回収し、地中に貯留することで、ネット・ゼロが達成される。このように、ロックインシナリオでは、グロ

スのGHG排出量は2017年よりは減少しているものの、依然として高い水準にある。そのため、CCSやDACSを多

く利用することで、ネット・ゼロ社会が達成されることが示されている。 

トランジションシナリオでは、循環型社会の形成によるマテリアル利用の変化、エネルギー利用の変化、脱化

石燃料化等の変化によってグロスのGHG排出量や非CO2排出量が、ロックインシナリオよりも少ない。そのため、

トランジションシナリオにおけるグロスのGHG排出量が147MtCO2であり、そのうち68MtCO2がCCS技術によって、

回収され地中に貯留される。非CO2排出量が30MtCO2であり、森林吸収源が41MtCO2、JCMによる海外での

削減分が5MtCO2である。これによりネットのGHG排出量が33MtCO2となるが、同量をDACS技術により空気中

からCO2を回収し、地中に貯留することで、ネット・ゼロが達成される。このように、トランジションシナリオでは、

CCS及びDACSの利用を大幅に少なくすることができることが示唆される。 
 

 
図 6 ネット・ゼロの社会におけるGHG排出量及び吸収量の構造 
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エネルギー利用の変化として、図 7にシナリオ別の最終エネルギー消費量を示す。ロックインシナリオは最終

エネルギー消費量が10EJ22を超えており、エネルギー多消費構造が続き、特に化石燃料の使用量が続いてい

る。トランジションシナリオは、最終エネルギー消費量が大きく減少し、2015年の62％になる。これはマテリアル

利用の変化によってエネルギー需要が変化しているとともに、全ての部門においてエネルギー利用の最適化や

電化の促進によってエネルギーが効率的に利用されているためである。 
  

 
図 7 シナリオ別の最終エネルギー消費量 

注：化学産業で用いられる大気中のCO2を回収し利用するDACに必要なエネルギーは電力に計上されている。 
 

さらに、シナリオ別の部門別の最終エネルギー消費量を図 8から図 10に示す。2015年では、家庭及び業

務（企業・事業所）部門においては、電力が最終エネルギー消費量の5割を占めている。運輸部門はガソリンや

ディーゼルの消費が主流である。製造業においては、化学工業と鉄鋼が大きなエネルギー消費部門となってい

る。石油化学を含む化学工業において、1.5EJ以上の石油・石油製品を利用している。これは、石油・石油製品

がプラスチック、合成繊維、合成ゴム、塗料などの素材として使われているためである。鉄鋼部門では、鉄を製

造する際に、鉄鉱石を銑鉄に還元することから、大量の石炭が用いられる。機械製造業は、製造業の中で3番

目に多くのエネルギーを消費しているが、2015年時点で7割のエネルギーが電力である。窯業土石（セメント、ガ

ラス製品など）も、化石燃料多消費産業であり、エネルギー消費量に占める割合のうち石炭・石炭製品が4割、

石油・石油製品が2割強、ガスが1割弱である23。 

ロックインシナリオ（2050年）においては、石油化学工業を含む化学、運輸部門において石油資源への依存

が続き、業務・家庭部門でも石油利用は存続することから、エネルギーの脱炭素化はほとんど進まない。ロック

インシナリオでは、エネルギー利用が化石燃料に依存しており、化石燃料から排出されるCO2は産業部門では

                                                      

 
22 1Jの10の18乗倍 
23 窯業土石部門のエネルギー利用による2016年のCO2排出量は2,500万トンであるが、セメント製造、石灰製造、ガラス

製造時において、素材から発生するCO2排出量が3,100万トン[208]となり、エネルギー起源CO2排出量よりも、工業プロセス

からのCO2排出量が多い。 
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主にCCSで回収される。石油化学製品利用に伴うCO2排出、非エネルギー多消費産業、業務、家庭、運輸部

門等のCCSで回収できないCO2排出を削減するためには、DACSなどの大気中からCO2を回収する技術に頼る

ことになる。一方で、トランジションシナリオ（2050年）においては、再生可能エネルギーを中心とした非化石電源

が主要エネルギー源になる。従って、鉄鋼部門、化学部門といったエネルギー集約型産業においても、電気や

再エネ由来の水素利用が進み、産業、運輸、家庭部門では電化が進むことで、エネルギーが脱炭素化される。 

 

 
図 8 部門別の最終エネルギー消費量(2015年) 

 

 
図 9 部門別の最終エネルギー消費量(ロックインシナリオ（2050年）) 

注：CCS+DACS 用エネルギーは部門別に推計していない 
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図 10 部門別の最終エネルギー消費量(トランジションシナリオ（2050年）) 

注：CCS+DACS 用エネルギーは部門別に推計していない 

暮らしの変化や循環型社会にともなうマテリアル利用の変化に伴うCO2削減の効果として、図 11にシナリオ

別の社会変化によるCO2削減量を示す。ロックインシナリオでは、省エネ（その他工業）等の気候変動対策以外

に、ネット販売等、都市機能の集約化、自動車（陸上旅客）の軽量化等の社会変化に起因する排出削減策も

多い。他方、トランジションシナリオでは、家庭部門での断熱・太陽光、省エネ（その他工業）の他に、EV（乗用車

及びバス）の普及拡大、ネット販売、リサイクル技術（循環型社会の形成）、高炉の電炉化、在宅勤務等の社会

変化による排出削減策が多く、全般的にロックインシナリオよりも縦軸に示す「CO2削減ポテンシャル」が大きく推

計された。 

 
ロックインシナリオ 

 

トランジションシナリオ 

 
  

図 11 シナリオ別の社会変化によるCO2削減量 
注：各取り組みのCO2削減量を足し合わせた場合、オーバーラップが起きることから、全部門での削減量の合計

にはならない 
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考察 

本節では、ロックインシナリオとトランジションシナリオの実現可能性に関わる論点として、再生可能エネルギ

ーの必要量とポテンシャル比較、CO2の貯留必要量と国内ポテンシャル、化石燃料の必要量（輸入量）を示す。 

各シナリオにおける2050年の発電電力量と再エネ利用可能量との比較を図 12に示す。再エネ利用可能量

は、再エネ利用可能量a、b、cの3つを示す。再エネ利用可能量aでは、日本国内の再生可能エネルギーポテ

ンシャルを、環境省が公表する再生可能エネルギー導入ポテンシャルマップ・ゾーニング基礎情報[43]で示さ

れる発電ポテンシャル（kWベース）を基に、コスト等検証委員会[44]や資源エネルギー庁[45]が示す設備利用

率を乗じて推計した。再エネ利用可能量bは、環境省による「再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情

報整備報告書」[43]や「地熱発電に係る導入ポテンシャル精密調査・分析委託業務報告書」[46]を基に、JST
が推定した「主要再生可能エネルギーの都道府県別ポテンシャル分布と発電所建設コスト低減」[47]を用いた。

太陽光発電については、「変換効率が50％を超える太陽電池」が2040年までに社会実装されるという予測もあ

る[48]。従って、再エネ利用可能量bのうち、太陽光発電の発電量を2倍と想定したものを再エネ利用可能量b’
とした。再エネ利用可能量cはJSTによる最新の推定値[49]を参考にした。再エネ利用可能量cは再エネ利用可

能量a及びbと比較して、太陽光発電の導入が多い。すべてのシナリオにおいて、洋上風力は、環境省による再

生可能エネルギー導入ポテンシャル調査報告書[50]のデータを用いた。 

ロックインシナリオでは、推計された電力需要が再エネ利用可能量aを上回る。しかし、ロックインシナリオでは、

CCS付火力発電の利用や原子力発電所の利用が想定されるため、ロックインシナリオにおける再エネ利用量は、

再エネ利用可能量aと考えられる。 

トランジションシナリオでは、推計された電力需要が再エネ利用可能量a及びbを上回る24。そのため、仮に再

生可能エネルギー100%を目指す場合は、太陽光発電の発電効率の改善25や、駐車場や道路の路面への太

陽光発電システムの設置26、洋上風力に関する技術革新、小型風力発電、潮力・波力エネルギーといったこ

れまで採算性が低いとされてきた、あるいは、地元住民の協力が必要な技術も、技術革新や新しいアイディア

を実現させるような取り組みを促す必要性が示唆される。例えば、自然エネルギー財団や自然エネルギーの活

用のための世界的な送電ネットワークの実現をめざす国際的非営利団体、Global Energy Interconnection 
Development and Cooperation Organization （GEIDCO）が提唱する、北東アジア（ロシア、モンゴル、中国、

韓国、日本）の送電網を国際的送電網で結ぶ構想[51]が実現すればその利用も選択肢と考えられる。特に、

モンゴルの南ゴビ砂漠には太陽光及び風力発電ポテンシャルが多い[52]。また、国際的送電網は供給予備力

の観点からエネルギー安全保障の向上に貢献するとともに、再生可能エネルギー出力変動対策につながるこ

                                                      

 
24 トランジションシナリオで推計された電力需要が大きくなるのは、すべての部門において、ほぼ100％の電化（水素キャ

リアへの変換を含む）を想定しているからである。再エネは概ね自然の力を電力に変換するものであり、最大限の利用を想

定する際には、可能な限りのオール電化が必要となる。また、オール電化はエネルギー効率を高めるという副次的効果もあ

る。 
25 今後太陽電池の効率も大幅に上がることが予想され、2030年代には、変換効率が50%を超える太陽光電池の出現

も予測されている[48]。 
26 駐車場における太陽光パネルの導入が試験的に進められている[209]。 
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とが挙げられる[53]。これらの再生可能エネルギーに関する技術や再生可能エネルギーの利用増加を促すイ

ンフラの構築が進展すれば、再生可能エネルギー利用可能量が従来の推計よりも大きくなる可能性がある。 

表 5に、CCSの地質特性別国内貯留ポテンシャル及び両シナリオにおける国内貯留地毎の利用可能年数

を示す27。このポテンシャル量は、地球環境産業技術研究機構（RITE）が取りまとめた地質学的な様々な構造

パラメータに基づく推計値[54]やその推計値と地質学的特性を踏まえた評価[55]である。そのため、石油の探

査・開発と同様に、必ずしも実現可能性を保証するものではないとされている[56]28。 

ロックインシナリオにおいて必要な国内CO2貯留量を毎年一定と仮定した場合、地球環境産業技術研究機

構（RITE）評価[57]のうち、不確実性が最も低い既存油ガス田は4年で貯留ポテンシャル量に達する。なお、現

在日本でCCS実証の経験がある長岡プロジェクト、苫小牧プロジェクトは、いずれも油ガス田がある地域である

[58,59]。不確実性が中程度の基礎試錐及び基礎物探によって特定されている背斜構造への地層地を含めて

も、33年（実際に杭を打つ調査である基礎試錐によって確認された国内貯留ポテンシャルでは10年）しか使用

することができない。また、みずほ情報総研株式会社、独立行政法人産業技術総合研究所、千代田化工建

設株式会社が「平成 25 年度シャトルシップによるCCS を活用した二国間クレジット制度実現可能性調査委

託業務」において実施した評価[55]（以下、シンクタンク評価）のうち、「海溝型地震震源断層の分布なし」の国

内貯留ポテンシャルは、23年で貯留ポテンシャル量に達し、「海溝型地震震源断層の分布が小規模」の国内

貯留ポテンシャルを含めても、57年程度で貯留ポテンシャル量に達する。従って、CCSの大量利用を想定した

ネット・ゼロ社会の構築は一時的にはネット・ゼロを達成できる可能性があるものの、CO2貯留ポテンシャルと実

際の貯留可能量のギャップや地震発生地域におけるCO2貯留安定性といった不確実性を抱えることとなり、持

続可能なネット・ゼロ社会にはならない可能性が高い。 

各シナリオの化石燃料輸入量を図 13に示す。エネルギーベースで2015年に17EJであった日本の化石燃料

輸入量は、2050年に、ロックインシナリオでは12EJ、トランジションシナリオでは1EJと推計された。金額ベースで

は、2015年に、化石燃料を19兆円（原油を8.9兆円、天然ガスを5.4兆円、石炭を2.8兆円、石油製品を2.1兆

円）以上輸入している[60]。ロックインシナリオでは、必要となる化石燃料は2015年の70%程度になるが、現在

価格による単純計算で13兆円の輸入に相当すると推計され、貿易収支、エネルギー安全保障の観点から大

きなリスクを抱え続けることになると考えられる。一方で、トランジションシナリオにおいては、化石燃料の使用が、

2015年比7%にまで減少することから、化石燃料の輸入費用は1.4兆円程度と試算され、計算上、約17兆円に

及ぶ化石燃料の輸入代金分を節約することが可能になると示唆される。 
  

                                                      

 
27 国外における貯留ポテンシャルは、国内と同程度あるとする調査がある[210]。しかし、調査方法や評価手法が異なる

ことから、貯留ポテンシャル量を直接比較することができないため、本報告書では取り扱わない。 
28 このような背景から、日本エネルギー経済研究所では、国内のCO2の貯留可能量を約3,000MtCO2と想定をおいてい

る[56]。 
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図 12 各シナリオにおける発電電力量と再エネポテンシャルとの比較 

 
 

表 5 CO2の国内貯留ポテンシャルとシナリオ別CO2国内貯留地利用可能年数29 
評価資

料 
地質データ、貯留地の特性別 
国内CO2貯留ポテンシャル 

国内貯留ポテン
シャル(MtCO2) 

ロックイン 
シナリオ 

トランジション
シナリオ 

RITE評
価[57] 

背斜構造のうち既存油ガス田に貯留 3,492 4年 34年 
背斜構造のうち既存油基礎試錐調査
ポテンシャルに貯留 5,202 6年 51年 
背斜構造のうち既存油基礎物探調査
ポテンシャルに貯留 21,393 23年 211年 

シンクタ
ンク評価

[55] 

全ての構造のうち海溝型地震震源断
層の分布なしに貯留 21,301 23年 210年 
全ての構造のうち海溝型地震震源断
層の分布が小規模に貯留 31,515 34年 311年 
全ての構造のうち海溝型地震震源断
層の分布が大規模に貯留 27,813 30年 274年 

 
 

                                                      

 
29 基礎物探しかされていない層位トラップなどを有する地質構造への貯留量を含めると、ロックインシナリオ、トランジショ

ンシナリオでそれぞれ、260年、1,463年の利用可能年数が計算上は得られるが、利用可能性や不確実性について十分な

知見がないことに留意が必要である。 
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図 13 各シナリオの化石燃料輸入量  
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第2章 ネット・ゼロ社会を展望する 
第1章では、トランジションシナリオが暮らしや産業活動に必要なエネルギーの大半を国内の再生可能エネル

ギーで賄うことができることから、エネルギー・セキュリティーの確保、国富流出の回避が可能となることが示さ

れた。加えて、CO2の貯留、化石燃料への依存度が低いことから、将来、大きな問題となる可能性のある課題

を回避できる利点があることが示された。一方で、トランジションシナリオは、社会の広範多岐にわたり様々な変

化が起きたシナリオであり、我々の暮らしがどのように変化するのか、的確に認識することは容易ではない。従っ

て、第2章では、こうした理解の一助となることを目的に、トランジションシナリオにおける2050年がどのようなもの

であるか、都市と地域、暮らし、産業、適応という観点から社会を展望する。現代の日本は、少子高齢化など人

口動態に関する問題、年金等を含む社会福祉問題、長時間労働や非正規雇用などの労働問題、格差社会、

さらには自然災害への対応も含め、様々な課題に直面している。このような現代社会とネット・ゼロを達成した社

会とでは、人々の考え方や行動が大きく異なっているものがあるとの前提をおいている。そのいくつかを以下に

述べる。 

総論 

 再生可能エネルギー、非内燃機関駆動による移動・輸送、製造や建築におけるCO2のゼロ排出、AIなど

が社会の隅々に実装され広義のネット・ゼロ・インフラ（再生可能エネルギー（ソフト、ハード）、移動・輸送

（ロジスティクス含む）、建物、これらを統合する電子コミュニケーション・ネットワーク及びAIなど）の整備が

総合的に進んでいる。 
 気候変動影響の増大に伴って炭素の社会的コスト（social cost of carbon：SCC）[2,3]が一般のレベルで

認識され、相応の炭素価格（カーボンプライシング）が導入されている。 
 再生可能エネルギーは、世界市場の拡大による価格低下（図 17）により、化石燃料エネルギーに対する

競争力が圧倒的に高まり、経済原理によって極限まで活用されている。 
 電気自動車は、官民による積極的な必要なインフラ整備、世界規模での市場拡大を受けたバッテリーパ

ックの価格低下（図 18）などにより最大限に導入されている。 
 すべての部門において、エネルギー効率改善に大きく貢献する電化が進んでいる。代表的な技術として、

家庭、業務、低温熱を利用する産業におけるヒートポンプや運輸部門にける電動モータがある[61,62]。電

化が進むことにより、再生可能エネルギーの利用が拡大している。 
 全体に製造業の生産性が高まる。循環型社会化でサプライチェーン全般にわたる効率化が進む。精度の

高いマーケティングときめ細かな販売方策（ダイナミック・プライシングなど）により大量の売れ残りはほとん

ど生じなくなり、在庫管理の面でも時間的・空間的に最適化が進んでいる。 
 経済社会活動を支える資金については、ダイベストメントやグリーンボンド発行などが一層進み、気候変動

対応に向かう資金の流れが主流化している。また地球規模で悪影響を与えるような活動があれば、資金

面でこれを変更していくべく国際協調が比較的迅速に取られるようになっている。 
 需要面では、価格の安さ（経済的合理性）だけでなく、環境面での価値が重視され（環境面での合理性）、

こうした需要が促進され、マーケティングに活用されることを通じて、供給されるモノやサービスが大きく変

化している。 
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 「所有価値」から「機能価値」へと人々が重視する価値の転換が進み、同じ効用を得るために必要となる

資源やエネルギーが社会全体で大きく減少している。 
 働き方が変わることにより、休日や自由時間が増加し、自己実現に費やすことのできる時間が増加してい

る。 
 時間の価値が重視され、AI、IoTによる効率化やロボットによる代替などで、従来、家事や買い物などに費

やしていた時間が大幅に短縮されている。また、テレワークなどが定着し、通勤に費やす時間が大きく減少

している。移動に際しては、乗り換えの効率化が進み、待ち時間が減り、最適な手段や経路の提示により

移動に必要となる時間が現在より相当程度短縮している。 
 上質な空間への要求が高まる。建物の断熱性能が高まり、より静かで、快適な室内環境が実現される。

移動時も、占有空間の広さ、快適さ（静音の保持、振動の少なさ）、通信の安定性といった質が重視され、

移動時間が仕事や趣味などにも活用される。多くの公共交通機関は座って乗れることが重視され、それ

が実現している。 
 気象の予測やリアルタイムでの情報が詳細なメッシュで正確に発信され、防災インフラが整備され、交通

機関の対応も含め人々の急な天候変化などへの備えが進んでいる。 
 量子コンピューターによって、電子計算に関わるエネルギー消費量が大幅に減少している[38]。 

 

 
Box 5 分散型電源の利用 

再生可能エネルギーの主力電源化を実現するには、太陽光パネルなどの小規模な電源を多量に導入する

必要がある。これにより、住居の周りにも太陽光パネルが置かれ、近くの河川に中小規模の水力発電所が設置

されるなど、再生可能エネルギーがより身近になっている。そのため、我々が消費する電力の一部は、これらの

太陽光パネルまたは中小規模の水力発電所から供給されている。一方で、都市域すべての電力需要を満た

すほど地域内の再生可能エネルギーは存在しないため、既存の送電網も上手に利用し、他地域にある再生可

能エネルギーを利用している。分散型電源のうち再生可能エネルギーは日照状況や風況など天候によってそ

れぞれ発電するタイミングが異なる。そのため、再生可能エネルギーを多く利用するには、多数の小規模な発

電所や、電力の需要抑制システムを一つの発電所のようにまとめて制御を行うバーチャルパワープラント（ＶＰ

Ｐ）や蓄電池などの技術を使って、秒単位での潮流管理が自律的かつ柔軟に行われ、電力システム全体で発

電と消費のバランスを保つ必要がある。このように、空間的、時間的にも偏在しているエネルギーの供給と需要

が新しい技術によって統合されている。 
また、災害時においては、このような分散型電源すべてが機能不全に陥ることはなく、十分な電力供給がで

きない場合でも、優先度の高い需要に対して、蓄電されている限られたリソースを配分するような仕組みになっ

ており、レジリエンスの向上にも役立つ。 
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都市、地域において 

 （地域循環共生圏の展開）：都市と地域が、それぞれの特性に応じた資源を活かし、自立・分散型の社会

を形成しつつ、近隣地域と地域資源を補完し支え合うことで地域を活性化させる「地域循環共生圏」が広

く展開する。 
 （創造的な発想と認識）：人口増加に伴う都市のスプロール的拡大という発想から転換し、これまで経験の

ない短期間での人口減少という局面を社会変革の好機ととらえて、ネット・ゼロ・インフラがデジタル・コミュ

ニケーション・ネットワークにより包摂的かつ効率的に連携した都市と地域（スマートシティ）の創造へ、と発

想や認識が大きく変化し、生活空間の全領域におよぶ再創造が行われている。 
 （進展するネット・ゼロ・インフラの実装）：分散化した都市と地域のあらゆる場所において、ネット・ゼロ・イン

フラの実装が進み、新たなデジタルネットワーク網の構築や個別機器等の設置、メンテナンスなどの新た

な雇用が生み出されている。太陽光パネルは道路や駐車場にも設置され、蓄電と無線給電も行われてい

る。街中を走る自動車は減少し、内燃機関によるものはほとんどない。物品の収集・運搬・配送に係るロジ

スティックスが高度に発達し、最少の時間とエネルギーでこれが可能となっている。建築物では、ZEH,ZEB
が標準仕様となっている。IoT等を通じて収集された膨大なデータをAIが分析し、合理的な状況認識と予

測、対応の選択肢が示される。 
 （ネット・ゼロ・インフラ整備の制度的促進）：都道府県や市区町村では、ネット・ゼロ・インフラ構築の拡大を

加速させるため、合理的な基準設定、規制制度や補助金・税制優遇など助成制度の活用などを通じて、

レジリエントかつネット・ゼロ・インフラを構築する新しいビジネスへの移行が促進されている[64]。 
 （連携による高レジリエンス地域の構築）：灼熱地球へ向かう可能性も指摘される気候変動[65] や、感染

症・パンデミックリスク、サイバーテロ、安全保障などの様々なグローバルリスクに備えて、国、都道府県、

市区町村、コミュニティがコミュニケーション・ネットワークを介して連携することにより、都市と地域における

レジリエンスが高められている。誰一人例外なく安全・安心な生活を享受でき、平和、健康、福祉を含めた

生活の質が保証されるよう都市と地域の構築が進んでいる。 
 （地域における意思決定レベルでのエコ・リテラシー向上）：ネット・ゼロ・インフラが連動することにより、ネッ

ト・ゼロ社会実現に必要な情報や経験に誰もがアクセスすることができるようになる。その結果、地域社会

やコミュニティのエコ・リテラシーが向上し、エネルギー効率向上や燃料転換に向けた街やインフラが選択

される社会となっている。 
 （便利で快適な生活空間）：都市機能の集約化によって、生活に必要なあらゆるサービスが徒歩圏内で

賄える。通勤や娯楽の移動には、AIにより自動運転化され、最適な場所で柔軟に停車するバスや電車が

利用でき、乗客数に合わせて客室部が分割されるなど、エネルギーの無駄が極めて少ない公共交通サ

ービスが一般化している。到達可能時間や健康増進など、その日の目的に合わせて、最適化された交通

手段（徒歩や自転車を含めて）や交通ルートを自由に選択でき、生活の満足度が高まっている。 
 （新たな事業展開）：農地周辺ではソーラーシェアリングや野菜工場の導入が進んでいる。再生可能エネ

ルギー発電事業と高品質の野菜の販売事業やレストランなどが複合したサービスが広がり、都市郊外や

地方都市（農地、山間）における地産地消が進み、雇用の下支えに貢献し、地域経済が活性化している。 
 （防災・減災の高度化）：防災・減災や気候変動適応の観点から、都市と地域の脆弱性を踏まえた住宅や
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産業インフラの再構築が進み、山間部、河川流域、沿岸部に至るあらゆる場所のレジリエンスが向上し、

安心・安全な生活空間が創出されている。 
 （未利用地の活用）：一部の未利用地は、植林やCCS付きバイオエネルギー（BECCS：Bio-energy with 

Carbon Capture and Storage）[66]さらにはCO2直接空気回収貯留（DACS: Direct Air Capture and 
Storage）などのネガティブ・エミッション技術の拡大のために利用されている。DACSは、安全性が確認さ

れた貯留適地周辺（沿岸部や内陸の非居住地）で設置が進み、熱源は太陽熱やガス燃焼（CCS付き）で

補われている。 また、土地の特性に応じて、ソーラーパネルが設置され、また、適地には風力発電が定

着している。さらに、バイオマス発電用の燃料の生産や、生物資源から作られる土壌改良材「バイオ炭」の

利用地として活用されている。 
 
Box 6 再生可能エネルギーの導入を促すブロックチェーン技術 

再生可能エネルギーは分散型電源であり、その供給側（販売者）に小規模な発電事業者が多く存在する。

また、需要側にも中小企業や家庭といった小規模な需要者（購入者）が存在する。一般に、小規模な販売者と

購入者が金銭をともなう取引を行う場合は、その取引コストが大きな障壁になる。少額の取引であっても、取引

に信用を与えるために仲介者を通す必要があり、これまでの金融業務ではその取引コストが大きな負担になる

ためである。 
しかし、ブロックチェーンを用いた取引は従来の取引の形に変化を与える。第一に、ブロックチェーンを用いた

取引はすべての取引履歴が記録されるために、不正が起きにくい。そのため、取引の都度、第三者が確認する

必要が無く、取引手数料が大幅に低下する。第二に、ブロックチェーンに関わる手続きはすべてオンラインで行

うことが可能であり、その契約情報もブロックチェーンに書き込まれるため、契約内容の保管にかかるコストが不

要となるなど、業務の効率化ができる。第三に、すべての取引が記録されることから、発電側が電源別の発電

量を管理することができ、再生可能エネルギーはその環境価値を商品にすることが可能となる。消費者も信頼

性の高い情報を基に電力という商品を選ぶことができる。さらに、すべての取引が記録されることから、蓄電池

や電気自動車を用いた電力供給サービスも展開が可能となる。 
日本においては、みんな電力株式会社がブロックチェーン技術を用いた電力小売のサービスを提供している

[63]。 
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暮らしにおいて 

（時間の使い方） 
 AIやICTの進展により、働く時間が減り、可処分時間が増えている。一方で、エネルギー源は風力や太

陽光発電など自然由来の再生可能エネルギーが大宗を占め、日々変動する自然現象を普段の暮らし

で活用できる程度に、社会全体として、時間の使い方の柔軟性が高くなっている。総じて生産の効率性

は上がり、人の生活時間はゆっくりと進んでいく時代となっている。 
 休日と在宅勤務の制度を活用して、週の半分は郊外の保養地等において、仕事と休暇に充てるような

生活スタイルも普及している。 
 待ち時間が有効に活用される。VRや仮想空間、ホログラムに関する技術の発達によって、高い解像度

の3次元情報へのアクセスが容易になり、また、センサー技術の発達により、例えば指の動き一つで入

力できるなど、短時間で高度な作業を行うことが出来る。 

（価値、慣行） 
 高度な循環型社会が実現する。リユースやリサイクルが定着し、「捨てる」ことのコストが個人レベルで適

切に認識されている。また外部性（処理費用等）が価格・手数料などに組み込まれるなど制度面での

対応などと相まって、個人においては、使い捨ての習慣から、社会レベルでは、大量廃棄するシステム

からの脱却が図られている。 
 「所有価値」から「機能価値」へ人々が重視する価値の転換が進み、シェアリングエコノミーが定着し、

同じ効用を得るために必要となる物質やエネルギーが社会全体で大きく減少している。 

（移動など） 
 長距離の移動は、自動運転化されたバスやタクシーの活用を通じて、公共交通機関の利用が促されて

いる。自動運転によって、配送コストや配送時間が大幅に低減し[67]、宿泊施設や主要駅まで荷物を

手軽に送ることが出来るようになっている。 
 都市中心部に住む人々は利便性が向上した公共交通機関をよく使うようになり、現在のような自家用

車を使ってスーパーで買い物をするスタイルが大きく変化している。 
 高性能の車いす、自走式の機材や靴、動く歩道・パネル、高齢者の移動が確保できる製品などの開発

が進み、マルチコプターなどの技術を応用した空中移動も含め移動の形態が多様化している。 

 
Box 7 電気自動車によるエネルギー効率改善 

現在のガソリン車のガソリンのエネルギー利用効率は30-40%とされる[68]。これに対し、電気モータのエネ

ルギー利用効率は、80-90%とされる[69]。そのため、送電ロスを5%、電池の充電ロスを15%、石油の精製ロ

スを8%、輸送ロスを2%[70]とすると、再生可能エネルギーによって供給された電気によって自動車が走行

する場合、ガソリンを用いて走行する場合と比較して、同じ距離を走るために必要となる1次エネルギー量で

1/2以下になる。また、最新のガス火力発電（発電効率は送電端で52%）によって、発電した電力を用いて

電気自動車が走行する場合も、ガソリンを用いて走行する場合と比較して、必要となる1次エネルギー量は

同等かそれ以下となる。 
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（AI、ICT、その他の技術の進展） 
 食糧・日用品など日頃使用する商品の購入方法は様変わりし、購買パターンを学習したAIによる購入

提案に消費者が可否を与えることで足りるようになっている。 
 ウェアラブルや超小型チップ、高精度センサーなどにより個人の識別が正確化、迅速化し、VRなど新た

な機器により、認証、購買、健康状態の確認など様々な面で日常生活における変革、効率化が進んで

いる。 
 少額の取引も安価で高い信頼性を得て行うことが可能なブロックチェーン技術により、多くの製品の再

使用（シェア）が可能となり、資源効率性が高まっている[71]。地域に根差して人と企業を結び付けるよ

うなサービスが発達し、例えば、ブロックチェーンの特性を活かした地域内通貨を用いるサービスに関す

るアイディアがより実現しやすくなっている[72]。 
 多くの汎用品については、様々な種類の3Dプリンタによってオンサイトでの製造が可能[73]になっており、

製品の長距離輸送も大幅に減少している30。 

 

（住居など） 
 住宅やオフィスにおいては、建て替えやリフォームが進み、高断熱、屋上・壁面太陽光、高性能エアコ

ンを含むヒートポンプといったエネルギー利用効率の向上を促す技術・製品利用と親和性の高いオー

ル電化（IHクッキングヒーター等）が普及し、すべての住宅・オフィスからのCO2の排出はゼロとなってい

る31。壁面太陽光については、薄くて軽い有機薄膜太陽電池[74]が用いられ、窓部分には透過型の有

機薄膜太陽電池が活用されている。 
 多くの地域では、電化によるエネルギー利用に切り替えられている32。古い家は建て替え、改築により断

熱性能が向上し、冬場でも、暖房用に灯油やガスヒーターを使わず、エアコンや地中熱の活用だけで足

りている。なお、北海道や東北・北陸地域など冬場の暖房需要が大きい地域の一部では、ごみ焼却施

設からの廃熱を、熱導管を通して近隣の建物や道路に供給している。 
 集合住宅や業務ビルは、鉄筋コンクリートや鉄骨の利用が主流であったが、CLT(集成材)を利用した木

材＋鉄の構造により、建材の9割を木材とする高層建築物も一部実現化されている（Box 8）。 

                                                      

 
30 もののシェアリングによって、新規製品製造量も減少している。 
31 2017年の1世帯が消費するエネルギーのうち冷暖房、給湯に使用されるエネルギーはそれぞれ、28.1%、29%である

[211]。冷暖房については、APF(通年エネルギー消費効率)が7を超える製品、給湯については、エネルギー消費効率が3を

超える製品が市販されている[212]。 
32 家庭での水素利用も脱炭素化の手段であるが、1)都市ガスのパイプラインで、水素100%の気体を輸送できる技術が

確立する必要があること（例えば、パイプラインがすべてポリエチレン管に代替された場合でも、既存のインフラでは水素を体

積比20%の割合でしか入れることが出来ない[213]）、2)燃料電池によるエネルギー効率を高めるには、熱需要が十分に存

在する必要があり、非寒冷地域や給湯需要が少ない家庭では、燃料電池の非効率な運用になる、といった課題が挙げら

れるため、本報告書では想定していない。 
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（健康） 
 健康寿命の伸長が個人レベルでも求められ、健康志向が高まっている。ウェアラブル機器が体調を把

握し、ディープラーニングによる情報の分析結果と合わせ、各個人にフィードバックされることで病気の

予防が進んでいる。特に、生活習慣病の予防はごく普通になり、過食が避けられ、市場に出回る食材も

健康に良いものが増えている。 

（安全・防災） 
 現在よりも台風や豪雨の強度が高まり、がけ崩れ、道路の通行止め、停電・断水など生活インフラの寸

断が頻発するようになっている。このため、災害に対する自治意識が否応なしに高まっている。生活の

安全確保の観点から家庭でエネルギーを自立的に確保できること、また仕事についても災害発生時に

はその影響を最小限にとどめられる柔軟な勤務形態などがとられるようになっている。 

 

 

Box 8 高層建築の木造化 

大林組は2019年7月23日に日本初の高層純木造耐火建築物（地下1階、地上11階）の建設に着手し

た。さらに、建物の外皮性能の向上、自然エネルギーを積極的に利用することで、ZEB Ready（ネット・ゼ

ロ・エネルギー・ビル・レディ）を達成している[75]。こちらの建築物はグリーンボンドの発行によって資金が

賄われており、今後、金融機関による投資制度が変わることで、建材も大きく変わる可能性を秘めてい

る。住友林業は、2041年までに東京都心部に高さ350mに及ぶ地上70階建ての木造高層建築物を建

築する構想を発表している。耐震性については、マグニチュード8クラスまで安全確認ができたといわれ

る。今後、材料の入手や耐火性などの課題を克服していくとしている。 

イラスト制作：ad-manga.com 
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Box 9 将来を予測するということ 

このところ社会変化の速度が著しく、しかもその速度がますます加速していくと指摘する声が少なくな

い。通史的にみると、農業革命の影響が完全に社会に及ぶのに千年、産業革命は数百年かかってい

たものが、情報革命では数十年[76]で社会が一変してしまった。社会の変化などとても予測しきれるも

のではないが、人々にこうしたいという夢や希望があるのとないのとでは、その後の社会発展に違いが生

じるかもしれない。 
今から100年以上前、1901年に報知新聞が20世紀中に実現するとした科学や技術の予測を行って

いる。「二十世紀の預言」（1901年1月2日、3日）である。その一部を現代語訳して紹介する。 
☑欧州の戦場に行かずに東京にいながら天然色の写真を添え最新の戦争記事が書けるようになる 
☑十里離れたところにいる恋人と愛をささやくことができる 
☑手元の商品図録を見ながら、その場で買い物ができ、商品は地中管で配達される 
☑世界一周は、7日間でできるようになる（当時は八十日を要した） 
☑天災の予測が1カ月前に可能となる。台風は大砲で雨となす 
☑薪炭や石炭が枯渇し、電気が燃料となる 
☑電気を以て野菜を育てる 
☑蚊や蚤が絶滅する 
☑犬猫猿と自由に対話できるようになり、犬が人の使いで歩き回る  等 
 
「預言」は全部で23項目あり、その内容から編集部の明るく前向きな雰囲気が伝わってくるかのようで

あるが、驚くほど多くの預言が実現（または、ある程度実現）している。 
翻って現代社会から将来の展望を試みると、気候変動対策はもとより様々な経済・社会課題に直面

し、明るく楽しいだけの未来を予想するのは難しい状況にあるが、それでもビッグデータとAIにより、経験・

知識とアイディアの大融合時代を迎えており、様々な面でより大きな可能性が広がる時代となっている

ことを期待したい。 

 
図 14 報知新聞「二十世紀の預言」（1901年1月2日、3日）（国立国会図書館所蔵） 

 
  



 

46 

 

IGES Research Report 

産業活動において 

 ネット・ゼロという新たな社会の構築のためにネット・ゼロ・インフラ整備が進み、新たな産業や雇用が生

み出されている。 
 トポロジー最適化33などにより資源生産性があがり、全体に製造の生産性が高まる。精度の高いマーケ

ティングと柔軟な価格設定（Dynamic pricing）により売れ残りは少なくなり、売れ残りについてもリユー

ス・リサイクルが図られている。商品見本は、3D/VR化が進み、宣伝時の誤解や購入直後のトラブルな

ども減り、需要者のリクエストにきめ細かく対応することができるようになっている。 
 経営の優先事項が株主第一主義から顧客・取引先・地域社会などの利害関係者全般への貢献を優

先するステークホルダー資本主義[77]へとシフトし、金融機関や取引先の要望により、企業の事業は、

脱炭素およびSDGsと整合することが前提となっている。 
 ソーシャルネットワークの発達により、企業の自社活動に対する説明責任が増し、一般化している。 
 金融機関における投融資の際の審査基準としてESGに関する視点が必須のものとなり、気候変動対策

を推し進める経済社会の変革ドライバーとしての意義が増している。 
 鉄鋼、化学、セメントなどのエネルギー集約産業において電化、水素利用、CCU/CCS技術の利用、バイ

オマス利用など脱炭素型の製造技術が標準装備され、適切な生産が行われている（表 7）。 
 鉄鋼業については、水素還元法および電気分解法を中心に、鉄鉱石から銑鉄が生産される

[13,14,78–80]。これらの技術では脱炭素化できないプロセスについては、CCSによってCO2が回収され

る。さらに循環型社会の発展（国内の鉄鋼に対する新規需要減や鉄ストックの再生利用の進展）及び

再生可能エネルギー100%の電気を用いたアーク式電気炉の普及を受けて、必要な品質が維持され

た鉄を再生する循環サイクルも構築されている[14,19]。 
 化学産業では、再エネ由来の水素とバイオマスまたはDAC技術による大気中などから回収されたCO2

から生成されるCO（一酸化炭素）を用いた合成ガスを基に、オレフィン34が製造されている。合成ガスが

大量に利用可能となるまでの間、ブリッジ技術（つなぎの技術）として、天然ガスの改質によるオレフィン

精製が行われる。藻類などの非可食バイオ燃料から化学製品、いわゆるグリーン化学製品の製造が行

わている[81,82]。循環型社会の形成によってプラスチック製品の需要が低下する面もあるが、新たな

素材として期待が高い炭素繊維やセルロースナノファイバーの担体といった新製品による需要増も想定

される。 
 セメント産業では、石灰石を焼成し、クリンカを製造する工程で燃料由来とプロセス由来のCO2が発生す

る。燃料由来のCO2排出量は、電化、水素利用、バイオマス利用といった手段で抑えられている。プロ

セス由来のCO2排出量はCCS技術によって回収されている、あるいは、クリンカ以外の原料の利用によ

ってクリンカ必要量が抑えられている。産業廃棄物の混焼など循環型社会形成における役割が増加し

                                                      

 
33 造ろうとするものの中で力があまりかかっていない場所の材料は不要であるとみなし、除去していくことで形状を最適化

していく技術[214]。 
34 二重結合一つをもつ脂肪族鎖式不飽和炭化水素の一般名であり、一般式CnH2nで表される一群の化合物。化学産

業では広く使われており、代表的にはエチレンやプロピレンを指す。オレフィンのポリマー（重合体）がポリオレフィンであり、ポリ

エチレン(PE)・ポリプロピレン(PP)など様々なプラスチック（合成樹脂）製品の原料となる。 
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ている。 
 紙パルプ産業において主にエネルギーを必要とする蒸解行程では、電化（ヒートポンプの利用など[83]）、

水素利用、バイオマス利用によって脱炭素化が達成されている35。紙パルプ産業における製品需要は、

新聞、書籍、書類の電子化など減少要因もあるが、廃プラスチック問題への対応として、プラスチック

代替品としての紙製品の活用（食品容器など）や、溶解パルプの利用（容器包装や織物繊維など）への

応用[84,85]など増加要因もある。 
 その他の製造業では、高温熱需要が限定されている（図 15）ことから、電化が進んでいる。熱需要につ

いては、抵抗加熱、誘導加熱、誘電加熱、赤外加熱、アーク・プラズマ加熱、レーザー加熱等のいずれ

かの電気技術が応用されている36。 
 工業部門から排出されるフッ素系GHG（HFC、PFC、NF3、SF6）は、地球温暖化係数(GWP：CO2を1とし

た場合の温暖化影響の強さを表す値)がCO2よりも非常に大きく、主として冷蔵庫・エアコン用の冷媒とし

て使用されている代替フロンのHFC37の冷媒転換（GWPが1桁台のCO2, NH3, HFO系の冷媒[110]の開

発・普及拡大）が進んでいる。市中の冷媒回収・再生・破壊といった下流対策も補完的に実施されるこ

とで、ゼロ・エミッションが概ね達成されている。 
 消化剤、発泡剤、液晶パネル製造、HCFC製造時の副生HFC、半導体製造、溶剤で使用されるHFCも、

HFOやCO2、NH3等の低GWP物質に転換されている。PFC、NF3、SF6等に関しては、アルミニウム製造、

電気設備、液晶製造、マグネシウム等鋳造、PVパネル製造、半導体製造の工程に、除害装置（90%
以上の除害効率）により、ゼロ・エミッション化が概ね達成されている。なお、代替フロンの低GWP化に際

して、エネルギー効率や安全性も確保されている[111]。 
 

 
表 6 溶解パルプの用途 

加工方法 製品 主な用途 
溶解 再生セルロース レーヨン、セロファン 

加水分解 微結晶セルロース 賦形剤（医療）、食品添加剤 
誘導体化 カルボキシメチルセルロース 食品添加剤、土木材料 

酢酸セルロース 人工繊維、タバコフィルター、液晶フィルム 

出典：王子ホールディングス[85] 
 

 
 
 

                                                      

 
35 例えば、2017年8月15日に稼働したMetsä Groupによる、CO2排出量をゼロとしたパルプを含むバイオ製品工場[85]。 
36 2017年に実施された三菱総研による資源エネルギー庁委託調査[86]では、「業界団体へのヒアリングによると、技術

的に電気で供給できない熱需要は存在せず、例えば浸炭熱処理のように炭素を原料として使う用途においても、別途原料

となる炭素を供給すれば熱としての部分は電気でも供給可能とのことである。蒸気については、現状ではヒートポンプによる

蒸気製造には技術的課題が残っているものの、電気ボイラー等も含めて考えれば電化の技術的制約は小さい。」としている。 
37 いわゆる代替フロンであり、GWPはCO2の数千倍以上に及ぶ。 
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図 15 重化学工業を除く製造業における業種別・温度帯別熱需要 

出典：三菱総合研究所[86]を基にIGES作成 
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Box 10 ＳＤＧｓで評価される日本企業 

積水化学工業株式会社は、カナダの出版社、Corporate Knights社が公表したGlobal 100 におい

て、世界第12位にランクされた（2020年版）。これは、同社が、年間売上高10億ドル以上の企業7,395
社を対象に、製品の環境面、社会面での影響、二酸化炭素や廃棄物の観点、女性社員の幹部登用

などＳＤＧｓに関する独自の21指標から順位付けをしたもの。アジアでは第1位となる。積水化学工業株

式会社は、収入の約28％がＳＤＧｓの達成に資する形で生み出されている等として評価された。 
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農林水産業において 

 農山漁村においては、再生可能エネルギーが十二分に活用され、農林業機械や漁船の電化、燃料電

池化等により、生産・流通プロセスにおいて、CO2排出量のゼロ・エミッションが達成されている[88]。 
 センサー技術の発達とセンサーによって得られたデータを処理するAI技術の発達によって生育状況の

確認、作業時間や施肥の効率最大化や作物の品質の向上がなされる。また、作業用ロボットの性能が

向上している。これらの変化によって、畜産農家、林業家の一人一人の作業負荷が大きく改善されてい

る[89]。 
 食や日用品、建設資材のトレーサビリティの向上によって、国内で生産される付加価値の高い農作物

や林産物への需要が高まり、農林業の営みが活発化している。 
 都市機能の集約化によって、都市部に住む人口割合が増加、テレワークなどによる労働生産性が向上

する中で、人々の食や自然への意識の高まりから、都市農業や体験型の農林業の活動によって、農林

業の役割が新たな付加価値を提供している。特に、里地里山での地域農業や家庭・屋上菜園の活性

化が進み、パーマカルチャー38の理念の下、生態系、農業、文化を支える土壌の保全も進んでいる。 
 建物の素材として、木材の活用が進んでいる。2017年時点の日本の人工林の44%はスギであり[90]、

スギ材は、ケボニー化39やAFRW（Advanced Fiber Reinforced Woods）などの技術進展により、高級

化や高強度化が進み、市場ベースで新たな需要が増加している。国産材の活用が進み、林業の活性

化が地方地域の経済振興に貢献することに加え、人工林の林齢の若返りにより、CO2吸収量が増加す

る効果を生み出している[91,92]。 
 一部の農地には、ソーラーパネルが設置され、また、適地には風力発電が定着している。さらに、林業

地域では、バイオマス発電も行われ、これらによる収入が、農林業につぐ柱として成長している。 
 植林や再植林以外に、生物資源から作られる土壌改良材「バイオ炭」の活用によって、CO2吸収源に

なるとともに、農作物の収穫量を増やしている[93,94]。また、安全性が確認された一部の地区では、バ

イオマス発電とCCSを組み合わせたBECCSが行われ、これらのネガティブ・エミッション技術がネット・ゼロ

に貢献している。 
  

                                                      

 
38 パーマネント（永続性）と農業（アグリカルチャー）、そして文化（カルチャー）を組み合わせた言葉で、永続可能な農業

をもとに永続可能な文化、即ち、人と自然が共に豊かになるような関係を築いていくための概念[215]。 
39   フルフリルアルコールを針葉樹に含侵させ、熱を加えて重合させることで、木材の硬さや腐朽に対する抵抗性をあげ、

高品質木材に改質する技術[214] 



 

51 

 

IGES Working Paper 2020年1月 2016年3月 IGES Working Paper ネット・ゼロという世界 2050年日本 

適応において 

 気候変動の危機的現実と危機意識を念頭に、誰一人取り残されず、「一人一人が大事にされる」という視

点・価値観が広く共有された社会になっている。医療技術の進展や健康志向の高まりによる長寿命化、

趣味を兼ねた生涯学習、地域貢献としての草の根のボランティア活動、さらには里地里山の保全にも資

する農林業の「6次産業化」が進むことにより、地域・コミュニティ・家庭の絆が深まり、公助中心の防災か

ら、共助や自助を主体とする適応へと人々の意識が移っている。 
 適応と緩和のシナジー（相乗効果）が発揮され、適応と緩和が統合された社会が構築されている。例えば、

適応策・防災の一環で進められる森林整備は、生態系保全のみならず気候変動の緩和にも貢献している。

河川の中下流域における住居・産業の移転などの土地利用転換を伴う適応策は、街のインフラに再投資

するきっかけとなり、ZEBやZEHのような建物のゼロ・エミッション化、柔軟なデマンドレスポンスを可能とする

分散電源化、VPPの実用化等が進み、ネット・ゼロに向けた緩和を促進している（図 16）。 
 気温上昇の不確実性を考慮して、ハード対策以外のソフト対策も組み合わせた総合的な対策に加えて、

都市開発・土地利用計画の変更や居住地・産業の移転を伴う「転換的な適応」が行われるようになって

いる。周辺地のハザードマップの想定の見直しが行われ、不動産取引や住民による避難マップ作成に役

立てられることにより、気候変動リスクを織り込んだ都市と地域が形成されている。 
 不確実な状況に柔軟に対処するための新たな適応の仕組みがシステム化され、広く普及するようになっ

ている。地域の気候予測を踏まえた対応とすでに行われている施策の検証を組み合わせてスムーズな適

応策の導入を目指す取り組み[95]や、予測と観測を併用して、複数の代替案を用意し、段階的意思決定

を可能とする「順応型管理（adaptive management）」[96,97]が市区町村やコミュニティでも行われるよう

になっている。 
 過去の経験・知識を超える気候変動影響の増大に対処するために、科学に基づいて新しいアイディア・発

想を生み出し続ける、適応におけるイノベーションを担う人材が活躍するようになっている。例えば、気温

上昇による栽培地域の拡大という気候変動がもたらす機会を活用し、新たなビジネスモデルを提案するな

ど、地域活性化の担い手となっている。 
 デジタル化は、あらゆる主体の適応行動を改善する機会を生み出している。AIを駆使した予測技術や情

報通信技術の進展によって、時間・空間の両面で正確かつ高精細な情報がリアルタイムで提供され、より

良い適応行動の判断をすることができるようになっている。例えば、行政から届けられるAIを活用した河川

流量予測や避難勧告を、住民が、監視カメラの映像と突き合わせることで、待機・避難などの正確な判断

につなげることができるようになっている。 
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図 16 ネット・ゼロへ向けた緩和を促進する適応レベルの進展（水災害分野の例） 

出典：白井他[96]を参考にIGES作成 
 

 Box 11 デジタル化と適応 

適応は、基本的に気候変動影響被害に関する情報の理解に基づいて行われる。そのため、情報通信技術

の進展によって、時間・空間の両面で正確かつ高精細な情報をもたらすデジタル化は、全ての影響分野の全

てのアクターによる適応行動を改善する機会を生み出す。究極的には、完全に信頼できる情報が入手できるの

であれば、あらゆる経済主体が適切な適応行動を取ることができ、安心・安全に生活を営むことが可能となる。

例えば、雲の生成過程や降雨のレーダー観測による短時間強雨のリアルタイム予測に関して、IoTを介して得ら

れたビッグデータがAIにより解析されることで予測や警報の精度が向上し、防災や適応行動の効果を飛躍的に

増大させる可能性がある。また、計算機性能の飛躍的進歩とともに、気候変化の長期予測を行う気候モデル

の空間的高精細化や予測精度向上が進展していくと考えられる。農業、暑熱など影響分野によって講じる対

策は異なっても、デジタル化は、概して、講じる適応策の的確さを向上させる効果を有すると考えられる。 
気候変動影響に関する情報だけでなく、影響を受ける構造物や人の位置、地理的環境に関する情報も、気

候変動による総合的なリスクを減らすために重要な情報となる。例えば、インフラ構造物に設置されるセンサー

や地球観測衛星などの観測技術の進展により、守るべき資産や人家、生態系が的確に把握され、適応行動が

取りやすくなる。ハードなインフラ構造物については、ドローンによる遠隔監視や電磁波によるレーダー検査等

[98]により、低コストの無人メンテナンスが可能となる。ソフトやヒューマンの観点の適応についても、AIによる正

確な情報に基づく安全な避難、アシストスーツや救助ロボットによる迅速な救助、ドローンや空飛ぶ車による物

資の最適配送など、Society 5.0で期待されている防災上のメリットが存分に発揮される[99]。 
2050年頃には再生可能エネルギーを中心とする社会が構築されていると考えられるため、暴風雨や短時間

強雨などの極端現象に対するエネルギーシステムのレジリエンス確保の重要性が強く認識されている。デジタ

ル化の進展により、暴風雨の経路や到達時間、並びに強度（降水量や風況）に関する情報を基に、事前に適

切な措置を講じることが可能となる。発災時や事後には、電気自動車と連動した自律分散型の非常用電源ネ

ットワークにより、地域の電力供給が継続可能となる。 
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第3章 ネット・ゼロ社会の実現に向けて 

公正な移行に向けた論点と課題 

 ネット・ゼロ社会の実現に向けた変革は、企業活動から個人行動、政治、経済、社会の隅々におよぶすべ

てのアクターの変化が組み合わさる必要があり、それは「脱炭素革命」と呼ぶに相応しい変化であると考えられ

る。このため、変化によって生じる負の側面には十分に配慮し、誰一人取り残すことなく、活力のある社会の実

現を旨として移行を進めていく必要がある。ここでは、ネット・ゼロに向けた公正な移行に対して、現時点で想定

される主な論点に対する考え方を示すとともに、ネット・ゼロ社会を実現するために、今後慎重に検証することが

求められている課題をまとめる。 
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 論点・課題 その1 

世界全体が協調して行動を取らない中、日本だけがネット・ゼロを目指すのは得策ではない。 

 

考え方：現在、気候変動への対応を経済成長の機会として捉え、ネット・ゼロを長期目標として掲げる国々が

実際にあり、特に欧州では、欧州グリーン・ディール（European Green Deal）など総合的で骨太な国家戦略に

基づいて、具体的な行動を起こすようになっている。また、途上国においても、例えばインドでは、政府が鉄鋼部

門における大幅なCO2削減達成に向けた具体的な対策の検討を進めている[100]。国内に目を転じれば、日本

の長期戦略（正式名称：「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」）も、EUと同様に成長戦略としての位

置付けがあり、「今後の気候変動分野における枠組み・スタンダード作りを含めた国際的議論をリードしていく」、

としている[101]40。また、CDPの最新の報告書によれば、日本企業が、国別で一番多く最高レベル（Aランク）に

位置付けられるなど、日本企業の取り組みの一部は、国際的にもリーダー的な位置にあると言っても過言では

ないと思われる。 

残念ながら日本はCOPに際し、国際NGOからしばしば化石賞を受賞し、Coal addict(石炭中毒）な国の一つ

として認識されている。日本に対しては、石炭火力の問題や国としての目標の野心度など国際社会が取り組み

の強化を期待している課題もある。このため、できるだけ早期の達成年限とともにネット・ゼロを国の目標として掲

げ、着実に実行していくことが重要である。その上で、 
1）国際社会においては、他国に協調した取り組みを取るよう一層積極的に働きかけリーダーシップを発揮す

るとともに、 
2）産業活動に対しては、今日、経営判断上極めて重要な事項となっている気候変動への対応に、国として

積極的なシグナルを発信することで投資を後押ししていく、ことが重要であると考える。 

いずれにせよネット・ゼロの達成により得られる恩恵・便益などについて、将来世代とともにバランス良く議論を

深めていくことが重要である。 

 
Box 12 気候変動対策で評価される日本企業 

ＣＤＰ（Carbon Disclosure Project: 英国の国際環境NGO。世界各地の企業を対象に気候変動対策の観

点からアンケート調査を実施し9段階で評価している）が発表した報告書によると、2019年度の評価では、日本

企業の38社がA評価（最高段階）であり、国別にみると日本が世界第一位となった。A⁻（第二段階）の日本企業

も42社あり、総じて気候変動を経営リスクとして、積極的に取り組んでいる点などが高く評価されたとされる。 
  

                                                      

 
40 第1章：基本的考え方の2．我が国の長期的なビジョンにて、「本戦略では、各分野についても、「あるべき姿」としての

長期的なビジョンを示す。これらにより、全てのステークホルダーがその実現に向けた可能性を追求するための方向性とす

るとともに、政策の方向性も併せて示すことにより、投資の予見可能性を高め、我が国における投資を拡大していく大きな基

盤とする。あわせて、どこに非連続なイノベーションが必要かを示し、企業の研究開発・投資を促す。さらに、このビジョンを

掲げることにより、今後の気候変動分野における枠組み・スタンダード作りを含めた国際的議論をリードしていく。」としている。 
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 論点・課題 その2 

ネット・ゼロを達成しようとする際の製造業の国際競争力上の懸念 

 

考え方：より厳しい排出削減をするほど対策コストが生じ、電気料金も上昇するため、ネット・ゼロを達成すると

なると、重い経済負担が生じ国内の製造業が立ち行かなくなるという危惧が示されることがある。 

この危惧は日本経済の基幹産業である製造業を保護する視点に立ったものであり、ネット・ゼロへの道筋を模

索する上で真摯に向き合うべき課題である。かつて厳しい環境（大気）規制が、日本の自動車製造業の技術水

準と国際競争力を高め、その後の日本経済を支えたと指摘する事例もあり、脱炭素にむけた国際的な動きを

技術革新や社会/ライフスタイルを含むイノベーションの好機、成長との機会ととらえていくことが重要である。 

欧州グリーン・ディール（Boｘ 1）では、鉄鋼、化学、セメント産業を欧州経済に必要不可欠とし、この分野で

の脱炭素化と近代化を進めるとした。わが国においても、同様の認識の下、表7 「エネルギー集約型産業に適

応できる低炭素技術の全体像」で示された技術がこれらの産業に積極的に導入されるよう支援措置が講じら

れることが望ましい。 

2050年以降のネット・ゼロへの変革が進展している未来においては、再生可能エネルギー、移動・輸送（ロジ

スティックスを含む）、建築、これらを統合するデジタル・コミュニケーション・ネットワークなどのネット・ゼロ・インフ

ラが社会の隅々にまで整備されていると考えられる。こうしたネット・ゼロ・インフラの普及に支えられ、EVはもとよ

り、蓄電池や無線給電、ZEHとZEBの関係技術など、脱炭素に資する機械・器具に関連する製造業やサービス

業が大幅に業績を伸ばしている可能性がある。鉄鋼業、セメント製造業等、エネルギー集約型産業における気

候変動対応（製造技術・コスト）は重要な論点であるが、脱炭素化に向けた世界的な潮流が反転するとは考え

にくく、2050年以降の長期的な脱炭素化に向けて技術革新や経営改革を速やかに実施し、企業収益を上げて

いく体制づくりを進める必要がある。企業自身の変革を後回しにすることで、製造業の気候変動対策リスクや国

際競争力上のリスクはむしろ高まる可能性がある。なお、鉄鋼など炭素集約型の産業を、その立地国に関わら

ず、公平に脱炭素化していく上で、EUが提唱し、また、米国議会や大統領選においても議論が行われている国

境調整措置は注目される。脱炭素化に向けて努力している国が自国並みの対策をとっていない国からの輸入

品に対して、炭素コスト分を課税あるは排出枠設定を行うことで、自国の産業や雇用を守ると同時に、そうした

国に対策強化を促すことを目指す制度である。気候変動対策としての国境調整措置と国際貿易レジームとの

整合性は、一般論ではなく、個別の具体的な制度設計や策定プロセスに依存するため41、今後の動向が注目

される。 
  

                                                      

 
41 例えば、経済産業省通商政策局「補論 貿易と環境―気候変動対策に係る国境措置の概要とWTO ルール整合性

―」『2016年版不公正貿易報告書』。 
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 論点・課題 その3 

全国のエネルギー需要と比較した際の再生可能エネルギーの供給可能性 

 

考え方：日本の2015年の最終エネルギー消費量はおよそ13.5EJ（3,750TWhに相当）42である。一方で、住

宅太陽光、非住宅太陽光、陸上風力、洋上風力、地熱、バイオマス、中小水力からなる再生可能エネルギー

の導入ポテンシャル（自然要因（標高、傾斜等）、法規制（自然公園、保安林等） 等の開発不可地を除いて算

出したエネルギー量）は、4,800TWhである43。従って、マクロレベルでのエネルギー収支としてみれば、2015年

と同レベルの最終エネルギー消費量をすべて、再生可能エネルギーで満たすことが出来る。 

しかし、現実には、コストや現場の立地条件といった制約から導入ポテンシャルとして特定された再生可能エ

ネルギーをすべて導入することは不可能であるし、また、導入できたとしても送配電網の制約や、再生可能エネ

ルギーと間欠性という様々な条件を考慮しなければならず、実際に利用できる量は限られる。JSTの分析[102]
によると再生可能エネルギーの発電コストや送配電網の系統安定化制約を考慮しても、新たな揚水力発電や

高温岩体地熱発電など技術を組み合わせることで、2,200TWh程度の再生可能エネルギー100%の電力を供

給できるとしている。従って、電化促進策を大胆に進め、同時に省エネ技術の導入や省エネ慣行の徹底を通じ

てエネルギー需要を抑制することで、日本で必要とされるすべてのエネルギーを再生可能エネルギーで賄うこ

とは可能であると考えられる。 

さらに、JSTの分析で考慮されていない、太陽光発電の超高効率化（発電高効率40%以上）や、歩道や駐車

場の路面といったこれまで考慮されてこなかった新たな技術による発電ポテンシャルも実現可能となった場合、

再生可能エネルギーによってすべてのエネルギーを供給していく可能性は高まる。 

また、太陽光発電と風力発電が全電源構成の50%を占めた場合、必要となる送電線の増強のために必要

なコストは、年間1,400億円程度との試算もある[103]。再生可能エネルギー100%のためには、さらなる投資が

必要となるが、国家全体で考えれば十分可能な数字であると考えられる。なお、各再生可能エネルギーの発

電コストは、次の課題・論点（図 17 世界の再生可能エネルギー発電コスト（均等化発電原価）の変化（2010-
2018年））で示されるように大幅に低下しており、今後もその傾向が続くと予想されている。 
  

                                                      

 
42 1PJ≒0.28TWh（換算係数） 
43 「各省のポテンシャル調査の相違点の電源別整理」[44]を基にIGES計算。 
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 論点・課題 その4 

再生可能エネルギーの価格 

 

考え方：国際的な再生可能エネルギー発電価格（特に、太陽光、集中型太陽熱、風力）は近年急速に下落

しており、すでに化石燃料発電コストと競合するレベルに達している（図 17）。しかし、例外的に日本においては、

諸外国よりも再生可能エネルギー発電価格が高いことが問題となっている。太陽光を例に挙げると、太陽電池

（モジュール）コストは世界共通して下落余地があるが、日本ではインバーターコストや設置の人件費が高いとい

う特徴がある[104]。この点、例えば壁面や窓にも簡単かつ着実に設置できるようモジュールの軽薄化・透明化

等が進めば人件費削減につながる可能性がある。技術革新や量産化により、わが国においても太陽光発電単

価を下げる余地はまだある。 

 

 

 
図 17 世界の再生可能エネルギー発電コスト（均等化発電原価）の変化（2010-2018年） 

出典：IRENA [104] Figure S.1 
注：値はすべて、世界地域別の加重平均値 
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 論点・課題 その5 

再生可能エネルギー利用拡大に向けた技術的制約（系統接続等） 

 

考え方：系統には再生可能エネルギーの電力を流すだけの空き容量が無いことが問題として指摘されている。

しかし、諸外国で実施されているように系統の運用に際して、短時間刻みで潮流管理を実施することで、現状

の系統のままであっても、再生可能エネルギーを系統に流す余地を拡大できる（倍相当まで）可能性が指摘さ

れている[105,106]。実際に、ドイツでは、瞬間的に再エネ発電の電力消費に占める割合が100%となる時間帯

を何度か記録している[107,108]。蓄電技術の進展も含め、制度面、技術面で、再生可能エネルギーの推進を

図る余地は十分にあると考えられる。また近年、電気自動車の蓄電池価格の低下は著しく、2025年以降、蓄

電池の大規模普及のための目安となる150ドル/kWhに迫る予測値もある(図 18)。これにより、発電電力量が

時間により変動するという再生可能エネルギーの課題への対応が可能となる。 

 

 

 
図 18 電気自動車のリチウムイオン電池パックのコスト：実測値(～2014年)と予測値(～2030年) 

出典：Nykvist and Nilsson[109], Figure 1 
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 論点・課題 その6 

化石燃料関連産業（エネルギー産業、素材産業、石油化学産業など）における雇用問題（公正な移行：Just 
Transition） 

 

考え方：国際的にも極めて重要な論点である。化石燃料関連産業は、日本の戦後の発展を支えてきた基幹

産業であり、特に高度経済成長期以降に果たしてきた役割は非常に大きい。他方で、気候変動の主たる原因

として脱化石燃料化へと進む国々がみられるようになり、ネット・ゼロへの移行までを見据えた大きなシステム転

換が世界的な潮流となりつつある。こうした中、化石燃料関連産業の雇用などに混乱をきたすことなく公正な移

行を進めることが求められており、2050年に向けた30年間余りの間に、現在の同産業の従事者の新たな雇用

確保などを見据えた公正な移行マネジメントを進めることが重要な論点である。例えば、ドイツにおいては、遅く

とも2038年までに石炭火力を全廃することを決め、今後20年間で400億ユーロの炭鉱閉鎖、発電所廃止に係

る損失補償をすることとしている[110]。またロイヤル・ダッチ・シェル社は、経営方針を大きく変化させ、石油会

社から天然ガスと再生可能エネルギーによるエネルギー会社への転換を進めている。 

化石燃料関連産業のすべてがネット・ゼロの社会において不要となることは考えにくく、いかにGHG排出低減

の機会を拡大していくかが重要となる。鉄鋼セクターでの水素製鉄の採用や化学セクターにおける生物由来の

材料への転換、さらには、再生可能エネルギーをはじめネット・ゼロ・インフラ関連の新たなビジネス展開などに

より、従事者の雇用を確保できる可能性もある。ネット・ゼロと両立する未来像を前向きに議論することが建設的

な方向性である。 

 
図 19 IRENAエネルギートランジションシナリオにおける2050年の再生可能エネルギー関連雇用者数（地域別） 

出典：IRENA[111] Figure 12 
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 論点・課題 その7 

ネット・ゼロ目標は極端で非現実的であるとする主張 

例：①ネット・ゼロは非常に高くつく。GHGの80%、90%減であっても国民に大きな負担を強いる。そもそもパリ

協定の2℃や1.5℃目標を達成する必要があるか疑問であり、経済合理性に照らして、ネット・ゼロは極端な目標

である。②気候変動影響被害だけでなく緩和費用にも大きな不確実性があるため、緩和、適応、気候工学（ジ

オエンジニアリング）による総合的なリスクマネジメントが大事であり、緩和策に偏重したネット・ゼロ目標は極端で

ある。 

 

考え方： 

①について：この指摘は、多くの場合、GHG排出削減のコストに比べて気候変動の影響を抑制することによる

リターン（便益）が少ない、という1990年代-2015年前後までの統合評価モデルの計算結果等[112,113]を踏ま

えたものである。しかし、近年、過去の気温上昇が経済成長に及ぼした影響を含めて計算するとリターンは非常

に大きくなり、パリ協定の長期目標が決して極端な目標ではないという知見も蓄積されている[114]。排出削減

が厳しくなるほど対策コストが高くなると捉えるのではなく、対策が奏功するまでの間の影響被害も考慮すること

や、コストを投資として捉える必要がある。一般的に、対策に必要な費用に比べて被害額の方が著しく小さいと

断じることはできない（例えば、日本における2018年の風水害保険による支払額は1.6兆円に上る[5] ）。もとよ

り、人命や生態系に与える影響被害を適切に金銭換算することには限界がある点に留意が必要である。 

②について： 既に地球温暖化は進行しており、これを放置すると地球のシステム自身にコントロールできない

ような影響が生じ、経済・社会に壊滅的なものとなる可能性が高い。したがって、緩和策は必要不可欠であり、

温度上昇を2℃以下に抑制しようとするのが現在の国際社会の方向である。しかし、2℃に抑制するまでにも影

響は生じるため、一定程度の適応は不可欠であり、既に対策も講じられつつある。IPCCの1.5℃特別報告書で

は、2℃に抑制した場合でも1.5℃に比べて影響が著しく大きいことが判明した。このため、特に脆弱性の高い自

然生態系や人間に対する気候変動リスクを統合的に考慮し、1.5℃のレベルで緩和/適応策を講じるのが合理

的である。ジオエンジニアリング（とりわけ、太陽放射を反射して全球平均気温を低下させる太陽放射管理）は、

成層圏に硫酸エアロゾルを注入するなど、その影響が不確定で、取り返しのつかない事態に陥る可能性がある

ため、現段階では、オプションとして考える段階にはないものと思量する。 
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結論 

近年、地球温暖化によって農業・食料安全保障、水資源、サンゴ礁、沿岸域、健康など人々の暮らしに関わ

る様々な問題に深刻な影響を与えるリスクが高まることが明らかになってきている。そのため、2050年ネット・ゼ

ロ（GHG排出量と吸収量の収支が正味でゼロ）社会の構築が求められている。特に、大量のCO2排出源となっ

ている部門での化石燃料の使用を大幅に減らす必要がある。このような部門は、我々の社会経済活動の多くを

支えているため、CO2削減は容易ではないが、欧州を中心とする中央政府や、様々な国・地方自治体、金融機

関等がネット・ゼロ排出に向けたイニシアティブを進めている。 

世界では気候変動だけでなく、社会や技術の面でも様々な変化が同時に起きている。AIやICT技術及び電

子計算機の処理速度向上などのデジタル化の発展、資源制約や廃棄物処理問題などの解決に資する循環型

社会の定着、2℃または1.5℃の気温上昇に対応するためのレジリエンスの向上、自立・分散型の社会を形成し

つつ、近隣地域と地域資源を補完し支え合うことで地域を活性化させる「地域循環共生圏」の形成等の変化で

ある。 

第1章では、様々な社会変化によって、エネルギー利用量とマテリアル利用量がどのように変化するのか積

み上げ（ボトムアップ）方式によってGHG排出量やエネルギー利用量及びCCS導入量を、安定経済（一人当たり

GDPが毎年0.6%成長し、日本全体のGDPは2015年水準を保つ）という条件で推計した。推計の際には、国際

的動向や国内の社会問題、技術の進展に応じて、既存の社会制度、経済構造、インフラなど重要な社会的要

素を変革していくトランジションシナリオと、社会変革がほとんど起きないロックインシナリオの二つのシナリオを想

定した。 

トランジションシナリオでは、家庭、業務、運輸、産業のすべて分野で電化が進みサービス当たりのエネルギ

ー利用の効率化が進む。また産業部門においては、一部の高熱需要に対する水素利用や素材としての水素

利用が進む。そのため、化石燃料をほとんど使用せず再生可能エネルギーによって支えられる社会が構築さ

れる。また、ほぼすべてのエネルギーが再生可能エネルギーによって賄われるが、エネルギー利用の徹底した

効率化によって、必要となるエネルギーは国内の再生可能エネルギーポテンシャルの範囲内に収まる。その結

果、CCSの利用を最低限に抑えることができるため、利用可能性が高い国内CO2の貯留層を長い間使うことが

できる。また、化石燃料の使用がなくなることにより、化石燃料の輸入量を2015年比で17兆円程度[60]減らす

ことができる。 

一方で、ロックインシナリオでは、家庭、業務、運輸、産業のすべて分野において、最低限の省エネが進むが、

多くは現状のエネルギー技術の延長が想定される。そのため、化石燃料に暮らしや経済活動が支えられながら、

（やや強引に）ネット・ゼロ社会を構築するには、様々な産業部門でCCS技術を導入して化石燃料からのCO2を

回収・貯留する必要がある。加えて、運輸部門や小規模な工場から排出されるCO2を相殺するために、DACS
技術で大気中からのCO2を回収し、大量のCO2を地中に埋める必要がある。特に、ロックインシナリオで安定経

済を目指す場合、現時点で分かっている国内CO2貯留ポテンシャルのうち、その信頼性が高いポテンシャル量

を10年以内で使い尽くしてしまい、およそ60年以内で地震リスクが中程度の国内CO2貯留地を使わなければな

らないことになる。さらに、化石燃料の輸入量も毎年13兆円を支払い続けることになる。 

様々な社会変化を捉えたトランジションシナリオと現状のエネルギー技術の延長を想定したロックインシナリオ
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を比較すると、前者は様々な導入技術の不確実性が高いものの、ひとたび達成してしまえば、CO2貯留に関す

るリスク及び化石燃料依存からの脱却という観点からのエネルギー・セキュリティー向上に大きく貢献し、さらに

膨大な額の化石燃料の支払い代金を国内に還流させることで成熟した社会が形成されやすい状況になる。反

対に、ロックインシナリオでは、導入する技術の確実性、安定性は高いが、国内CO2貯留可能量という不確実性

の高いリスクと、化石燃料に依存し、貿易収支を悪化させうるリスクを常に抱えた社会となることが示唆された。 

したがって、ネット・ゼロ社会を目指すうえでは、トランジションシナリオが日本の目指すべき方向であると我々

は結論する。そのためには、すべての部門において、様々な対策を導入することが必要である。これは、一つの

組織が単独でできるものではなく、日本のすべての関係者が足並みを揃えて進めていくべき、国家的な戦略と

して位置づけられる必要がある。特に、建物、大規模発電設備、産業部門の設備など、使用年数が長いものに

ついては、現時点で長期的な方向性を定め、それぞれの設備が更新される機会を活用して、今後大きく変わり

うる社会の変化に対応できるようなものにあらかじめ準備しておく必要がある。 

第2章では、様々な変化が大いに進捗しながら到達した脱炭素社会（トランジションシナリオ）において、我々

の生活がどのように変化しているのかを描いた。自立・分散型の社会を形成しつつ、近隣地域と地域資源を補

完し支え合うことで地域を活性化させる「地域循環共生圏」の形成が進んでいるとの認識の下、都市と地域の

構造と暮らし及びこれらを支える産業活動の変化を可能な限り捉えその具体的な姿を記述している。その目的

は、今後、脱炭素化した社会をどのように構築していくのかを考えるにあたって、多くの関係者との意見交換や

建設的な議論が必要であり、まずは、暮らしのありようなどがどのように変化しうるのかを示すことで、自分事とし

てとらえ、問題意識を深めていただくことにある。 

ここで、トランジションシナリオが行きつく先の世界について頭を巡らしてみよう。 

ネット・ゼロの達成は、人々の精神面にも少なからぬ影響を与えるようになった。すなわち21世紀半ばには、

気候変動の影響が極端事象の頻発などの形でより強く体感されるようになり、見識ある人々は二酸化炭素の排

出やエネルギーの使用に多少とも肩身の狭い思いをしていたのである。このようないわばエネルギー使用の呪

縛から一定程度解き放たれたことも相まって、このネット・ゼロの達成は、人々に確かな自信と希望を与えること

となった。様々な主体が技術的な発明や社会的な改善を含めたイノベーションを進め、いろいろな価値観やニ

ーズに応える製品やサービスのフロンティアが広がった。このことにより、時間的・空間的な効用も含めて、各人

の望むような生き方ができる可能性が飛躍的に高まった。 

これをマクロレベルで見ると、資源に恵まれないとされる日本という極東の島国が、身近で尽きることのない有

用な資源に着目し、国を挙げて新たな社会の構築に向かった結果、発展の階段を一段上ったことを意味する。

21世紀の半ば、日本は坂の上の雲を見上げつつ、意を決して、大きな段を一つ登り上げたのである。 

一般市民の生活レベルでは、環境に対して合理的であることを行動規準としていく考え方が大きく広がった。

利潤の追求が求められる企業レベルの行動においても、ややもすれば短期的局所的な利益でこれに応えるこ

とを余儀なくされる株主第一主義から脱却し、地域を大事にし、ひいてはよりよい環境下での人類の持続性の

確保までを経営判断に組み込むなど、大局的な環境合理性が部分的な経済合理性を超えるようになった。 

ここに、人はもとより、地球のもたらすエネルギーや資源の有限性などに十分配慮する成熟した社会が成立し

た。 
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 21世紀の初頭、国際社会は、足並みを揃えて速やかに効果的な気候変動対策を講じる、という点で合意

に達していない。しかし、ネット・ゼロを達成した世代の人類から見れば、あまり意味のない目先の利益に汲汲と

するのではなく、大きな夢の広がるフロンティアになぜもっと早く到達しなかったのか、と歯がゆいような思いをし

ていることだろう。 

巷間議論される2030年目標は、通過点の一つに過ぎない。マラソンは42.195Kmを走るもので、30kmまでの

走り方を考えておけばよいというものではない。具体的な政策を考える際には、最終ゴールをよく意識して、より

適切で効果的な政策目標を設定していくべきと考える。 

 

生存をかけて社会全体を進化させる、そのための人類社会の決意と行動が求められている。 
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補論1. GHG/CO2排出量の推計手法 

1.1 部門別のエネルギー起源CO2排出量 

本節では、部門別に活動量の変化、エネルギー消費量の変化、エネルギーの脱炭素化技術によるCO2排

出量の変化の考え方を示す。各要素のパラメータ及び根拠となる参考文献は各項の表内に示す。本文中に示

したパラメータの幅はシナリオ（ロックインシナリオとトランジションシナリオ）毎の想定の幅に対応している。 

 

家庭部門 

家庭部門におけるCO2排出量は式(S.1)によって算定した。 CO2 = ∑ ൜𝑃𝑜𝑝 × ଵೌ,  × (𝑟,௦ × ா್ೌೞி௬ × 𝑟௦,ாு + 𝑟, × ா್ೌೞி௬ × 𝑟,ாு + 𝑟,ℎ × ா್ೌೞி௬ ×ଵ଼ଽୀଵ𝑟ℎ,ாு) × 𝑟 × 𝐶𝐼ൠ  式 (S.1) 

ここで、Popiは市区町村iにおける人口、rfamiliy,iは市区町村iにおける世帯数あたりの人数、ri,sは市区町村i
（政令指定都市については区ごと）における戸建て住宅の割合、ri,clは市区町村iにおける低層集合住宅の割合、

ri,chは市区町村iにおける高層集合住宅の割合を示す。Ebaseは基準年最終エネルギー消費量、rs,ZEHは戸建て

住宅の一次エネルギー消費量の変化率、rcl, ZEH は低層集合住宅の一次エネルギー消費量の変化率、rch, ZEH 

は高層集合住宅の一次エネルギー消費量の変化率を示す。rlifeはライフスタイルの変化による省エネルギーの

取り組みを示し、CIはエネルギー消費量当たりのCO2排出量を示す。 

 
表S. 1 家庭部門のシナリオ別CO2排出量算定パラメータ一覧 

要素変化の大きさ 
（2015年比） 

ロックイン トランジション 主な文献 

人口規模 0.80 0.80 社会人口問題研究所[115] 
1世帯当たり人員の基準年変化率 1 0.9 独自想定 
地方部における長屋一戸建て割合
（2015年比） 

1 0.5 住宅建物ストックの計算とリンク。
文 献 は 、 建 築 着 工 統 計 調 査
[116,117]、名古屋大学[118]、田
中ら[119]など 

 

都市部における長屋一戸建て割合
の変化率（2015年比） 

1 0.7 

住宅の一次エネルギー消費量の
2015年比（省エネ、断熱、太陽光） 
(共同住宅1.2階) 

0.9 0.4 専門家のヒアリング ,エネ庁等
[120], 鳴 海 [121], 積 水 ハ ウ ス
[122], 大京グループ[123] 

住宅の一次エネルギー消費量の
2015年比（省エネ、断熱、太陽光） 
(共同住宅3,4,5階) 

0.9 0.6 

住宅の一次エネルギー消費量の
2015年比（省エネ、断熱、太陽光） 
(共同住宅6階以上) 

1 0.9 

ライフスタイル（居住面積、給湯、
調理方法、分量） 

1 0.95 IGES[124]、環境省[125]など 

電化促進レベル 0 1 独自想定 
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図S. 1 家庭部門におけるCO2削減量(単位：MtCO2) 

 

業務部門 

業務部門の建物の需要量推定は、大西他（2010）の方法論に従う。すなわち、業務建物は人口、GDP、産

業比率、一人当たり延床面積によって決められる。ただし、業務建物内の種類の変化は生じると想定を置く。 
 

業務部門におけるCO2排出量は式(S.2)によって算定した。 CO2 = GDP × ∑ ൬ீೕீ × ாೕ,್ೌೞீೕ,್ೌೞ × 𝑟,௪ × 𝑟,ா൰ଵୀଵ × 𝑟௭ × 𝐶𝐼  式 (S.2) 

 

ここで、GDPは国レベルのGDP、GDPjは経済部門jにおける付加価値額、Ej,baseは基準年最終エネルギー消

費量、rj,workは、経済部門jにおける在宅勤務による採取エネルギー消費量の変化率、rj,ECは経済部門jにおける

インターネット販売の進化による最終エネルギー消費量の変化率、rZEBは、ZEBなどの効果による一次エネルギ

ー消費の変化率、CIはエネルギー消費量当たりのCO2排出量を示す。 

 
表S. 2 業務部門のシナリオ別CO2排出量算定パラメータ一覧 

要素変化の大きさ 
（2015年比） 

ロックイン トランジショ
ン 

主な文献 

産業活動の規模 1 1 一人当たりGDP成長率想定（序章参照） 
産業構造変化 1 0.72-1.05 産業構造の変化とリンク。 

田中他[119]の分類、大西[126]の方法
論、建築着工統計調査[116,117] 

在宅勤務 1 0.8-0.9 独自想定 

ネット販売等 1 0.5-1.0 独自想定。部門別に係数の差異化を行
っている。 

業務建物の一次エネルギー消費
量の2015年比 

0.9 0.6 専門家のヒアリング, エネ庁など[127], 
大和ハウスグループ[128] 

電化促進レベル 0 1 独自想定 

注：表内の数値の幅は、部門別の係数の幅を示す。 

 

基準年 活動量の変化 エネルギー利用の変化
燃料の脱炭素化 CCS 2050年排出
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図S. 2 業務部門におけるCO2削減量(単位：MtCO2) 

 

運輸部門 

 陸上旅客 

陸上旅客の輸送量は、市区町村別に旅客の需要量を以下の情報を基に算定した。外出率、トリップ長、交

通モードは「全国都市交通特性調査」を引用した。「全国都市交通特性調査」は、全国すべての自治体に対し

て調査がなされておらず、都市類型ごとに対象となる都市（地域）に限定して調査がなされている。従って、本

報告書ではこれらの地域の類似性を鑑みて全国の自治体ごとに、「全国都市交通特性調査」におけるもっとも

近い都市類型を特定した。 

陸上旅客輸送部門におけるCO2排出量は式(S.3)によって算定した。 CO2 = ∑ ൜𝑃𝑜𝑝 × ா್ೌೞ್ೌೞ, × ൬ೢଷହ × ∑ ൫𝑟,௪,ௗ × 𝑟, × 𝑟,ௗ௬  ൯ୀଵ + 
ℎଷହ × ∑ ൫𝑟,,ௗ × 𝑟, ×ୀଵଵ଼ଽୀଵ𝑟,ௗ௬൯൰ × 𝐶𝐼ൠ 式 (S.3） 

ここで、Popiは市区町村iにおける人口、Popbase,iは基準年の市区町村iにおける人口、Ebaseは基準年最終エ

ネルギー消費量、Dwは平日（勤務日）の日数、Dhは休日の日数を示す。rk,w,modeは平日における移動モードkの

割合、rk,h,mode は休日における移動モードkの割合、rk,eleは移動モードkの電動化によるエネルギー消費量の変

化率、rk,bodyは移動モードkの車体の軽量化によるエネルギー消費量の変化率、CIはエネルギー消費量当たり

のCO2排出量を示す。 
  

基準年 活動量の変化 エネルギー利用の変化
燃料の脱炭素化 CCS 2050年排出
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表S. 3 陸上旅客部門のシナリオ別CO2排出量算定パラメータ一覧 
要素変化の大きさ 
（2015年比） 

ロックイン トランジション 主な文献 

人口規模 0.80 0.80 社会人口問題研究所[115] 

平日_外出率(2015年比) 1.00 0.80 全国都市交通特性調査[129]を
基に想定 平日_トリップ長_（km/トリップ）(2015年比) 1.00 0.90 

平日_トリップ数_グロス(2015年比) 1.00 1.05 

休日_外出率(2015年比) 1.00 0.80 
休日_トリップ長_（km/トリップ）(2015年比) 1.00 1.10 
休日_トリップ数_グロス(2015年比) 1.00 0.80 

移動モードパターン 図S.3 
休日数（2015年比ではない） 120 141 小宮山、山田[130] 

 
車両の電動化に伴うエネルギー消費量（単
位走行距離当たり）の変化率 

1.00 0.44 自動車燃費一覧[131]を基に、
ハイブリッドからEVに代替した場合
のエネルギー効率を試算。 

車両の電動化率 0.20 1.00  
車両軽量化効果 0.90 0.80 日本自動車工業会資料[132], 

日経ビジネス[133], 三井物産戦
略研究所[134]基に想定 

 

 

ロックイン・平日 

 

ロックイン・休日 

 
トランジション・平日 

 

トランジション・休日 

 
図S. 3  移動モードパターン 
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 陸上貨物 

陸上貨物輸送部門におけるCO2排出量は式(S.4)によって算定した。 

 CO2 = GDP × ௌ௩್ೌೞீ್ೌೞ × ∑ ቀௌ௩್ೌೞ,ೖௌ௩್ೌೞ × 𝑟ௗ, × 𝑟ா, × 𝑟ଷ,ቁଵସୀଵ × ா್ೌೞௌ௩್ೌೞ × ∑ ቀா್ೌೞ,ೖா್ೌೞ × 𝑟,ቁଵସୀଵ × 𝐶𝐼  式(S.4) 

 

ここで、GDPは国レベルのGDP、GDPbaseは基準年のGDP、sevbaseは基準年の貨物輸送需要量、sevbase,kは

基準年の貨物輸送部門kにおける基準年の貨物輸送需要量、rd,kは部門kの製品需要の変化率、rEC,kは部門k
のインターネット販売の進化による製品需要の変化率、r3D,kは部門kの3Dプリンタの導入による貨物輸送需要

量の変化率を示す。Ebaseは、基準年のエネルギー消費量、Ebase,kは基準年の部門kのエネルギー消費量、rele,k

は部門kの車両の電動化によるエネルギー消費量の変化率を示す。CIはエネルギー消費量当たりのCO2排出

量を示す。 
表S. 4 陸上貨物部門のシナリオ別CO2排出量算定パラメータ一覧 

要素変化の大きさ 
（2015年比） 

ロックイン トランジション 主な文献 

経済活動の規模 1 1 一人当たりGDP成長率想定（序章参照） 
製品需要の変化 - - 産業部門の活動量とリンク 

自動車輸送統計調査[135]を参照 

電子商取引で取り扱われる日用品の
割合の増加 

1 1.05 ITF [12] を基に設定 

3Dプリンタによる流通の変化 1 0.90 ITF [12] 、シュワブ[136]基に設定 
車両の電動化によるエネルギー消費
量の減少 

1 0.50 ITF [12] , EC[137] 基に設定 

車両のFCV化によるエネルギー消費量
の減少 

1 0.70 ITF [12] , EC[137] 基に設定 

車両の電動化率 0 0.80 ITF [12] , EC[137] ,ETC[18]を基に設
定 

 

 船舶（旅客・貨物）及び航空（旅客・貨物） 

船舶旅客及び航空旅客輸送部門におけるCO2排出量は式(S.5)によって算定した。 
 CO2 = Pop × ௌ௩್ೌೞ್ೌೞ × 𝑟ௗ × ா್ೌೞௌ௩್ೌೞ × 𝑟 × 𝑟 × 𝐶𝐼   式(S.5) 

ここで、Popは人口、Popbaseは基準年の人口、Sevbaseは、船舶旅客または航空旅客輸送部門における基準

年の移動需要、rdは移動需要の変化率を表す。Ebaseは船舶旅客または航空旅客輸送部門における基準のエ

ネルギー消費量、refは省エネ技術によるエネルギー効率改善率、relは電動化によるエネルギー消費量削減率、

CIはCO2排出原単位を表す。 
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表S. 5 船舶旅客・航空旅客部門のシナリオ別CO2排出量算定パラメータ一覧 
要素変化の大きさ 
（2015年比） 

ロックイン トランジション 主な文献 

船舶旅客 

人口規模 0.8 0.8 一人当たりGDP成長率想定（序章参
照） 

移動需要の減少 1 1 全国都市交通特性調査[129]を基に
想定 

船体の軽量化などによるエネルギー効
率改善 

1 0.9 ETC[15]を基に想定 

電気・水素・アンモニアエネルギーの採
用率（2015年比ではない） 

0.1 0.7 独自想定。電動化では、40%の燃費改
善（ETC[15]） 

残存する重油のガス転換率 0 1 独自想定 
航空旅客 

人口規模 0.80 0.8 社会保障・人口問題研究所[115] 
移動需要の減少 1 0.7 ETC [17] 
軽量化,エネ効率 1 0.8 ETC [17] 

電気・バイオエネルギーの採用率 0 0.4 ETC [17] 電動化では、40%程度の
[138]の燃費改善 

船舶貨物及び航空貨物輸送部門におけるCO2排出量は式(S.6)によって算定した。 
 CO2 = GDP × ௌ௩್ೌೞீ್ೌೞ × 𝑟ௗ × ா್ೌೞௌ௩್ೌೞ × 𝑟 × 𝑟 × 𝑟 × 𝐶𝐼  式(S.6) 

ここで、GDPは人口、GDPbaseは基準年のGDP、Sevbaseは、船舶貨物または航空貨物輸送部門における基準

年の移動需要、rdは移動需要の変化率を表す。Ebaseは船舶貨物または航空貨物輸送部門における基準のエ

ネルギー消費量、refは省エネ技術によるエネルギー効率改善率、rmaは船舶の運航のオペレーションの改善に

よるエネルギー消費量削減率、relは電動化によるエネルギー消費量削減率、CIはCO2排出原単位を表す。 
 

表S. 6 船舶貨物・航空貨物部門のシナリオ別CO2排出量算定パラメータ一覧 
要素変化の大きさ 
（2015年比） 

ロックイン トランジション 主な文献 

船舶貨物 
経済規模 1 1 一人当たりGDP成長率想定（序章参

照） 
移動需要の減少（3Dプリンタなど） 1 0.9 内航船舶輸送統計調査[139]及びITF 

[12]を基に想定 

船体の軽量化によるエネルギー効率
改善 

1 0.9 ETC[15] 

船舶ルートの効率化 1 0.9 ETC[15] 

電気・水素・アンモニアエネルギーの採
用率（2015年比ではない） 

0.1 0.7 独自想定。電動化では、40%の燃費改
善（ETC[15]） 

残存する重油のガス転換率 0 1 独自想定 

航空貨物 
経済活動の規模 1 1 一人当たりGDP成長率想定（序章参

照） 

移動需要の減少 0.8 0.72 航空輸送統計調査[140]及びETC 
[17]を基に想定 

軽量化,エネ効率 1 0.9 ETC [17] 
電気・バイオエネルギーの採用率 0 0.4 ETC [17] 

電動化では、40%の燃費改善[138] 
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図S. 4 運輸部門におけるCO2削減量(単位：MtCO2) 

 

産業部門 

各産業部門におけるCO2排出量は式(S.7)によって算定した。 

 CO2୮ = GDP × ௗ,್ೌೞீ್ೌೞ × ∑ ൬ௗ,್ೌೞ,ௗ,್ೌೞ × ∏ 𝑟,,ெ ൰ୀଵ × ா,್ೌೞௗ,್ೌೞ × ∑ ൬ா,್ೌೞ,ா,್ೌೞ × ∏ 𝑟,,ே ൰ୀଵ × ∑ ൫𝐶𝐼, ×ைୀଵ𝑟,൯ 式(S.7） 

なお、r1+r2+……+rO=1である。ここで、GDPは国レベルのGDP、GDPbaseは基準年のGDP、Prdp,baseは基準年

の産業部門pにおける生産量、Prdp,base,lは基準年の産業部門pにおける製品カテゴリlにおける基準年の生産量、

rp,l,mは産業部門pにおける製品カテゴリlにおける生産量の変化率を示す。Ep,baseは産業部門pにおける基準年

エネルギー消費量、Ep,base,lは産業部門p、製品カテゴリlにおける基準年エネルギー消費量、rp,l,nは、産業部門

p、製品カテゴリlにおけるエネルギー消費量の変化率を示す。CIp,oは、産業部門p、燃料種oのCO2排出原単位、

rp,oは産業部門p、燃料種oの割合を示す。以下に、各産業部門の想定の記述の実際の推計に用いたパラメー

タを示す。 
  

基準年 活動量の変化 エネルギー利用の変化
燃料の脱炭素化 CCS 2050年排出
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 鉄鋼 
表S. 7 鉄鋼部門のシナリオ別CO2排出量算定パラメータ一覧 

要素変化の大きさ 
（2015年比） 

ロックイン トランジション 主な文献 

経済活動の規模 1 1 一人当たりGDP成長率想定（序章参
照） 

乗用車販売の減少 1 0.5 ETC [19], 日経センター[38]、日本
鉄鋼連盟資料[141] 

EV化によるエンジン部品の減少する
車の割合 

0.1 0.9 
 

運輸部門のEV比率と連動 
日本自動車工業会資料[132]、日本
鉄鋼連盟資料[141] 

都市機能の集約化による建物（住
宅）への需要量（2015年比） 

0.43 1.3 住宅部門のストック量と連動 

都市機能の集約化による建物（非住
宅）の需要量（2015年比） 

0.1 0 業務部門のストック量と連動 

車体に新素材を採用した車の割合 0.1 0.9 ETC [19], 日経ビジネス[133], 京都
大学[142] 

電炉による国内用鋼材の製造割合 0 0.9 Fraunhofer[13], ETC [19], EC[143] 
Material economics[14]、小宮山&山
田 [130], Allanore, et.al [79], 
OECD[80] 

直接還元製鉄プラント（電気、水素）
による輸出用鋼材の製造割合 

0 0.9 

CCS回収率 
（高炉のCCS設置率はともに1） 

0.95 0.95 JST[144], RITE[145], International 
CCS Knowledge Centre[146], 
Fraunhofer[13] 

 

 窯業土石（セメント） 
表S. 8 セメント部門のシナリオ別CO2排出量算定パラメータ一覧 

要素変化の大きさ 
（2015年比） 

ロックイン トランジション 主な文献 

経済活動の規模 1 1 一人当たりGDP成長率想定（序章参照） 

都市機能の集約化（住宅建物） 0.43 1.04 家庭部門の想定からストック量の計算及び
平成27年産業連関表(物量表)[147] 都市機能の集約化（住宅建物

木造） 
0.49 1.19 

都市機能の集約化（住宅建物
非木造） 

0.34 0.84 

都市機能の集約化（業務建物） 0.09 0.00 業務部門の想定からストック量の推計を介し
て推計 

道路セメント増加 0.80 1.46 都市機能の集約化の想定からストック量を
介して推計 

代替素材によるクリンカ使用量 1.00 0.70 土木学会[148]を基に想定 

高層建築を含む建物の木造化
によるクリンカ使用量 

1.00 0.40 Hurmekoski[149],住友林業[150],大林組
[151] 

エネルギーの脱炭素化（バイオ
マス、電気） 

0.10 0.80 Fraunhofer[13]など 

CCS回収率 
（CCS設置率はともに1） 

0.95 0.95 JST[144], RITE[145], International CCS 
Knowledge Centre[146], Fraunhofer[13] 
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 窯業土石（ガラス製品など） 
 

表S. 9 ガラス部門のシナリオ別CO2排出量算定パラメータ一覧 
要素変化の大きさ 
（2015年比） 

ロックイン トランジション 主な文献 

経済活動の規模 1 1 一人当たりGDP成長率想定（序章参照） 

リサイクル率の向上_板ガラス 1.00 0.95 経済産業省生産動態統計年報 資源・窯業・
建材統計編[152]及びFraunhofer[13], P63 リサイクル率の向上_ガラス製品 1.00 0.60 

リサイクル率の向上_その他 1.00 0.90 

設備省エネ 0.90 0.70 Fraunhofer[13]P63, EC[143] 
 
 

燃料の電化 0.10 0.80 Fraunhofer[13] 
CCS回収率 
（CCS設置率はともに1） 

0.95 0.95 JST[144], RITE[145], International CCS 
Knowledge Centre[146], Fraunhofer[13] 

 

 石油化学製品 

プラスチックに含まれるCO2は、焼却などを経て最終的に大気中に放出されると想定を置いているため、プラ

スチックに含まれるCO2は排出量として本部門で計上している。 

 
表S. 10 石油化学製品部門のシナリオ別CO2排出量算定パラメータ一覧 

要素変化の大きさ 
（2015年比） 

ロックイン トランジション 主な文献 

経済活動の規模 1 1 一人当たりGDP成長率想定（序章参照） 
運輸、家庭、業務部門における化
石燃料需要 

0.8 0.50 
 

運輸、家庭、業務部門の状況とリンク 

プラスチックの利用の節約 1.00 0.85 プ ラ ス チ ッ ク 循 環 利 用 協 会 [153], 
EC[143], Material economics[14], ETC 
[154] 

車体に新素材を採用した車の割
合 

0.10 0.90 
 

CFRPやCNFRPなどの新素材の需要量は
鉄鋼部門とリンク, エネルギー消費量の増
加 量 Nagaki, et al[155], 船 崎 & 種 田
[156]を基に、鉄鋼製品1単位代替するの
に、2.97倍のエネルギー消費量が増えると
想定。 

リサイクル技術によるバージンナフ
サの減少 

1.00 0.60 Fraunhofer[13], EC[143], Material 
economics[14], ETC [154] 、 内 閣 府
[157] 水素からの基礎化学品製造割合 0.00 0.80 

原料の天然ガス代替 0.10 0.80 
燃料の電化 0.10 0.80 
CCS回収率 
（CCS設置率はともに1） 

0.95 0.95 JST[144], RITE[145], International CCS 
Knowledge Centre[146] 
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 アンモニア 

 
表S. 11 アンモニア製造部門のシナリオ別CO2排出量算定パラメータ一覧 

要素変化の大きさ 
（2015年比） 

ロックイン トランジション 主な文献 

経済活動の規模 1.00 1.00 一人当たりGDP成長率想定（序章参照） 
食品ロスの削減 1.00 0.90 Fraunhofer[13] 

Material economics[14] 
窪田[89] 

AIの発達による人工肥料使用量や
家畜糞尿の肥料使用量等 

1.00 0.85 Fraunhofer[13] 
Material economics[14] 
窪田[89] 

移動用燃料としての利用による変
化率 

1.00 2.5 運輸部門とリンク 

原料の再エネ由来の水素利用割
合 

0.00 0.90 Fraunhofer[13], Material 
economics[14]、内閣府[157] 

燃料の電化割合 0.10 0.80 Fraunhofer[13] 
Material economics[14] 

CCS回収率 
（CCS設置率はともに1） 

0.95 0.95 JST[144], RITE[145], International 
CCS Knowledge Centre[146] 

 

 ソーダ製品及びその他 

 
表S. 12 ソーダ製品その他の製品製造部門のシナリオ別CO2排出量算定パラメータ一覧 

要素変化の大きさ 
（2015年比） 

ロックイン トランジション 主な文献 

経済活動の規模 1.00 1.00 一人当たりGDP成長率想定（序章参照） 
製品利用の効率化によ
る需要減少 

1.00 0.85 独自想定 

製造時の燃料の電化割
合 

0.10 0.80 独自想定 

CCS回収率 
（CCS設置率はともに1） 

0.95 0.95 独自想定（ネット・ゼロ達成のための必須条件） 

 

 石油石炭製品 

 
表S. 13 石油石炭製品製造部門のシナリオ別CO2排出量算定パラメータ一覧 

要素変化の大きさ 
（2015年比） 

ロックイン トランジション 主な文献 

経済活動の規模 1.00 1.00 一人当たりGDP成長率想定（序章参照） 
運輸、家庭、業務部門
における化石燃料需要 

0.80 0.50 運輸のうち旅客、家庭、業務部門の状況とリンク 

製造時の燃料の電化割
合 

0.10 0.80 独自想定 

CCS回収率 
（CCS設置率はともに1） 

0.95 0.95 JST[144], RITE[145], International CCS 
Knowledge Centre[146] 
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 紙パルプ 
表S. 14 紙パルプ部門のシナリオ別CO2排出量算定パラメータ一覧 

要素変化の大きさ 
（2015年比） 

ロックイン トランジション 主な文献 

経済活動の規模 1.00 1.00 一人当たりGDP成長率想定（序章参照） 

デジタル化：新聞雑誌の変化 1.00 0.50 日本製紙連合会[158]、日経センター[38] 
デジタル化：段ボールの変化 1.00 1.10 
プラスチック問題によるプラス
チックの代替 

1.00 3.00 CNF研究会[159], 日本製紙グループ[160] 

製造時の燃料の電化割合 0.10 0.80 Metsä Group資料[161]など 
CCS回収率 
（CCS設置率はともに1） 

0.95 0.95 JST[144], RITE[145], International CCS 
Knowledge Centre[146] 

 その他製造業 

 
表S. 15 その他製造業部門のシナリオ別CO2排出量算定パラメータ一覧 

要素変化の大きさ 
（2015年比） 

ロックイン トランジション 主な文献 

経済活動の規模 1.00 1.00 一人当たりGDP成長率想定（序章参照） 
省エネルギーの促進（電化による
効果も含む） 

0.80 0.70 エイモリー[162]、西岡[163]を基に想定 

製造時の燃料の電化割合 0.30 0.85 独自想定 

 

産業部門のシナリオ別のGHG排出量の変化を図S. 5に示す。なお、プラスチックの燃焼によるCO2排出量は

推計手法の都合上、石油化学部門に計上している。 

 
ロックイン 

 

トランジション 

 

 
図S. 5 産業部門におけるCO2削減量(単位：MtCO2) 

  

基準年 活動量の変化 エネルギー利用の変化
燃料の脱炭素化 CCS 2050年排出
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電源構成 

ロックインシナリオの電源構成として、2015年から日本の国別目標（約束草案）[40]に記載される2030年目

標の電源構成の変化を単純に延長して、非化石電源の割合を7割、CCS付高効率ガス火力の割合を1.5割、

CCS付高効率石炭火力の割合を1.5割と設定した。トランジションシナリオでは、再生可能エネルギーの技術発

展の予測[41]を見込んで、すべて非化石電源とした。 

なお、2050年の電源構成については、様々な予測がある。原子力発電、CCS付ガス火力といった大規模集

中電源の大幅な利用を想定する研究[164]のみならず、再生可能エネルギーの発電コストの低下に伴い、強力

な環境政策が無くとも電源構成のうち8割は再生可能エネルギーが占めるという推計[41]もある。電源構成は

再生可能エネルギーポテンシャル、電力システムの制約、各電源の発電コスト及び外部コストといった制約条

件の中で最適化が図られるものと考えられる。エネルギーモデルを用いたコスト最適化を行わない本報告書で

は、詳細な分析を行わない。また、エネルギーの備蓄についても、化石燃料依存から脱却した社会では、エネ

ルギー輸入依存度は大幅に低下しており、従来とは異なる視点で検討する必要があり、本報告書では扱わな

い。 

 

CCS及びDACSの想定について 

本報告書では、すべてのシナリオにおいて、ネット・ゼロ社会を達成することを想定している。そのため、それぞ

れのシナリオにおいて想定されるエネルギー需要の削減及びエネルギーの脱炭素化技術によってCO2排出量

が削減されても、なお排出されるCO2排出量に対しては、CCSの利用が可能な部門では最大限の導入を想定

した。CCSのCO2回収率44は95%とした。CCSにおけるCO2分離エネルギーについては、JSTによる報告書[144]を
参照し、DACSに必要なエネルギーについては、Fasihi, et. al[165]を参照した。 

 
  

                                                      

 
44 排出されるCO2のすべてを回収することはできず、一部は大気中放出される。回収率は、回収手法、排出ガスに含ま

れるCO2濃度や排出ガスの圧力といった要因に影響される。 
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1.2 ストック量の推計 

 

建物のストック量 

2050年の住宅部門及び業務部門の建物のストックの推計は、建築着工統計調査[116,117]のデータに対し

て、「平成29年度 環境経済の政策研究(我が国に蓄積されている資源のストックに関する調査・検討)研究報

告書」[118]で示される成長率曲線（ロジスティック曲線）によって回帰し、「我が国の住生活をめぐる状況」[166]
で現状との調整を行った。業務部門の建物の推計にあたり、産業分類は、田中ら[119]に基づいた。従って、住

宅部門と業務部門の2050年の床面積のストック量は式（S.8）で推計した。 

 Fୱ,୧,ଶହ = ∑ ∑ 𝑓,,௧ × ଵଵା×ୣ୶୮ (ି×(ଶହି௧))ଶଵ଼௧ୀଵଽଽ଼ୀଵ   式 (S.8) 

 

ここで、Fs,i,2050は、建物種別i(住宅建物は戸建木造、戸建鉄筋コンクリート造、戸建鉄骨造、集合木造、集合

鉄筋コンクリート造、集合鉄骨造。業務建物は、木造、鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造、鉄骨造、そ

の他)の2050年のストック量（床面積）を示す。f,i,j,tは建物種別i、区分j(住宅建物は都道府県の47グループ、業

務建物は、サービス、居住産業、公益事業、公務文教、鉱工業、商業、農林水産、その他の8グループ)、年t
の建築された床面積の合計を示す。ai及びbiは、建物種別iの残存率の特性であり、1988年から2018年までの

データを基に、非線形最小二乗法によって推計した。 

 

2050年の住宅床面積の必要量は、「各部門のエネルギー起源CO2排出量の推計」で設定したパラメータを

基に推計した。住宅部門については、式(S.9)を用いて推計した。 

 F୬,୧,ଶହ = ∑ 𝐹𝑎𝑚𝑖𝑙𝑦,ଶହ × 𝑟,,ଶହ × 𝑅,ଵ଼ଽୀଵ  式 (S.9） 

 

ここで、Fn,i,2050は、2050年の建物種別iのストック必要量を示す。Familiyj,2050は市区町村jの2050年の世帯

数、ri,j,2050は市区町村iにおける建物種別iに住む世帯数の割合、Rfloor,jは市区町村iの一人当たりの居住面積

を示す。 

業務部門については、式(S.10)を用いて推計した。 

 F୬,୧,ଶହ = ∑ 𝐹,.ଶଵହ × ௧௩௧௬ೕ,మబఱబ௧௩௧௬ೕ,మబభఱ × 𝑟,௪ × 𝑟,ாୀଵ  式 (S.10） 

 

ここで、Fn,i,2050は、2050年の建物種別iのストック必要量を示す。Fi,j,2015は、2015年時点の建物種別i、産業

部門jの必要ストック量を示す。Activityj,2015及びActivityj,2050は、2015年、2050年の産業部門jにおける活動量

を示す。Activityj,2050は、「各部門のエネルギー起源CO2排出量の推計」で設定したGDP想定及び各産業部門
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の製品需要の変化から得らえる活動量から得られる。rj,workは、産業部門jにおける在宅勤務によるオフィス、販

売店需要量の変化率、rj,ECは、産業部門jにおけるインターネット販売の進化によるオフィス、販売店需要量の

変化率を示す。 

以上より、2050年における建物の最低限の建築需要（Dmin,2050）は、式(S.9)算定する。すなわち、2050年の

ストック必要量から2050年のストック残存量を差し引いたものが、最低限必要な新規需要であり、それを2020
年から30年かけて整備することから、30年平均の建築需要を推計している。なお、本報告書のトランジションシ

ナリオでは、ZEBやZEHの導入率が高まることを想定していることから、トランジションシナリオでは、建物の建築

需要は、築需要の最低限のレベルよりも多い。 

 𝐷,ଶହ = ∑ ,,మబఱబ ି∑ ౩,,మబఱబଷ    式 (S.11） 

 

 

 

道路のストック量 

本報告書のトランジションシナリオでは、2050年の道路のストック量は、高速道路、一般国道、一般都道府

県道、主要地方道、市町村道のうち、地方の人口減少によって市町村道の一部が、道路財源の制約及び都

市機能の集約化の影響によって整備されなくなると想定した。市町村道の2050年の舗装道路の実延長数

(km)は以下の式(S.10)で算定した。 

 R୪,ଶହ = ∑ Pop୨,ଶହ × 𝑅𝑜𝑎𝑑, × 𝑟,ଵସଶୀଵ    式 (S.12） 

 

ここで、Rl,2050は、2050年の市町村道の2050年の舗装道路の道路面積(km2)を示す。道路面積(km2)は、市

町村別の道路実延長データ[167]に対して、都道府県別の市町村道路の幅のデータ[168]を乗じて算定した。

Popiは市町村iの2050年の人口、Roadj,lは2015年の一人当たりの市町村道の面積(km2/人)を示す。rj,cは、一

人当たりの市町村道の面積の減少率を示し、市町村の人口規模に応じて表S. 16の通り想定した。特にカテゴリ

1の小規模人口市町村は、日本全国の一人当たり市町村道実延長数をプロットし、ベストプラクティスと考えら

れる値をベンチマークとした。 
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表S. 16 市区町村の一人当たり道路面積 
カテゴリ 一人当たり道路面積[ m2/人] rj,c  

1 
100以上 

一 人 当 た り 道 路 面 積 を
100[ m2/人]を上限 

2 50から100 0.80 

3 2０から50 0.9 

4 20以下 1 

 

これまで道路の舗装の大半にアスファルトが用いられていたが、トランジションシナリオにおいて原油輸入量が

大きく減ることから道路舗装をコンクリートで代替すると想定した。道路の舗装材のアスファルトからコンクリートへ

の代替は、高速道路、一般国道、一般都道府県道、主要地方道、市町村道の道路面積、道路の実延長数

(km)および道路幅(m)のデータ[167,168]に対して、舗装道路を30㎝の厚さ、簡易舗装道路を4㎝の厚さ

[169]と想定し、道路舗装に必要な舗装材の体積を求めた。必要な舗装材量(m3)に対して、1立方メートルの

舗装材に使用されるセメント量（300kg/m3）[170]を乗じて、道路舗装にセメントの必要量を換算した。得られ

たセメント必要量と2015年の道路に使用されたセメント量の割合から、2050年におけるセメント部門における道

路用製品の需要量に変化を与えた。 
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1.3 非CO2 GHG排出量の変化 

CO2以外の温室効果ガス（以下、非CO2 GHG）には、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、並びにフッ素系

GHG（HFCs, PFCs, SF6, NF3）がある。大気中の残存年数はCO2に比べて短いが、GWP(CO2を1とした場合の温

暖化影響の強さを表す値)がCO2よりも非常に大きいため、GHG排出のネット・ゼロに向けた非CO2 GHG排出総

量の削減は重要な課題である。以下では、工業、農業、エネルギー、廃棄物の4部門別に2050年の非CO2 

GHG排出量変化に関する推計結果を示す。 

 

部門別の排出削減の想定 

基本的な方法論として、部門別に排出削減技術を積み上げ、限界削減費用に応じた非CO2 GHG削減量を

推計したEPA（2019）[171]による日本の推計値（～2050年）を参照する。EPA（2019）は、独自のモデルを使用

して国・部門別に2050年までのベースライン排出量を算定しており、ベースライン比の排出削減量を限界削減

費用別に推定している。 

本報告書では、EPA（2019）の排出削減量（ベースライン比）を2015年比削減量に換算すると共に、文献・ヒ

アリング調査に基づいた独自の想定を加えることにより、2050年の部門・ガス別のGHG排出量を推計する45。

特に、エネルギー部門については、分析結果として得られた石炭、石油、天然ガスの燃料使用量の変化率を

算定することにより、CH4とN2Oの排出量変化を推計した。部門別の排出削減パラメータ想定については、表

S.17を参照されたい。 

 

 工業部門（主にフッ素系GHG） 

主な排出ガスと発生源 

 冷媒（冷蔵庫・エアコン）・溶剤・発泡剤・消火剤使用・半導体・HCFC-22（クロロジフルオロメタン）製

造からのHFCs、アルミニウム・マグネシウム・半導体・太陽電池・液晶パネル製造からのPFCs・SF6、

アジピン酸製造からのN2O等である。 

活動量の変化要素 

 工業部門の生産量を活動量とすることから、経済活動の規模(GDP)が変化の基本となる。1990-
2015年のGDPとフッ素系GHGの変化量から線形関数を作成し、2050年の排出量（2015年比）を

+0%と想定した。 

                                                      

 
45 EPA（2019）[171]の想定する削減技術は非常に多岐にわたるため個別技術の寄与度は示せないが、目安となる限

界削減費用を想定することにより、費用の安い順に削減技術が選択され、どの程度まで削減が進むかを把握することがで

きる。 
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排出削減要素 

 排出削減技術：排出の大半を占める冷媒（冷蔵庫・エアコン）については、冷媒回収、分散システム、

HFCの2次ループシステム、アンモニアの2次ループシステム、漏洩補修、自動車エアコン冷媒の転

換（CO2冷媒、HFO1234yf）・排出効率向上、CO2遷移臨界システム、R-404Aの改造、R-32（パッケ

ージエアコン用）、サービス利用時の回収等の技術オプションを想定した。その他の排出源について

も、EPA（2019）に基づいて、多種類の排出削減技術オプションを想定した。 

 ロックインシナリオでは、30ドル/tCO2e以下のレベルの技術導入にとどまると想定した。トランジションシ

ナリオでは、最大限（100ドル/tCO2e以上）まで技術導入が進むと想定した。 

 さらに、トランジションシナリオでは、EPA（2019）想定に加えて、HFCに代わる革新的なフロンガスであ

るHFO（ハイドロフルオロオレフィン）がエアゾール、消化剤、発泡剤、液晶製造、HCFC製造時の副生

HFC、冷蔵庫・エアコン、半導体製造、溶剤の各部門で完全に普及すると想定した46。PFCs、SF6、

NF3等のフッ素系GHGについては、99%以上の分解率を有する除害装置が完全に普及すると想定

した。 

 

 農業、エネルギー、廃棄物部門（主に、CH4、N2O） 

主な排出ガスと発生源 

 農業部門については、稲作、畜産（消化管内発酵、家畜排せつ物管理）から排出されるCH4、畜産

と農用地の土壌からのCH4とN2Oである。エネルギー部門は、石炭、石油、天然ガスの燃焼・漏出に

よるCH4である。廃棄物部門は、廃棄物の埋立処分からのCH4、排水処理からのCH4とN2Oである。 

活動量の変化要素 

 1990年-2015年の期間において、主に農業、エネルギー、廃棄物部門からの非CO2 GHG排出量

（主に、CH4やN2O）は通時的に減少傾向にあることに加えて、産業部門のように必ずしも強くGDPと

連動しないと考えられる。そのため、EPA（2019）の2050年ベースライン排出量（農業、エネルギー、

廃棄物部門合計で2015年比▲16.5%）を参照した。 

排出削減要素 

 排出削減技術：農業部門の土壌分野には、施肥の方法変更（分割施肥、肥料削減、硝化抑制）や

不耕起栽培等の技術オプションがある。農業部門の稲作分野には、水管理（常時湛水、中干し、間

断灌漑、陸稲栽培）、施肥の方法変更、不耕起栽培等のオプションがある。エネルギー部門の石炭

採掘分野には、エネルギー利用（パイプラインによるCH4圧入、現場での自家発電、熱利用）、超過

                                                      

 
46 地球温暖化係数が1桁台と、従来の数百分の一にとどまる。例えば、硬質ウレタンフォームの発泡剤であるHFC-245fa

のGWPは1,030であるのに対して、代替発泡剤であるHFO1336mzzbのGWPは8.9、HCFO1233zdは5未満とされる[172]。
冷媒に関して、HFC404AのGWPは3,922である一方、HFO1234zeのGWPは1未満、CO2のそれは1である。（経済産業省

[216]）。 
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ガスの閉鎖フレアリングシステム導入、低濃度の通気CH4ガスの無炎酸化装置導入等がある。エネ

ルギー部門の石油・ガス採掘分野には、漏出の検査・モニタリングや装置改造に関する多岐にわた

る技術オプションがある。廃棄物部門には、埋立分野ではエネルギー利用（CH4ガス回収・フレアシス

テム、現場での自家発電、ガスの直接利用）、無炎酸化装置導入、廃棄物の転換（コンポスト化、嫌

気性処理）等のオプションがある。排水分野は、排水処理施設での嫌気性処理が中心的技術となる。 

 ロックインシナリオでは、30ドル/tCO2e以下のレベルの技術導入にとどまると想定した。トランジションシ

ナリオでは、最大限（100ドル/tCO2e以上）まで技術導入が進むと想定した。 

 さらに、トランジションシナリオでは、EPA（2019）想定に加えて、人工肉や昆虫食の普及拡大により、

牛肉の精肉需要が5割減少すると想定し、畜産由来のCH4とN2Oが約1MtCO2e削減されると想定し

た（1人当たり精肉需要は一定、かつ2050年の2015年比人口減少率19.4%を考慮した上で、追加

的に精肉需要が5割減少と想定し、成牛が437,530頭減少すると想定した。別途推定した乳用牛と

肉用牛の1頭当たりGHG排出量を乗じることにより、0.96MtCO2eの排出削減量を算定した）。 

 

GHG排出量の推計結果 

 図S. 6は、部門別GHG排出量の変化を示す。2050年に、シナリオ毎（ロックインとトランジション）に2015年

比▲44%、▲70%の排出削減が達成される。どちらのシナリオでも廃棄物、工業、エネルギー部門で大幅な削

減が達成されるが、農業部門での排出削減は少量にとどまる。技術の導入・普及の想定の違いにより、両シナ

リオ間で2倍程度のGHG排出量の相違が生じる（ロックインシナリオは55.6MtCO2e、トランジションシナリオは

29.7MtCO2e）。   

工業部門に関して、ロックインシナリオでも、EPA（2019）の想定する対策（30ドル/tCO2e以下の対策）の削減

効果が大きく、2015年比▲63%となる。トランジションシナリオでは、HFCsを使用する各部門で温暖化係数が1
桁台のHFO（ハイドロフルオロオレフィン）系のフロンガスが、PFCs、SF6、NF3を使用する各部門では除害装置が

普及していると想定したため、2015年比▲94%に達する。 

農業部門の畜産分野では、トランジションシナリオにおいて、EPA（2019）の想定する対策（100ドル/tCO2e以

上の対策）に加えて牛肉需要▲50%によるGHG削減（約1MtCO2e）を見込んでいるが、その削減効果は全体

のごく一部にとどまる。 
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図S. 6 部門別の非CO2 GHG（CH4, N2O, フッ素系GHGの合計）排出量 

 

 図S.7は、図S.6を詳細な部門毎に分割して表示している。工業部門におけるHFO等の革新的な物質の採用

やPFCs、SF6、NF3等の除害装置の普及による効果により、工業部門で大幅な排出削減が進む。 
 

図S. 7 詳細な部門別の非CO2 GHG排出量 

 

図S. 8は、図S. 6、図S. 7で示した推計結果をガス別に表示している。トランジション型シナリオでは、フッ素系

GHG（主に工業部門）が大幅に削減される可能性が示されている一方、EPA（2019）で想定している削減技術

オプションを最大限（100ドル/tCO2e以上の対策）まで考慮しても、CH4、N2O（農業部門、廃棄物部門）の合計

排出量は約30MtCO2e程度残る。 
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図S. 8 ガス別の非CO2 GHG排出量 

注）フッ素系GHGはHFCs, PFCs, SF6, NF3である。 
 

 
表S. 17 シナリオ別の非CO2 GHG排出量算定パラメータ一覧 

部門別の排出変化率 
（2015年比） 

GHG の 種
類 

ロックイン 
シナリオ 

トランジション 
シナリオ 
 

主な文献・想定 

工業 
エアゾール HFCs 0.5 0.01 EPA[171]、トランジションではHFO（ハ

イドロフルオロオレフィン）等の脱フロン
物質の普及（服部[172]）を想定 

アルミニウム製造 PFCs 0.7 0.01 EPA[171]、トランジションでは除害装
置（分解率99%）の普及を想定(イプロ
スものづくり[173]) 

電気設備 SF6 0.5 0.01 EPA[171]、トランジションでは除害装
置普及を想定(イプロスものづくり
[173])  

消化剤 HFCs 0.7 0.01 EPA[171]、トランジションではHFO等
の脱フロン物質普及（服部[172]）を
想定 

発泡剤 HFCs 0.7 0.01 

液晶製造 HFCs, 
PFCs, SF6, 
NF3 
 

0.7 0.01 EPA[171]、トランジションではHFO等
の脱フロン物質普及（服部[172]）、
除害装置普及（PFCs, SF6, NF3）を
想定(イプロスものづくり[173])  

HCFC製造時の副生HFC HFCs 
 

0.2 0.01 EPA[171]、トランジションではHFO等の
脱フロン物質普及（服部[172]）を想
定 

マグネシウム等鋳造 SF6 0.1 0.01 EPA[171]、トランジションでは除害装
置普及を想定(イプロスものづくり
[PFC・PFN除害装置]) 

窒素・アジピン酸 N2O 
 

0.3 0.2 EPA[171] 

PVシステム PFCs, NF3 0.7 0.01 EPA[171]、トランジションでは除害装
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置普及を想定(イプロスものづくり
[173])  

冷蔵庫・エアコン HFCs 0.2 0.01 EPA[171]、トランジションではHFO等
の脱フロン物質普及（服部[172]）想
定 

半導体製造 HFCs, 
PFCs, SF6, 
NF3 
 

0.7 0.01 EPA[171]、トランジションではHFO等
の脱フロン物質普及（服部[172]）、
除害装置普及（PFCs, SF6, NF3）を
想定（イプロスものづくり[173])、電子
情報技術産業協会[174] 

溶剤 HFCs 0.7 0.01 EPA[171]、トランジションではHFO等
の脱フロン物質普及（服部[172]）を
想定 

その他（化学産業、金属
生産等） 

CH4, N2O 0.7 0.7 EPA[171] 

農業 
土壌 N2O 1.1 0.9 ロックインはEPA[171]、トランジション

では肥料抑制効果を独自想定 
畜産 CH4, N2O 0.9 0.7 EPA[171]想定に追加して、トランジシ

ョンでは牛肉需要減少由来のGHG削
減を想定 

稲作 CH4 0.7 0.7 EPA[171] 
 その他（農作物残渣の野

焼き等） 
CH4, N2O 0.6 0.6 

エネルギー 

石炭 CH4 0.7 0.1 第1部の推計結果（エネルギー消費
量変化率）を参照 石油天然ガス CH4 0.7 0.05 

燃焼他 CH4, N2O 0.7 0.07 

廃棄物 
埋立地 CH4 0.3 0.2 EPA[171] 

 排水 CH4, N2O 0.8 0.4 

その他（廃棄物の焼却と
野焼き等） 

CH4, N2O 0.2 0.2 
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1.4 GHG吸収量の変化および海外での削減分 

 森林吸収 

日本の国土面積37.8万km2のうち森林は約25万km2であり2030年までその面積はほぼ一定と考えられる。

日本の国別目標では、2030年の森林吸収源のCO2吸収量の目標値は27.8MtCO2である。また、図S.9に示さ

れるように、非居住地化が見込まれる面積は居住面積18万km2のうち19%の3.42万km2とされる。このうち約

半数が森林利用になると仮定するとその面積は1.7万km2である。従って、2030年の森林面積は25万km2に

1.7万km2を加えて26.7万km2と仮定し、森林面積あたりの吸収量を一定とすると、2050年の森林吸収源対策

のCO2吸収量は29.6MtCO2とする。従って、森林吸収量を、ロックインシナリオでは27.8MtCO2、トランジションシ

ナリオでは、29.6MtCO2とした。 

2030年の農地土壌炭素吸収源対策及び都市緑化等の推進により約9.1MtCO2のCO2吸収量を見込んでい

る。2050年には、都市緑化などの対策が進み10MtCO2のCO2吸収量と想定する。 

 二国間クレジット制度 

日本政府は、途上国への優れた低炭素技術・製品・システム・サービス・インフラ等の普及や対策実施を通

じ、実現した温室効果ガス排出削減・吸収への我が国の貢献を定量的に評価し、我が国の削減目標の達成に

活用するため、二国間クレジット制度（Joint Crediting Mechanism : JCM）を構築・実施している。日本政府は、

「毎年度の予算の範囲内で行う日本政府の事業により2030年度までの累積で5,000万から1億t-ＣＯ2の国際

的な排出削減・吸収量が見込まれる。」[40]としていることから、本報告書においても、JCMにおいて年間で500
万トンの海外削減・吸収分を計上した。 

 DACS 

CCSで回収しきれていないエネルギー起源CO2排出量及び非エネルギー起源GHG排出量のうち森林吸収

量、JCMによる海外削減分を差し引いた残りのCO2排出量及び非エネルギー起源CO2排出量に対して、森林

吸収源によるCO2吸収量を考慮してもネット排出量がプラスになる分だけDACSによる大気中からのCO2の回収

を想定した。CCS及びDACSの想定について、補論1.1の章末も参照されたい。 
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図S. 9  2050年の総人口の増減状況（2010年比、1kmメッシュ） 

出典：国土交通省[175] 
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補論2 ネット・ゼロへ向けた緩和策と両立する適応策オプシ

ョン 
 

表S. 18 ネット・ゼロへ向けた緩和策と両立する適応策オプション 
（自然生態系、農業、熱中症、エネルギーシステム） 

 

出典：白井他[96]を参考にIGES作成 
 

ハード ソフト
ヒュー
マン

原料
[マテリア

ル]

土地
[遊休地]

エネルギー

レベル１

防御
対象種の保護、保護区の追加 ✔ 保護区 0

レベル２

順応・被害最小化

対象種の避難地の確保、脆弱な種の阻害

要因排除
✔ 避難地 0

対象種の移植 ✔ 0

管理 ✔ 0

生態系ネットワーク整備 ✔ ✔
緑の回廊、
里地里山、

田園地帯

-1 森林整備、植林 林齢の若返りによる炭素固定量増大

作期移動 ✔ 0
農業機械の電動化（農業分野のあらゆ

る適応策に共通）

作付場所の選定 ✔ 0

水管理、灌漑管理* ✔ ✔ 鉄、セメント 電力 1
省資源・省エネ、電

力の低炭素化

施肥の工夫、地力の増強 ✔ 窒素肥料 1 窒素肥料の省資源化

深耕・耐性品種の導入 ✔ 1 不耕起栽培

被害農家への被害支援 ✔ ✔ 0

共済システム ✔ ✔ 0

作付品目の変更 ✔ 0

栽培地域の移転 ✔ ✔ 鉄、セメント 農業用地 電力、燃料 1
省資源・省エネ、電

力の低炭素化

移動 ✔ ✔ 鉄、セメント 農業用地 電力、燃料 1
省資源・省エネ、電

力の低炭素化

多角化等農業経営転換 ✔ ✔ 0

零細農家の経営支援 ✔ ✔ 0

エアコン等の対処行動の普及 ✔ ✔ ✔

非鉄金属（ア

ルミ）、プラ
スチック

電力 1
省資源・省エネ、電

力の低炭素化

エアコンの熱交換効率向上、代替フロ

ンの温暖化係数の低減

弱者の見守り ✔ ✔ 0 安全で低炭素な集合住宅の紹介

安否確認の徹底 ✔ ✔ 0 安全で低炭素な集合住宅の紹介

患者輸送 ✔ ✔ 電力、燃料 1
省エネ、電力の低炭

素化
救急車両のEV化

医療体制の整備 ✔ ✔ 0

シェルターの整備 ✔ 鉄、セメント 1 省資源 シェルターのZEH、ZEB化

熱波警報システム ✔ 電力 1
省電力、電力の低炭

素化

クールシティ化（街路樹、ミスト、打ち

水等*）
✔ ✔ （木） 街路樹用地 -1 植林（街路樹）

都市緑化、都市の風の通り道、グリー

ンビルディング

夏山冬里等のライフスタイル変更 ✔ ✔ -1
余暇、労働の時間・場所の変更による

エアコン使用量減少

レベル１

防御
設備、施設の防御、耐久化 ✔ 鉄、セメント 電力、燃料 1

省資源・省エネ、電

力の低炭素化

鉄・セメントの製造プロセスでの脱炭

素化

気候情報を加味したダムの柔軟な運用 ✔ ✔ 0 ダム湖の蒸発を防ぐ浮体式太陽光発電

災害時のインフラ破壊時の応急措置 ✔ ✔ 0
建設廃棄物の再資源化と脱炭素素材の

利用

インフラ復旧 ✔ 鉄、セメント 電力、燃料 1
省資源・省エネ、電

力の低炭素化
復旧後の脱炭素電源の再構築

曝露の少ない立地選択 ✔ 0

再エネの立地選択、火力発電所・原子

力発電所の気候リスク曝露レベルに応
じた移行マネジメント

非常用電源を配備した分散かつ独立電源

化
✔ ✔

鉄、非鉄金

属、セメント
0

高性能バッテリーを搭載した再エネ施

設（ZEB、ZEH等も）

BCPの体制づくり ✔ ✔ 0 IoTを交えた遠隔管理の体制づくり

ソーラーシェアリング、再エネ電源の

野菜工場

熱中症

（暑熱）

レベル１

防御

レベル２

順応・被害最小化

レベル３

転換・再構築

エネルギー
システム*

レベル２

順応・被害最小化

レベル３

転換・再構築

自然生態系

レベル３

転換・再構築

農業

レベル１

防御

レベル２

順応・被害最小化

レベル３

転換・再構築

緩和策の
オプション

ネット・ゼロ排出(緩和)とレジ
リエンス向上を達成する適応策

のオプション
影響分野 適応策のレベル

適応策（計画的適応、事前適応）
の具体的オプション

適応の形態 資源消費（生産）

GHG排出量
代替(排出増):+1,
独立(排出一定):0
補完(排出減):-1
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参考資料（概説） 
 

マテリアル利用の現状 

日本の2015年のマテリアルバランスを図S.10 に示す。輸入資源の723百万トンのうち、化石燃料が488百万

トンと重量ベースで67%を占める。次いで鉄鉱石が131百万トンと18%を占めている。国内資源では、岩石、砂

利、石灰石など主にコンクリートに使用される素材が国内資源の86%を占めている。このようにマテリアルベース

では、化石燃料、鉄鋼石、岩石、砂利、石灰石など電力部門や重化学工業で用いられる素材が多くを占めて

いる。これらの部門に投入されたマテリアルは、各部門で加工され、最終的には我々の生活を支える製品として

供給されている。従って、これらの部門で製造される製品の需要を我々の生活レベルで考え、効率的な資源

利用やリサイクルによるマテリアル需要の減少を考えることが重要である。 

 

  
図S. 10  日本のマテリアルバラス（2015年） 単位：百万トン 

出典：一般社団法人産業環境管理協会[176] 
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エネルギー利用の現状 
 

エネルギー起源CO2排出量、すなわち、化石燃料からのCO2排出量は日本のGHG排出量の9割を占めるこ

とから、ネット・ゼロに向けては、我々の社会活動におけるエネルギーの脱炭素化が必要である。日本の2015年

のエネルギーバランスを図S.11 に示す。1次エネルギーの供給先として、電力部門（事業用発電及び自家発

電）が最も大きく（8,463PJ）、全体の約4割を占める。しかし、発電損失や送配電損失などのエネルギーロスがあ

るため、電力部門に供給された1次エネルギー供給量のうち42%（8,463PJ中3,557PJ）しか最終エネルギー消

費量として使うことができない。 

1次エネルギーを種類別に見ると、原油によるエネルギー供給量が8,113PJと最も多く、石油精製・化学産業

において原油から石油化学製品に転換され、各最終エネルギー需要元へと供給される。石油化学製品の最

終エネルギー需要は運輸部門（旅客と貨物の合計値）が約4割と最大の需要先となり、次いで産業部門（企

業・事業所）における石油化学製品製造時の消費が2.5割を有し、家庭及び業務部門が約2割を有する。エネ

ルギー単位当たりのCO2排出量が最も大きい石炭は、発電に6割、産業用（蒸気発生用途、高炉吹込用・セメ

ント焼成用途、石炭製品の消費）に4割程度供給されている。天然ガスは発電用に約6割、家庭や業務、工場

といった民生部門に4割程度供給されている。 

最終エネルギー消費量を部門別に示したグラフを図S.12に示す。家庭及び業務（企業・事業所）部門におい

ては、電力が最終エネルギー消費量の5割を占めている。具体的には石油、石炭及びガスが、給湯、冷暖房、

調理等の用途で使用されている。運輸部門はガソリンやディーゼルの消費が主流である。製造業においては、

化学工業と鉄鋼が大きなエネルギー消費部門となっている。石油化学を含む化学工業において、1,500PJ以
上の石油・石油製品を利用している。これは、石油・石油製品がプラスチック、合成繊維、合成ゴム、塗料など

の素材として使われているためである。鉄鋼部門では、鉄を製造する際に、鉄鉱石を銑鉄に還元することから、

大量の石炭が用いられる。機械製造業は、製造業の中で3番目に多くのエネルギーを消費しているが、2015年

時点で7割のエネルギーが電力である。窯業土石（セメント、ガラス製品など）も、化石燃料多消費産業であり、

エネルギー消費量に占める割合のうち石炭・石炭製品が4割、石油・石油製品が2割強、ガスが1割弱である47。

このように、エネルギー利用は、産業部門のみならず、業務、家庭、旅客輸送、貨物輸送という我々の暮らし方

にも密接に関わっている。 

 
  

                                                      

 
47 窯業土石部門のエネルギー利用による2016年のCO2排出量は2,500万トンであるが、セメント製造、石灰製造、ガラス

製造時において、素材から発生するCO2排出量が3,100万トン[208]となり、エネルギー起源CO2排出量よりも、工業プロセス

からのCO2排出量が多い。 
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図S. 11 日本のエネルギーバランス・フロー概要（2015年） 単位：PJ 

出典：エネルギー白書2017[177] 
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図S. 12 2015年の最終エネルギー消費量 
出典：総合エネルギー統計[42]より筆者作成 
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経団連のチャレンジ・ゼロ 

経団連は、1997年より一貫してGHG排出削減に関する自主的取り組みを実施してきたが、2019年6月に閣

議決定された「パリ協定に基づく長期成長戦略」の目指すイノベーション創出に向けて、より野心的かつ具体的

な行動が必要と判断し、政府と連携して、脱炭素社会の実現に資する企業のイノベーションを後押しするイニシ

アティブである「チャレンジ・ゼロ」構想を打ち出した（2019年12月9日発表）[178]。正式名称は、「チャレンジ ネ

ット・ゼロカーボン イノベーション」である。参加する企業や団体は、①ネット・ゼロカーボン技術のイノベーション、

②同技術の社会実装・普及、③技術開発や普及に取り組む企業への投融資のいずれかにチャレンジすること

を宣言し、具体的なアクションを報告する。結果として、脱炭素社会に向けた取り組みの総合的な絵姿を示す

ことで、産官学の協働・連携を強化し、イノベーションを後押ししていくことが期待されている。 
 

IPCC気候変動と土地特別報告書 

2019年8月に公表されたIPCC特別報告書「気候変動と土地（Climate Change and Land）」は、その前年に

公表されたIPCC特別報告書「1.5℃の地球温暖化(Global Warming of 1.5 ºC)」が、すべての分野において大

規模な排出削減を行ったとしても、大気中のCO2を除去する手法(CDR)である植林やBECCSといった土地利用

に関連する方策の活用が不可欠と示したことを受け、このような緩和策を実施した場合の将来の土地利用の

変化予測を示した。 
 森林とバイオマスエネルギー原料生産のための土地を現在よりもそれぞれ400万-700万km2以上（オ

ーストラリアの面積に匹敵）増加させる必要があり、その土地を確保するために農地と牧草地の面積を

現在よりも減少させなければならず、増加を続ける世界人口を扶養するための食料生産と気候変動緩

和策の間で土地利用をめぐる競合を引き起こす可能性がある。 
 食料安全保障への悪影響を回避するためには、極めて効率的に土地を利用するよう農業生産性を高

めることが求められるが、さらなる排出や土地劣化を引き起こさない持続可能な技術を採用する必要

がある。 
 食料を消費する側における、食品ロスの削減や気候変動に寄与しない食品の選択、食生活の変化な

ど、この問題には、消費側も含めて食料システム全体で対応していく必要がある。 
  



 

95 

 

IGES Working Paper 2020年1月 2016年3月 IGES Working Paper ネット・ゼロという世界 2050年日本 

IPCC海洋と雪氷圏特別報告書 

海洋は、温暖化によって増加した熱の90％以上を蓄えるとともに、産業革命以降に排出された二酸化炭素

の3分の1を吸収しているとされ、また雪氷圏は、その喪失が気候変動を加速させるといわれるなど、これらの地

域は地球温暖化との深い関りが指摘されていたものの、これまで科学的な知見がまとまった形で示されることは

なかった。今般、IPCCによって海洋、雪氷圏と温暖化との関係や影響・状況などをまとめた特別報告書

（SROCC:Special Report on the Ocean and Cryosphere in a Changing Climate）[179]が公表された。示さ

れたいくつかの科学的知見を以下に紹介する。 

海洋について 
 海面上昇：今後、対策をしない場合に最大48で、2100年に0.61mから1.10mの海面上昇の可能性を示

した。またその最大値が2m以上となる可能性も排除できない、あるいは2300年には3m以上上昇する

可能性もある、などとした。 
 酸性化：海洋に吸収された二酸化炭素が水分子と反応することで海洋の酸性度が高くなると炭酸塩鉱

物で作られるサンゴ・甲殻類・プランクトンなどの海洋生物の骨格や殻の形成が阻害され、海洋生態系

に影響が生じる。乱獲やプラスチック汚染などと合わせ、世界経済の損失は、2100年までに1兆9,790
億ドル／年に上ると推計された。 

 貧酸素化：海水温上昇によって表面に暖かい層ができると、これが安定層となって下層と混じらず、表

層の酸素が下に降りていかないことで、貧酸素化が進む。この貧酸素化により赤道から極地に至るまで、

構成種、量的豊富さ、生産量の変化が生じている。 

雪氷圏について 
 積雪被覆の減少：この数十年で積雪の厚さ、範囲、期間が減少しており、例えば低山域では、この10年

で積雪期間が平均して5日、減少している。また、山岳地域49の氷河の質量変化は2006年から2015年

にかけて、年間-123±24Ｇｔであった可能性が非常に高い。 
 永久凍土の劣化：最悪のケース50では、2100年までに数百から数千億トンの永久凍土炭素が放出され

気候変動を悪化させる可能性がある。北極及び寒帯の永久凍土層には、1,460-1,600Gtの有機炭素

があり、これは大気中炭素のほぼ2倍に相当する。 
 雪氷圏における変化の不可逆性：雪氷圏の融解と劣化の回復は人為を超える。失われた氷塊の回復

には、数百から数千年かかる可能性がある。 
  

                                                      

 
48 IPCCのRCP8.5のケース。 
49 グリーンランド、南極など一部を除く。 
50 IPCCのRCP8.5のケース。 
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台風の脅威 2019年は台風の当たり年？それともこれが普通に？ 
 

2019年、台風15号、19号、21号が、東日本に大きな災害をもたらした。9月から11月の2カ月の間でこれほ

どまでに、特定の地域に集中的に大雨の被害があったことは特記すべき事項である。 

台風15号は、中心気圧960hpa、最大風速40m/sの強い勢力が衰えることなく、9月9日千葉市付近に上陸

し、千葉県を中心に関東地方に甚大な被害をもたらした。被害総額は267億円（17日午前10時時点）。そのう

ち、ビニールハウスの倒壊や損壊の被害総額は147億円にも上ると推計された[180]。千葉県や神奈川県など

で一時、約93万軒の停電が発生した(東京電力9月9日)。千葉県は約64万軒(9日午前8時のピーク時)、その

後東京電力が千葉県の停電情報の掲載を終了するまで約16日間かかった[181]。千葉県でこれほどの大規

模停電が発生し、復旧までに長期間を要したのは、強風による高圧鉄塔2本の倒壊と、倒木による多く電柱の

損壊が主たる原因であると考えられている51。こうした大規模停電の最中、太陽光発電システムがある家庭で

は「停電の影響を免れた」という声が上がった[182]。また、電気自動車(EV)やプラグインハイブリッド車(PHV)、
燃料電池車(FCV) に搭載している大容量蓄電池が非常用電源として活躍52した。電動自動車の普及が進め

ば、こうした災害に対処できる住民が増えることが期待できる。台風15号によって、既存の電力システムが有す

る課題と再生可能エネルギーを中心とした分散型システムによる克服の可能性が明らかになった。一方、太陽

光パネルの設置における課題なども表れた事例53となった。 

台風19号54は10月12日19時頃、静岡県伊豆半島に上陸し、関東地方を通過した後、東北地方を13日未

明に抜けた[183]。局所的な被害をもたらした台風15号に比べて非常に広範囲に甚大な被害を与えた。台風

19号の上陸に伴い、一時的に13都県に大雨特別警報が発表された55。神奈川県箱根町では、観測史上1位

の24時間降水量を記録した56 [184]。箱根登山電車は甚大な被害を受け、箱根湯本～強羅区間の年内復旧

は困難とされた。国土交通省によると全国20水系71河川140箇所で堤防の決壊が確認された57  (2019年12
月3日時点) [185]。一方で、埼玉県では、全長6.3㎞もの巨大な地下放水路（首都圏外郭放水路）が河川の氾

濫を最小限に留め、完成に18年を要した治水対策が役立った[185]。台風19号は、広範囲にわたってこれまで

の想定を超える雨量をもたらし、各地で堤防が決壊し、甚大な被害が発生した。今後異常気象の頻度が増え

ると考えられる中で、治水の在り方、居住地の在り方といった、日本のまちづくりについて、真剣に取り組むべきこ

とを考えさせられる災害となった。 

                                                      

 
51 高圧鉄塔(君津市)2本の倒壊により、約11万軒の停電が発生した。また、千葉県を中心に電柱2,000本が倒壊・損傷

したとの推計（経済産業省）[180]もあり、これにより停電の被害はさらに拡大したと見られている。 
52 また、自動車各社は、千葉県に85台以上の電動自動車を派遣し、支援活動を行った[217]。 
53 山倉ダムでは、湖面に設置した太陽光パネルが強風で水面からめくれ上がり、出火する事故が起きた[218]。 
54 発生当初915hpaという中心気圧を維持し、12日18時時点での中心気圧は955hpa、最大風速40m/s、11日18時時

点では暴風域の直径が650kmであった。 
55 昨年の西日本豪雨の11府県を上回り、東京23区では初の大雨特別警報となった。 
56 平均総雨量の約3割にあたる総雨量1,000mmを越え、24時間雨量では922.5mmに達した。 
57 長野県では、千曲川が氾濫し、長野市を始め、複数の市で浸水被害にあった。長野新幹線車両センターに停めてあ

った北陸新幹線120両が浸水した。[219]。また、福島県の阿武隈川が氾濫するなど、被害は東日本の広範囲に及んだ。 
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台風21号は、日本列島に上陸せず太平洋側を抜けたが、千葉県を中心に被害を及ぼした。例えば、市原市

を流れる養老川、新堀川、村田川が氾濫し、海士有木駅は周辺が冠水、線路が水没し、茂原市では土砂崩

れで道路が封鎖されたと報じられた。住宅の浸水被害は1,496棟にのぼり（10月28日午後4時現在）、市内が

広範囲に冠水した茂原市が全体の5割近くを占めた。浸水による野菜や果物の被害も31市町村で発生した

[186]。このように台風本体が上陸せずとも、台風が周辺の前線を刺激することで各地に大きな被害をもたらす

場合もあることが明らかになった。 
 

「革新的環境イノベーション戦略」 

「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」及び「統合イノベーション戦略2019」に基づき、日本が強みを

有するエネルギー・環境分野において革新的なイノベーションを創出し、社会実装可能なコストを実現し、世界

に広めていくことを目的として策定された[187]。具体的には、 

① 16の技術課題についてコスト目標等を示した「イノベーション・アクションプラン」 

② その実現のための研究体制や投資促進策を示した「アクセラレーションプラン」 

③ 社会実装に向けて、グローバルリーダーとともに発信し共創していく「ゼロエミッション・イニシアティブズ」 

から構成され、世界のカーボンニュートラル、さらには、過去のストックベースでのCO2削減（ビヨンド・ゼロ）を

可能とする革新的技術を2050年までに確立することを目指し、長期戦略に掲げた目標に向けて社会実装を目

指すとしている。 

同戦略は2050年までの様々な技術の確立を想定し、必要に応じて見直しながら活用する、としている。 

技術の社会実装、対策効果の発現までに要するリードタイムを考えると、まず2050年にネット・ゼロ社会を構

築するという目標を設定し、そこからそれぞれの技術開発の目標年次や優先性などを明確にすることが望まれ

る。 
 

「イノベーションのジレンマ」 

なぜ、巨大で優良な企業が、技術革新の中で滅んでしまうことが起きるのか。見事な成功をおさめてきた企

業の有能な経営陣が、ひたすら利益と成長を求めるうちに、最高の経営手法を使いながら、企業を失敗に導い

てしまう例があるのはなぜか。この問いに対して、クレイトン・クリステンセンは、世界的なベストセラーとなった著

書『The Innovator’s Dilemma』(邦題『イノベーションのジレンマ』翔泳社）において、ハードディスク業界や掘削

機業界についての詳細な分析を踏まえ、「持続的」技術と「破壊的」技術の間に戦略的に重要な違いがあるこ

と、技術進歩のペースが市場の需要が変化するペースを上回る可能性があること、成功している企業の顧客

構造と財務状況が、新規参入企業と比較して、どのような投資を魅力的と考えるかに重大な影響を与えること

などを主な要因として示した。自社製品の持つ技術的優位性を根底から揺るがすような「破壊的」な技術開発

に、自社の限られた資源を投入するという経営判断が容易ではないことは想像に難くない。 

さらにクリステンセンは、こうしたイノベーションのジレンマを回避するためのいわば処方箋として、まずマネージ

ャーが「持続的」技術と「破壊的」技術の衝突がどのようなものであるかを理解する必要があるとする。次に各組
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織の市場での地位、経済構造、開発能力、価値が、顧客の力と調和し、持続的イノベーションと破壊的イノベー

ションというまったく異なる仕事を邪魔せず、支援する環境を作り出す必要があるとした。 

日本企業は、1970年代前半、1980年前後のオイルショックの時には「破壊的」な省エネ技術のイノベーター

として、世界市場における成功を収めた。しかし来るべきネット・ゼロ社会への移行の中で、日本企業は「イノベ

ーションのジレンマ」ゆえに「持続的」技術に固執して「破壊的」技術への投資を起こしにくく、日本全体のエネル

ギー経済システムの移行（トランジション）が遅れ、最終的には国内産業がグローバルサプライチェーンから置き

去りにされ、経済成長率が下落するリスクを考える必要がある。このため個々の企業の戦略ないし社会制度設

計の中で、ネット・ゼロ社会構築のための「破壊的」技術をどのように育てていくかについて十分な検討が必要で

あろう。 
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編集後記 

2050年の社会の絵姿を一定の根拠をもって展望していくのは、予想を超えて困難な作業であった。ほんの

数年間で、想像もしなかった技術や製品等によって社会全体が様変わりすることを我々は経験的に知っている。

現在、芽が出始めた技術は、おそらく2030年代には実用化・普及しており、2050年にはその次の世代の技術が

普及していると考えられる。もとより「非連続なイノベーション」が起きている可能性も否定できない。ある個人の

単なる思い付きでなく、ある程度の客観性を持たせるために、我々は、専門家にアイディアを投げかけ、チーム

内で議論を重ねる作業を繰り返した。 

誰も正解は知らない。しかし将来への不安が増し、不確実性の高い現代だからこそ、敢えてこのような作業を

進め、少しでも現役世代、将来世代にとってよりよい社会へと議論をしていくことに意味があるものと考える。ここ

で描いた絵姿は、完成形ではない。今後少しずつ展開する新たな技術や社会的な動きを踏まえながら、常に

バージョンアップさせていきたいと考えている。  

その意味では、2050年の絵姿に関して、締め切りなしの意見募集を開始させていただいたものと捉えていた

だければと思う。 
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